
  

 
 
 
 
 



 

表紙の絵 

源氏物語画帖「帚
ははき

木
ぎ

」（江戸時代）        滋賀県立琵琶湖文化館所蔵 

 

  源氏物語は、今から約１，０００年前に一条天皇の中宮彰子（藤原道長の娘）に仕えた

女官紫式部が執筆した小説です。執筆当時から非常に評価が高く、源氏物語を題材とした

源氏物語絵巻も制作されました。本作は、源氏物語の１２の場面を描いた絵を貼り合わせ

た江戸時代の画帖で、絵と和歌がセットになっています。 

 現在、ＮＨＫ大河ドラマで紫式部を主人公とした「光る君へ」が放送されており、源氏

物語が改めて脚光を浴びています。 

 源氏物語の着想を得た地とされる石山寺（大津市）をはじめ、滋賀県内には紫式部ゆか

りの地や文化財が多くあります。 
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滋 賀 県 の 財 政  
 

県 で は い ろ い ろ な 仕 事 を し て い ま す が 、 そ の た め に は 多 く の 費 用 が か か り ま す 。 そ の

費 用 （ 支 出 ） に 充 て る た め の 財 源 （ 収 入 ） は 、 税 金 な ど で ま か な わ れ て い ま す 。 こ の よ

う な 県 や 市 町 な ど の 地 方 公 共 団 体 や 国 の 収 入 ・ 支 出 と そ の 運 用 の こ と を 財 政 と い い ま す 。 
県 の 財 政 は 、 知 事 が ４ 月 １ 日 か ら 翌 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で の １ 年 間 の 収 入（歳入）と 支 出

（歳出）を 見 積 り 、 県 議 会 の 議 決 に よ り 決 定 し ま す 。 こ れ を予算と い い 、 知 事 が 責 任 を

も っ て 執 行 し ま す 。  
県 の 歳 入  

歳 入 は 、 県 が 自 主 的 に 収 入 で き る自主財源と 、 他 に 依 存 す る依存財源に 分 か れ ま す 。 
自 主 財 源 は 、 県 税 の ほ か に 、 地 方 消 費 税 清 算 金 や 諸 収 入 な ど が あ り 、 依 存 財 源 は 、 地

方 交 付 税 、 国 庫 支 出 金 、 地 方 譲 与 税 と い っ た 国 か ら の 収 入 が 大 半 を 占 め て い ま す 。  
 
 

 
 

 

○ 地 方 交 付 税  
本 来 地 方 の 税 収 入 と す べ き で あ る が 、 地 方 公 共 団 体 間 の 財 源 の 不 均 衡 を 調 整  

す る た め に 、 国 税 と し て 国 が 代 わ っ て 徴 収 し 、 地 方 公 共 団 体 の 財 政 力 に 応 じ て  
交 付 す る も の （「 国 が 地 方 に 代 わ っ て 徴 収 す る 地 方 税 」）。  

○ 国 庫 支 出 金  
地 方 公 共 団 体 の 行 う 特 定 の 事 務 事 業 に 対 し て 国 か ら 交 付 さ れ る 給 付 金 の こ と  

（ 国 庫 負 担 金 、 国 庫 補 助 金 お よ び 国 庫 委 託 金 の 総 称 ）。  
○ 県 債  

不 足 す る 財 源 を 補 う た め 、 県 が 年 度 を 超 え て 借 り 入 れ る 借 金 。  

令和 6 年度一般会計予算 
（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

※ 四 捨 五 入 の 関 係 上 、 各 項 目 の 和 が 総 額 と 一 致 し な い こ と が あ り ま す 。 
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こ の う ち 、 自 主 財 源 の 柱 で あ る 県 税 収 入 の 約 1,793 億 円 の 内 訳 は 、 次 の グ ラ フ の と

お り と な っ て お り 、 令 和 ６ 年 度 に お い て は 、 個 人 住 民 税 の 定 額 減 税 の 影 響 等 に よ り 減 収

が 見 込 ま れ る こ と か ら 、 前 年 度 予 算 と 比 べ て ３ ． ５ ％ 減 少 し て い ま す 。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※ 四 捨 五 入 の 関 係 上 、 各 項 目 の 和 が 総 額 と 一 致 し な い こ と が あ り ま す 。 

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移  

（令和６年 4 月 1 日現在） 

令和６年度県税歳入予算 
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県 の 歳 出  
歳 出 に つ い て は 、 県 の 執 行 機 関 毎 に 予 算 が 配 分 さ れ 、 い ろ い ろ な 仕 事 の た め に 使 わ れ

て い ま す 。  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

な お 、歳 出 が 、県 民 一 人 当 た り に ど の よ う に 使 わ れ て い る か は 以 下 の 表 の と お り で す 。  
 
 
 
 

令和６年度一般会計予算 

（令和６年 4 月 1 日現在） 

438,643 円  
（滋賀県の推計人口 1,400,910 人 令和６年 4 月 1 日現在） 

総 務 費  
15,339 円  

県の組織を管理したり、税金を集めたり 
するために使われる費用 

１ 年 間 に 県 民 一 人 当 た り に 使 わ れ る お 金  

総 合 企 画 費  
11,062 円  

政策の総合調整や情報発信などの 
ために使われる費用 

健 康 医 療 福 祉 費  
83,279 円  

健康の増進と社会福祉を向上させる 
ために使われる費用 

 
土 木 交 通 費  
44,787 円  

道路・河川や公園を整備する 
ために使われる費用 

 

商 工 観 光 労 働 費  
25,788 円  

商工業や観光を盛んにする 
ために使われる費用 

 
教 育 費  

94,948 円  
教育と文化を高める 
ために使われる費用 

 

農 政 水 産 業 費  
13,050 円  

農業や水産業を盛んにする 
ために使われる費用 

 

琵 琶 湖 環 境 費  
12,352 円  

琵琶湖やその周辺の環境を守る 
ために使われる費用 

 

警 察 費  
23,488 円  
安全な暮らしの 

ために使われる費用 

 

そ の 他  
51,792 円  

議会費、災害復旧費等 

 

文 化 ス ポ ー ツ 費  
9,669 円  

文化とスポーツを振興する 
ために使われる費用 

 

公 債 費  
53,089 円  

県が借り入れたお金を返す 
ための費用 

 

※ 四 捨 五 入 の 関 係 上 、 各 項 目 の 和 が 総 額 と 一 致 し な い こ と が あ り ま す 。 
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市 町 税 の あ ら ま し 
 
 
 市町が行う仕事のための財源として市町税が 

あります。 

 右のグラフは、令和４年度の県内の 19 市町 

の税目別収入額です。 

 市町民税と固定資産税が高い割合を占めてい 

ることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国が行う仕事のための財源として国税があり、 

国の歳入の柱となっています。 

 右のグラフは、令和 3 年度に県内の税務署へ 

納められた国税の税目別収納済額です。 

 所得税、法人税、消費税が高い割合を占めて 

いることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 税 の あ ら ま し 

※四捨五入の関係上、各項目の和が総額と一致しないことがあります。 

令和３年度に県内で納められた国税 

令和４年度に県内で納められた市町税 

（国保税を除く） 

源泉所得税及び

復興特別所得税

89,527

23.3％

申告所得税及び

復興特別所得税

45,148

（11.8％）

法人税

64,514

（16.8％）

地方法人税

7,393

（1.9％）

相続税・贈与税

13,979

（3.6％）

消費税及び地方消費税

150,578

（39.2％）

酒税

11,654

（3.0％）

その他各税

984

（0.3％）

総額

3,837億82百

万円

(100%)

(単位：百万円)
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税 金 に つ い て 
 

国や地方公共団体（県や市町）は、私たちの社会を維持し、豊かにし、発展させるために、教

育の振興、社会福祉の増進、道路の整備、消防・警察などいろいろな仕事をしています。国や地

方公共団体がこうした仕事をしていくためには多額のお金が必要となります。  
みんなが暮らしやすい社会を築いていくため、この費用を負担しあっていくのが税金です。言

い換えれば、税金とは「社会の一員として暮らしていくうえでの会費」のようなものです。  
 

税 金 の 種 類  
○国税と地方税 

税金には、国に納める国税と、県や市町などの地方公共団体に納める地方税とがあります。  
 国税は、広く国民のために仕事をする国の財政をまかなうために国が課す税金です。  
 地方税は、地方公共団体がその地域の住民の生活に係わる仕事を行うために課す税金です。  
 地方税は、さらに（都道府）県税と、市町（村）税に分かれます。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県税（滋賀県） 

法定外普通税・法定外目的税  
地 方 公 共 団 体 が 条 例 に よ り 独 自 に

課すことができる税金のことです。 

滋賀県では法定外目的税として、

平 成 １ ６ 年 か ら 産 業 廃 棄 物 税 を

導入しています。  

自動車税環境性能割

自動車税種別割

狩猟税

ゴルフ場利用税

県民税株式等譲渡所得割

個人事業税

法人事業税

不動産取得税

県固定資産税

自動車税

鉱区税

事業税

個人県民税

法人県民税

県民税利子割

県民税配当割

琵琶湖森林づくり県民税

普通税 直接税 県民税

産業廃棄物税

目的税

間接税

直接税

地方消費税

県たばこ税

軽油引取税
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滋賀県内では該当なし

水利地益税

共同施設税

宅地開発税

国民健康保険税

入湯税間接税

市町民税

都市計画税

目的税 直接税 事業所税

鉱産税

市町たばこ税間接税

（平成15年以降課税停止）

普通税 直接税

軽自動車税種別割

特別土地保有税

個人市町民税

法人市町民税

固定資産税

軽自動車税 軽自動車税環境性能割

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○直接税と間接税 

直接税…税金を納める者と、その税金を負担する者が同じ税金をいいます。 

間接税…税金を納める者と、その税金を負担する者が異なる税金をいいます。 

 

○普通税と目的税  

普通税…税金の使いみちが特定されていない税金です。 

国や地方公共団体の一般経費に充てられます。（大部分の税金がこれにあたります。） 

目的税…税金の使いみちが特定されている税金です。 

 

○所得課税・消費課税・資産課税等 

何に対して課税するかによる分類です。 

所得課税……個人や会社の所得に対する課税をいいます。（所得税、法人税、住民税など） 

消費課税……財やサービスの消費に対する課税をいいます。（消費税、ゴルフ場利用税など） 

資産課税等…資産の取得や保有などに対する課税をいいます。（相続税、固定資産税など） 

間接税

消費税、酒税、たばこ税、たばこ特別税、揮発油税、
地方揮発油税、石油ガス税、航空機燃料税、石油石炭税、
電源開発促進税、自動車重量税、国際観光旅客税、
関税、とん税、特別とん税、登録免許税、印紙税

直接税
所得税、（復興特別所得税）、法人税、地方法人税、
特別法人事業税、森林環境税、相続税、贈与税

市町税 

国税 
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税 金 の 働 き 
１．公共サービスのための資金の調達 

  国や地方公共団体は、教育や福祉、警察や消防などの公共サービスを提供しており、そのた

めには多額の費用がかかりますが、その費用は主に税金でまかなわれています。このように、

税金には公共サービスのための財源を調達する働きがあります。 

２．所得の再分配 

  所得税は、所得の多い（税を負担する能力の高い）人には高い税負担を、所得の少ない（税

を負担する能力の低い）人には低い税負担を求める累進課税制度をとっています。このような

累進課税によって納められた税金が、社会保障という形で再分配されることで、個人間の所得

格差を縮める働きをしています。 

３．景気調整  
  景気が良い時には、所得の増加などにより、税負担が増加します。これにより需要が抑制さ

れて、景気の過熱を防ぎます。  
反対に、景気が悪い時には、所得の減少などにより、税負担が減少します。これにより需要

が刺激されて、景気の落ち込みを防ぎます。  
 
税 の 三 原 則 
税制を考えるに当たっては、どのような税をどのような考え方に基づいて課すべきかというこ

とが重要です。そのよりどころとして、次の３つの原則があります。  
・  公 平 の 原 則…「水平的公平」経済力が同等の人には等しい負担を求めること。  

「垂直的公平」経済力のある人にはより大きな負担を求めること。  
・  中 立 の 原 則…税制が個人や法人の経済活動における選択を歪めることがないようにす  

ること。  
・  簡 素 の 原 則…税制の仕組みをできるだけ簡素なものとし、納税者が理解しやすいものに  

すること。  
 
納税の義務と租税法律主義 

 私たちは、憲法によっていろいろな権利を保障されていますが、同時に義務を負っています。

その中の最も大きな義務の一つとして「納税の義務」があります。憲法第３０条において、「国

民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。」とされ、国民は税金を納める義務がある

ことが定められています。  
 ただし、憲法第８４条は、「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法

律の定める条件によることを必要とする。」と規定し、国は法律によらずに国民に税を課すことは

できません。このような原則を租税法律主義といいます。  
また、地方公共団体においても、法律の範囲内で税金を課すことができます（課税自主権）。地

方公共団体は、この課税自主権を行使して自主的に財源を調達することができます（自主財政主

義）が、地方税の課税は、住民の代表機関である地方議会の制定した条例に基づいて行わなけれ

ばなりません。このような原則を地方税条例主義といいます。  
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仕事と税 

 

住 民 税              個人県民税  個人市町民税  

住 民 税 は 、 県 内 の 市 町 に 、 住 所 や 事 務 所 、 家 屋 敷 （ い え や し き ） な ど が あ る 個 人 や 、

事 務 所 な ど が あ る 法 人 に 課 さ れ る 税 金 で 、県 民 税 と 市 町 民 税 を あ わ せ て 一 般 に「 住 民 税 」

と 呼 ば れ て い ま す 。 県 や 市 町 で 行 う 住 民 に 身 近 な 行 政 サ ー ビ ス に 必 要 な 経 費 を 、 広 く 住

民 （ 法 人 を 含 み ま す 。 ） に 負 担 し て も ら い 、 そ の 負 担 を 通 じ て 行 政 の 運 営 に 参 加 し て も

ら お う と い う 趣 旨 で 設 け ら れ た 税 金 で す 。  

個 人 の 住 民 税 は 、 前 年 の 所 得 金 額 に 応 じ て 課 さ れ る 「 所 得 割 」 と 、 所 得 金 額 に か か わ

ら ず 定 額 で 課 さ れ る「 均 等 割 」、預 貯 金 の 利 子 等 に 課 さ れ る「 利 子 割 」（ 県 民 税 の み ）、

一 定 の 上 場 株 式 等 の 配 当 等 に 対 し て 課 さ れ る 「 配 当 割 」 （ 県 民 税 の み ） 、 所 得 税 に お い

て 源 泉 徴 収 を 選 択 し た 特 定 口 座 内 の 上 場 株 式 等 の 譲 渡 に よ る 所 得 に 対 し て 課 さ れ る 「 株

式 等 譲 渡 所 得 割 」 （ 県 民 税 の み ） か ら な っ て い ま す 。  

個 人 の 県 民 税 と 市 町 民 税 の 「 均 等 割 」 と 「 所 得 割 」 は 、 納 税 者 や 税 額 計 算 の も と と な

る 所 得 金 額 な ど が 同 じ で あ る た め 、 納 税 者 に と っ て も 便 利 な よ う に 、 市 町 が 県 民 税 と 市

町 民 税 と を あ わ せ て 課 税 し 、 こ れ ら を 一 括 し て 市 町 に 納 め て い た だ く 制 度 に な っ て い ま

す 。  

県 は 、 そ の た め の 取 扱 費 用 を 市 町 に 支 払 い 、 県 民 税 相 当 分 を 受 け 取 り ま す 。  

 

１  納 め る 人 は  

○  住 民 税 を 納 め る 人 （ 納 税 義 務 者 ）  

●  個 人 の 住 民 税 の 納 税 義 務 者 は 、 次 の と お り で す 。  

区      分  均 等 割  所 得 割  

１ 月 １ 日 現 在 、 県 内 に 住 所 の あ る 人  ○  ○  

１ 月 １ 日 現 在 、 県 内 に 事 務 所 、 事 業 所 ま た は

家 屋 敷 を 持 っ て い る 人 で 、 そ の 市 町 内 に 住 所

の な い 人  

○  －  

 

○  住 民 税 が 課 税 さ れ な い 人  

●  均 等 割 も 所 得 割 も か か ら な い 人  

①  生 活 保 護 法 に よ る 生 活 扶 助 を 受 け て い る 人  

②  障 害 者 、 未 成 年 者 、 寡 婦 ま た は ひ と り 親 で 前 年 中 の 合 計 所 得 金 額 が 1３ 5 万 円

以 下 の 人  

※  ② に 当 て は ま る 場 合 で も 退 職 所 得 に か か る 分 離 課 税 の 所 得 割 は 課 税 さ れ ま す 。 

●  均 等 割 が か か ら な い 人  

前 年 中 の 合 計 所 得 金 額 が 、 一 定 の 基 準 （ ※ ） に 従 い 市 町 の 条 例 で 定 め る 額 以 下 の

人  

（ ※ ）  一 定 の 基 準 は 、 市 町 に よ っ て 異 な り ま す 。 詳 し く は 、 各 市 町 に お 問 い 合 わ

せ く だ さ い 。  

●  所 得 割 が か か ら な い 人  

前 年 中 の 総 所 得 金 額 等 の 合 計 が 、 35 万 円 に 本 人 、 同 一 生 計 配 偶 者 お よ び 扶 養 親

族 の 合 計 数 を 乗 じ て 10 万 円 を 加 算 し て 得 た 金 額 （ 同 一 生 計 配 偶 者 ま た は 扶 養 親 族

が あ る 場 合 に は 、 ３ ２ 万 円 を 加 算 し た 金 額 ） 以 下 の 人  
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２  納 め る 額 は  

○  均 等 割  

年 額  県 民 税 1,800 円 ※ 1  ＋  市 町 民 税 3,000 円  

 

※ １  個 人 の 県 民 税 の 税 額 は 、 「 琵 琶 湖 森 林 づ く り 県 民 税 」 800 円 を 含 ん だ 額 と な り ま す 。

滋 賀 県 で は 、 水 源 か ん 養 や 県 土 保 全 な ど 、 私 た ち の 生 活 に 欠 か す こ と の で き な い 森 林  
の 公 益 的 な 機 能 を 維 持 、 増 進 し て い く た め 、 平 成 18 年 ４ 月 か ら 「 琵 琶 湖 森 林 づ く り 県  
民 税 」 を 導 入 し ま し た 。 （ 63 ペ ー ジ の 琵 琶 湖 森 林 づ く り 県 民 税 を ご 覧 く だ さ い 。 ）  

※  住 所 地 の 市 町 以 外 に 事 務 所 な ど が あ る 人 は 、 住 所 地 の 市 町 の ほ か に 、 事 務 所 な ど が あ る

市 町 で も 均 等 割 が 課 税 さ れ ま す 。 （ ８ ペ ー ジ の 納 税 義 務 者 の 表 を ご 覧 く だ さ い 。 ）  

★  令 和 ６ 年 度 か ら 国 内 に 住 所 の あ る 個 人 に 対 し て 森 林 環 境 税（ 国 税 ）が 課 税 さ れ 、県 民 税 お

よ び 市 町 民 税 と 併 せ て １ 人 年 額 １ ,０ ０ ０ 円 が 徴 収 さ れ ま す 。  

 

○  所 得 割  

 ●  所 得 割 の 計 算 方 法  

   所 得 割 の 税 額 は 、 一 般 に は 次 の よ う な 方 法 で 計 算 さ れ ま す 。   

（ 前 年 の 所 得 金 額 － 所 得 控 除 額 ） ×税 率  －  税 額 控 除  ＝  所 得 割 額  

     課 税 所 得 金 額  

    退 職 所 得 、山 林 所 得 、土 地 建 物 の 譲 渡 所 得 な ど に つ い て は 、特 別 の 税 額 計 算 が 行 わ

れ ま す 。 （ 退 職 所 得 に つ い て は 、 19 ペ ー ジ を ご 覧 く だ さ い 。 ）  
 

○  税 率  

県 民 税  （ 一 律 ）  ４ ％  市 町 民 税  （ 一 律 ）  ６ ％  

    国 か ら 地 方 へ の 税 源 移 譲 が あ り 、平 成 19 年 度 分 か ら 個 人 住 民 税 の 所 得 割 の 税 率 が 、

５ ％ ・ １ ０ ％ ・ １ ３ ％ （ 県 民 税 ２ ％ ・ ２ ％ ・ ３ ％ ） の 累 進 課 税 方 式 か ら 、 一 律 １ ０ ％

（ 県 民 税 ４ ％ ） と な り ま し た 。  

 

○   所 得 金 額 と は  

所 得 割 の 税 額 計 算 の 基 礎 と な る も の で す 。 所 得 の 種 類 は 次 の 10 種 類 で 、 そ の 金 額

は 、 一 般 に 収 入 金 額 か ら 必 要 経 費 を 差 し 引 く こ と に よ っ て 算 定 さ れ ま す 。 住 民 税 は 前

年 中 の 所 得 を 基 準 と し て 計 算 さ れ ま す の で 、 例 え ば 令 和 ６ 年 度 の 住 民 税 で は 、 令 和 ５

年 中 の 所 得 金 額 が 基 準 と な り ま す 。  

な お 、 給 与 所 得 の 場 合 に は 、 必 要 経 費 に 相 当 す る も の と し て 給 与 所 得 控 除 が あ り ま

す 。  
 

所  得  の  種  類  所 得 金 額 の 計 算 方 法  

１  利 子 所 得  
公 債 、社 債 、預 貯 金 な ど の 利 子 の

所 得  
収 入 金 額  

２  配 当 所 得  株 式 や 出 資 の 配 当 な ど の 所 得  
収 入 金 額 － 株 式 な ど の 元 本 取 得 の た め

に 要 し た 負 債 の 利 子  

３  不 動 産 所 得  
土 地 、 建 物 な ど の 貸 付 に よ る 所

得  
収 入 金 額 － 必 要 経 費  

４  事 業 所 得  事 業 か ら 生 じ る 所 得  収 入 金 額 － 必 要 経 費  

５  給 与 所 得  給 料 、賃 金 、ボ ー ナ ス な ど の 所 得  収 入 金 額 － 給 与 所 得 控 除 額 （ 表 １ 参 照 ） 

６  退 職 所 得  退 職 手 当 、 一 時 恩 給 な ど の 所 得  （ 収 入 金 額 － 退 職 所 得 控 除 額 ） ×１ /２  

７  山 林 所 得  
山 林 の 立 木 な ど を 譲 渡 し た と き

の 所 得  
収 入 金 額 － 必 要 経 費 － 特 別 控 除 額  

８  譲 渡 所 得  土 地 な ど の 資 産 を 売 っ た 場 合 に 収 入 金 額 － 資 産 の 取 得 価 額 な ど の 経 費
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（ 長 期 ・ 短 期 ） 生 じ る 所 得  － 特 別 控 除 額  

９  一 時 所 得  ｸｲｽﾞの 賞 金 な ど の 一 時 的 な 所 得  収 入 金 額 － 必 要 経 費 － 特 別 控 除 額  

10 雑 所 得   
公 的 年 金 や 他 の 所 得 に 当 て は ま

ら な い 所 得  

次 の ① と ② の 合 計 額  

① 公 的 年 金 等 の 収 入 金 額 － 公 的 年 金 等

控 除 額 （ 表 ２ 参 照 ）  

② ① を 除 く 雑 所 得 の 収 入 金 額 － 必 要 経

費  

（ 注 ）・ 所 得 金 額 の 計 算 上 、長 期 譲 渡 所 得 お よ び 一 時 所 得 に つ い て は 、そ の 金 額 の ２ 分 の １ が 対

象 に な り ま す 。  

   ・一 定 の 上 場 株 式 等 の 配 当 等 に つ い て 、県 民 税 配 当 割 が 特 別 徴 収 の 方 法 に よ り 課 税 さ れ ま

す 。  

 

（ 表 １ ） 給 与 所 得 控 除 額  

給 与 等 の 収 入 金 額  給 与 所 得 控 除 額  

      ～ 1,800,000 円  

収 入 金 額 ×40％ － 100,000円  

550,000 円 に 満 た な い 場 合 は 、

550,000円  

1,800,001円 ～ 3,600,000円  収 入 金 額 ×30％ ＋ 80,000円  

3,600,001円 ～ 6,600,000円  収 入 金 額 ×20％ ＋ 440,000円  

6,600,001円 ～ 8,500,000円  収 入 金 額 ×10％ ＋ 1,100,000円  

8,500,001円 ～  1,950,000円 （ 上 限 ）  

 

      

（ 表 ２ ） 公 的 年 金 等 控 除 額  

公 的 年 金 等 の 収 入 金 額  公 的 年 金 等 控 除 額  

65歳 未 満 の 者 で 130万 円 以 下  600,000円  

65歳 以 上 の 者 で 330万 円 以 下  1,100,000円  

65歳 未 満 の 者  

1,300,001円～4,100,000円 公 的 年 金 収 入 の 合 計 額 ×25％  

＋ 275,000円  65歳 以 上 の 者  

3,300,001円～4,100,000円 

共 通  

4,100,001円 ～ 7,700,000円  

公 的 年 金 収 入 の 合 計 額 ×15％  

＋ 685,000円  

共 通  

7,700,001円 ～ 10,000,000円  

公 的 年 金 収 入 の 合 計 額 ×5％  

＋ 1,455,000円  

共 通 10,000,001円 ～  1,955,000円  

（ 注 ）・ 公 的 年 金 等 と は 、国 民 年 金 、厚 生 年 金 、共 済 年 金 、恩 給 、適 格 退 職 年 金 、確 定 拠 出 年

金 等 を い い ま す 。  

・ 年 齢 は 、 前 年 の 12 月 31 日 現 在 の 年 齢 に よ り ま す 。  

・ 公 的 年 金 等 に 係 る 雑 所 得 以 外 の 所 得 に 係 る 合 計 所 得 金 額 が 1,000 万 円 超 の 場 合 、  

 以 下 の と お り 公 的 年 金 等 控 除 額 が 引 き 下 げ ら れ ま す 。  

 ① 他 の 所 得 が 1,000 万 円 超 2,000 万 円 以 下 の 場 合 ： 10 万 円  

 ② 他 の 所 得 が 2,000 万 円 超 の 場 合 ： 20 万 円  
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○   所 得 控 除 と は  

  所 得 控 除 は 、 納 税 者 に 配 偶 者 や 扶 養 親 族 が あ る か ど う か 、 病 気 や 災 害 な ど に よ る 出

費 が あ る か ど う か な ど の 個 人 的 な 事 情 を 考 慮 し て 、 そ の 納 税 者 の 実 情 に 応 じ た 税 負 担

を 求 め る た め に 所 得 金 額 か ら 差 し 引 く こ と に な っ て い る も の で す 。  

 

種   類  控   除   額  備  考  

1 雑 損 控 除  

次 の い ず れ か 多 い 金 額  

① （ 損 失 の 金 額 － 保 険 等 に よ り 補 て ん さ れ た 金 額 ） －

（ 総 所 得 金 額 等 ×1/10）  

② 災 害 関 連 支 出 の 金 額 － ５ 万 円  

 

2 医 療 費 控 除  

（ 支 払 っ た 医 療 費 － 保 険 等 に よ り 補 て ん さ れ た 額 ） －

｛ （ 総 所 得 金 額 等 ×5/100） ま た は 10 万 円 の い ず れ

か 少 な い 金 額 ｝           

（ 限 度 額 200 万 円 ）  

 

※ ス イ ッ チ Ｏ Ｔ Ｃ 薬 控 除 （ 医 療 費 控 除 の 特 例 ） を 選 択

す る 場 合  

（ 特 定 一 般 用 医 薬 品 等 購 入 費 ） － １ 万 ２ 千 円  

（ 限 度 額 ８ 万 ８ 千 円 ）  

「 保 険 等 に よ り

補 て ん さ れ た 額 」

に は 、健 康 保 険 ・

共 済 組 合 等 か ら

の 給 付 金 や 自 賠

責 保 険 ・ 損 害 保

険・生 命 保 険 契 約

に 基 づ き 補 て ん

さ れ た 額 な ど が

あ り ま す 。  

3 社 会 保 険 料 控 除  支 払 っ た 額   

4 小 規 模 企 業 共 済  

等 掛 金 控 除  
支 払 っ た 額  

 

 

5 生 命 保 険 料 控 除  

次 の Ａ ～ Ｃ の 合 計 額 （ 上 限 ７ 0,000円 ）  

Ａ ： 一 般 生 命 保 険 料 控 除  …  下 記 (1)～ (3)の い ず れ か

に よ り 計 算 し た 額 （ 選 択 制 ）  

Ｂ ： 個 人 年 金 保 険 料 控 除  …  下 記 (1)～ (3)の い ず れ か

に よ り 計 算 し た 額 （ 選 択 制 ）  

Ｃ ： 介 護 医 療 保 険 料 控 除  …  下 記 (1)に よ り 計 算 し た

額  

 

(1） 新 契 約 （ 平 成 24年 1月 1日 以 後 に 締 結 し た 保 険 契

約 等 ） に 係 る 控 除 額  

支 払 っ た 金 額  控  除  額  

12,000円 以 下  支 払 金 額  

12,000円 超  
32,000円 以 下  

支 払 金 額 ×1/2＋ 6,000円  

32,000円 超  
56,000円 以 下  

支 払 金 額 ×1/4＋ 14,000

円  

56,000円 超  一 律 28,000円  

 

 

 

 

 

 

 

支 払 っ た 保 険 料

＝ 保 険 料 の 金 額

－ 剰 余 金 等  
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(2 ) 旧 契 約 ( 平 成 23 年 12 月 31 日 以 前 に 締 結 し た 保 険

契 約 等 )に 係 る 控 除 額  

支 払 っ た 金 額  控  除  額  

15,000円 以 下  支 払 金 額  

15,000円 超  
40,000円 以 下  

支 払 金 額 ×1/2＋ 7,500円  

40,000円 超  
70,000円 以 下  

支 払 金 額 ×1/4＋ 17,500

円  

70,000円 超  一 律 35,000円  

 

(3）新 契 約 と 旧 契 約 の 両 方 に つ い て 保 険 料 控 除 の 適 用

を 受 け る 場 合 の 控 除 額  

(1)に 基 づ き 算 定 し た 新 契 約 に 係 る 控 除 額 と (2)に 基

づ き 算 定 し た 旧 契 約 に 係 る 控 除 額 の 合 計 額 （ 上 限

28,000円 ）  

6 地 震 保 険 料 控 除  

 

① 支 払 保 険 料 の す べ て が 地 震 保 険 契 約 等 に 係 る も の

で あ る 場 合  

 ・  支 払 っ た 保 険 料 の 金 額 ×１ ／ ２  

（ 上 限 25,000 円 ）  

② 支 払 損 害 保 険 料 の す べ て が 長 期 損 害 保 険 契 約 等 に

係 る も の で あ る 場 合  

 支 払 っ た 保 険 料 が  

 ア  5 ,000 円 以 下 の 場 合 … 支 払 っ た 保 険 料 の 全 額  

 イ  5 ,000 円 を 超 え 15,000 円 以 下 の 場 合 … … …  

（ 支 払 っ た 保 険 料 の 金 額 の 合 計 額 ）×１ /２ +2,500 円  

ウ  15 ,000 円 を 超 え る 場 合 … … … 10,000 円  

③ 支 払 保 険 料 の う ち に 、 地 震 保 険 契 約 等 に 係 る も の と

長 期 損 害 保 険 契 約 等 に 係 る も の と が あ る 場 合  

・  ① お よ び ② に 準 じ て 計 算 し た 金 額 の 合 計 額  

（ 上 限 25,000 円 ）  

［ 計 算 例 ］   

地 震 保 険 料 40,000 円  長 期 損 害 保 険 料 10,000 円  

（ 地 震 保 険 料 ）    （ 長 期 損 害 保 険 料 ）  

40,000 円 ×1/2 ＋  10,000 円 ×1/2＋ 2,500 円

＝ 27,500 円  

→  25 ,000 円  … … …  地 震 保 険 料 控 除 額  

「 長 期 損 害 保 険

契 約 等 」と は 、保

険 期 間 や 共 済 期

間 が 10 年 以 上

で 、満 期 返 戻 金 な

ど が あ る も の を

い い 、平 成 18 年

度 末 ま で に 締 結

し た 契 約 に つ い

て 、改 正 前 の 規 定

が 適 用 さ れ ま す 。 

7 障 害 者 控 除  

障 害 者 で あ る 納 税 義 務 者 、 控 除 対 象 配 偶 者 お よ び 扶 養

親 族 １ 人 に つ き … … … 26 万 円  

（ 特 別 障 害 者 は 30 万 円 、同 居 特 別 障 害 者 は 53 万 円 ） 

 

8 ひ と り 親 控 除  30 万 円   

9 寡 婦 控 除  26 万 円   
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10 勤 労 学 生 控 除  26 万 円  

合 計 所 得 金 額 が

75 万 円 以 下 で 、

か つ 、給 与 所 得 等

以 外 の 所 得 金 額

が 10 万 円 以 下

の 学 生・生 徒 に の

み 適 用 さ れ ま す 。 

11  配 偶 者 控 除  

納 税 義 務 者 に 控 除 対 象 配 偶 者 が あ る 場 合 に 適 用 さ れ

ま す 。  

控 除 対 象 配 偶 者 → 同 一 生 計 配 偶 者 の う ち 、 前 年 の 合 計

所 得 金 額 が 1 ,000 万 円 以 下 で あ る 納 税 義 務 者 の 配 偶 者  
※ 同 一 生 計 配 偶 者 → 納 税 義 務 者 と 生 計 を 一 に す る 配

偶 者 で 、 前 年 の 所 得 が な い 人 、 ま た は 前 年 の 所 得 が ４

８ 万 円 以 下 の 人  

● 納 税 義 務 者 の 前 年 合 計 所 得 に よ る 控 除 金 額  

 控 除 対 象 配 偶 者 が 老 人（ 70 歳 以 上 ）の 場 合 、控 除 金

額 は （ ） 内 の 金 額 と な り ま す 。  

合 計 所 得 金 額  控 除 金 額  

900 万 円 以 下  33 万 円（ 38 万 円 ） 

900 万 円 超 950 万 円 以 下  22 万 円（ 26 万 円 ） 

950 万 円 超 1000 万 円 以 下  11 万 円（ 13 万 円 ） 

  

 

12配偶者特別控除  

● 合 計 所 得 金 額 に 応 じ た 控 除 額  

 納 税 義 務 者 の 合 計 所 得 金 額  

900 万円以下 900 万円超  

950 万円以下 

950 万円超  

1000 万円以下 

配

偶

者

の

合

計

所

得

金

額 

4 8 万 円 以 下  0 万 円  0 万 円  0 万 円  

4 8 万 円 超  

1 0 0 万 円 以 下  

33 万 円  22 万 円  11 万 円  

1 0 0 万 円 超  

1 0 5 万 円 以 下  

31 万 円  21 万 円  11 万 円  

1 0 5 万 円 超  

1 1 0 万 円 以 下  

26 万 円  18 万 円  9 万 円  

1 1 0 万 円 超  

1 1 5 万 円 以 下  

21 万 円  14 万 円  7 万 円  

1 1 5 万 円 超  

1 2 0 万 円 以 下  

16 万 円  11 万 円  6 万 円  

1 2 0 万 円 超  

1 2 5 万 円 以 下  

11 万 円  8 万 円  4 万 円  

1 2 5 万 円 超  

1 3 0 万 円 以 下  

6 万 円  4 万 円  2 万 円  

1 3 0 万 円 超  

1 3 3 万 円 以 下  

3 万 円  2 万 円  1 万 円  

1 3 3 万 円 超  0 万 円  0 万 円  0 万 円  

前 年 の 合 計 所 得 金 額 が １ ， ０ ０ ０ 万 円 以 下 の 納 税 義 務
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者 に 合 計 所 得 金 額 １ ３ ３ 万 円 以 下 の 控 除 対 象 配 偶 者

以 外 の 配 偶 者 が い る 場 合 、 そ の 人 の 総 所 得 金 額 か ら 上

記 の 区 分 に 応 じ た 金 額 を 控 除 し ま す 。  

13 扶 養 控 除  

控 除 対 象 扶 養 親 族 （ 16 歳 以 上 の 扶 養 親 族 ） 一 人 に つ

き 、 次 に 掲 げ る 金 額  

● 一 般 の 控 除 対 象 扶 養 親 族  … … 33 万 円  

● 特 定 扶 養 親 族 （ 控 除 対 象 扶 養 親 族 の う ち  

 19 歳 以 上 23 歳 未 満 の 人 ）  … … 45 万 円  

● 老 人 扶 養 親 族 （ 控 除 対 象 扶 養 親 族 の う ち  

 70 歳 以 上 の 人 ）  … … 38 万 円  

● 同 居 老 親 等 （ 老 人 扶 養 親 族 の う ち 、 自 己 ま た は 配 偶

者 の 直 系 尊 属 で 同 居 し て い る 人 ） … … 45 万 円  

 

14 基 礎 控 除  43 万 円 （ 所 得 制 限 あ り ）   

 

○  税 額 控 除 と は  

税 額 を 算 出 し た 後 で そ の 税 額 か ら 差 し 引 く 額 の こ と で 、 住 民 税 に は 次 の ５ つ が あ り

ま す 。  

(1) 調 整 控 除  

平 成 19 年 か ら 実 施 さ れ た 所 得 税 か ら 住 民 税 へ の 税 源 移 譲 に よ り 創 設 さ れ た も の で

す 。  

住 民 税 と 所 得 税 で は 、 基 礎 控 除 や 扶 養 控 除 な ど の 人 的 控 除 額 に 差 が あ る た め 、 住 民

税 の 税 率 を ５ ％ か ら 10％ に 引 き 上 げ た 場 合 、 所 得 税 の 税 率 を 引 き 下 げ た だ け で は 、

税 負 担 が 増 え て し ま う こ と に な り ま す 。  

そ の た め 、 個 々 の 納 税 者 の 人 的 控 除 の 適 用 状 況 に 応 じ て 住 民 税 を 減 額 （ 調 整 控 除 ）

す る こ と に よ り 、 納 税 者 の 税 負 担 が 変 わ ら な い よ う に し て い ま す 。  

 

［ 控 除 額 ］  

ア  住 民 税 の 合 計 課 税 所 得 金 額 （ 所 得 控 除 後 の 課 税 総 所 得 金 額 、 課 税 山 林 所 得 金 額 お

よ び 課 税 退 職 所 得 金 額 の 合 計 額 ） が ２ ０ ０ 万 円 以 下 の 場 合  

   次 の ａ 、 ｂ の い ず れ か 少 な い 金 額 の ５ ％ （ 県 民 税 ２ ％ 、 市 町 民 税 ３ ％ ）  

    ａ  人 的 控 除 額 の 差 の 合 計 額  

    ｂ  合 計 課 税 所 得 金 額  

 イ  住 民 税 の 合 計 課 税 所 得 金 額 が ２ ０ ０ 万 円 を 超 え る 場 合  

   ａ か ら ｂ を 控 除 し た 金 額 （ ５ 万 円 未 満 の 場 合 は 、 ５ 万 円 ） の ５ ％  （ 県 民 税 ２ ％ 、

市 町 民 税 ３ ％ ）  

    ａ  人 的 控 除 額 の 差 の 合 計 額  

    ｂ  合 計 課 税 所 得 金 額 か ら ２ ０ ０ 万 円 を 控 除 し た 額  

 

(2) 配 当 控 除  

  株 式 の 配 当 な ど の 配 当 所 得 が あ る と き は 、 そ の 金 額 に 下 記 の 率 を 乗 じ た 金 額 が 税 額

か ら 差 し 引 か れ ま す 。                   

ア  １ 千 万 円 以 下 の 部 分 の 金 額 の 利 益 の 配 当 等 に 係 る 配 当 所 得 に つ い て は 、  

     県 民 税 １ ． ２ ％  市 町 民 税 １ ． ６ ％  

イ  １ 千 万 円 を 超 え る 部 分 の 金 額 の 利 益 の 配 当 等 に 係 る 配 当 所 得 に つ い て は 、  

    県 民 税 ０ ． ６ ％  市 町 民 税 ０ ． ８ ％  

 な お 、 証 券 投 資 信 託 等 の 収 益 の 分 配 に 係 る 配 当 所 得 に つ い て は 、 別 に 控 除 率 が 定 め

ら れ て い ま す 。  
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(3) 住 宅 借 入 金 等 特 別 税 額 控 除 （ 住 宅 ロ ー ン 控 除 ）  

前 年 分 の 所 得 税 に お い て 住 宅 ロ ー ン 控 除 の 適 用 が あ る 方 で 、 所 得 税 に お け る 住 宅 ロ

ー ン 控 除 額 が 所 得 税 額 よ り 大 き く 、 所 得 税 か ら 控 除 し き れ な い 額 が 生 じ る 場 合 に は 、

そ の 額 を 翌 年 度 の 住 民 税 か ら 控 除 （ 減 額 ） す る こ と が で き ま す 。  

［ 対  象 ］  

平 成 11 年 か ら 平 成 18 年 ま で 、 ま た は 平 成 21 年 か ら 令 和 ７ 年 １ ２ 月 ま で の 入 居

者  

［ 適 用 期 間 ］  

平 成 22 年 度 分 か ら 令 和 ２ ０ 年 度 分 ま で の 個 人 住 民 税 に つ い て 適 用 さ れ ま す 。  

（ 入 居 し た 年 の 翌 年 度 か ら 最 大 1３ 年 間 適 用 さ れ ま す 。 ）  

［ 控  除  額 ］  

次 の ａ 、 ｂ の い ず れ か 少 な い 方 の 金 額  

ａ  所 得 税 の 住 宅 ロ ー ン 控 除 額 の う ち 、 所 得 税 に お い て 控 除 し き れ な か っ た 額  

ｂ  所 得 税 の 課 税 総 所 得 金 額 等 の 額 に ５ ％ を 乗 じ た 額 （ 97,500 円 が 限 度 ） ※  

※  住 宅 の 入 居 時 期 が 平 成 26 年 ４ 月 か ら 令 和 ３ 年 12 月 ま で の 間 で あ っ て 、 消 費

税 率 が ８ ％ ま た は 10％ で あ る 場 合 は 、 課 税 総 所 得 金 額 等 の 額 に 7％ を 乗 じ た 額

（ 136,500 円 が 限 度 ）  

［ 手  続 ］  

市 町 へ の 申 告 は 、 不 要 で す 。  

※  こ の 控 除 の 適 用 を 受 け る た め に は 、確 定 申 告 や 年 末 調 整 に よ り 所 得 税 の 住 宅 ロ

ー ン 控 除 を 受 け る 必 要 が あ り ま す 。  

 

 

〈 従 前 の 税 源 移 譲 に 伴 う 住 民 税 か ら の 住 宅 ロ ー ン 控 除 に つ い て 〉  

平 成 11 年 か ら 平 成 18 年 ま で に 入 居 し た 人 に つ い て は 、 山 林 所 得 や 退 職 所 得 を 有

す る こ と 等 に よ り 、 平 成 21 年 度 の 税 制 改 正 で 創 設 さ れ た 上 記 の 住 宅 ロ ー ン 控 除 に よ

る 控 除 額 が 、 従 前 の 税 源 移 譲 に 伴 う 住 宅 ロ ー ン 控 除 に よ る 控 除 額 よ り 小 さ く な る 場 合

が あ る た め 、 市 町 へ 申 告 す る こ と に よ り 従 前 の 税 源 移 譲 に 伴 う 住 宅 ロ ー ン 控 除 の 適 用

を 受 け る こ と が で き ま す 。  

 

(4) 寄 附 金 税 額 控 除  

  地 方 公 共 団 体 や 一 定 の 団 体 等 に 寄 附 し た 金 額 が あ る 場 合 は 、 そ の 寄 附 金 額 の 一 定 額

が 税 額 か ら 差 し 引 か れ ま す 。 控 除 対 象 と な る の は ① か ら ④ の 寄 附 金 で す 。  

①  都 道 府 県 、 市 区 町 村 に 対 す る 寄 附 金 （ 国 へ の 寄 附 金 は 対 象 外 ）  

  → い わ ゆ る 「 ふ る さ と 納 税 」 と 言 わ れ る も の で す 。  

②  住 所 地 の 都 道 府 県 共 同 募 金 会 お よ び 日 本 赤 十 字 社 支 部 へ の 寄 附 金  

  (注 )総 務 大 臣 の 承 認 を 受 け た も の ま た は 総 務 大 臣 が 定 め た も の  

③  所 得 税 の 寄 附 金 控 除 の 対 象 と な っ て い る 寄 附 金 の う ち 、 都 道 府 県 や 市 区 町 村 が 条

例 で 指 定 す る 寄 附 金  

  (注 )指 定 さ れ る 寄 附 金 は 、 都 道 府 県 や 市 区 町 村 に よ っ て 異 な り ま す 。  

  滋 賀 県 に お け る 条 例 指 定 寄 附 金   

 滋 賀 県 で は 、 県 民 税 の 控 除 対 象 と な る 寄 附 金 と し て 、 所 得 税 の 控 除 対 象 寄 附 金 の

う ち 、 県 内 に 事 務 所 等 を 有 す る 公 益 社 団 法 人 、 公 益 財 団 法 人 、 学 校 法 人 、 社 会 福 祉

法 人 、 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 な ど へ の 寄 附 金 を 指 定 し て い ま す 。  

 市 町 民 税 に つ い て は 、 各 市 町 の 条 例 に よ り ま す 。  

④  認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 以 外 の Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 の う ち 、 都 道 府 県 や 市 区 町 村 が 条 例 で 指 定 す る

寄 附 金  
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  (注 １ )指 定 さ れ る 寄 附 金 は 、 都 道 府 県 や 市 区 町 村 に よ っ て 異 な り ま す 。  

  (注 ２ )所 得 税 の 寄 附 金 控 除 の 対 象 に は な り ま せ ん 。  
 

［ 控  除  額 ］  

１  基 本 控 除 額  

 （ 寄 附 金 の 合 計 額 ※ 1  －  ２ 千 円 ） ×４ ％ ～ １ ０ ％ ※ 2  

  ※ 1 総 所 得 金 額 等 の ３ ０ ％ が 上 限 と な り ま す 。  

   ※ 2 上 記 ③ 、④ の 寄 附 金 に つ い て は 、都 道 府 県 の み 指 定 し た 場 合 は ４ ％ 、市 区 町 村 の み

指 定 し た 場 合 は ６ ％ 、 両 方 が 指 定 し た 場 合 は １ ０ ％ と な り ま す 。  

（ 上 記 ① 、 ② の 寄 附 金 は １ ０ ％ で す 。 ）  

２  特 例 控 除 額  

     都 道 府 県 、市 区 町 村 に 令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 以 降 に 寄 附（「 ふ る さ と 納 税 」）を し た 場

合 は 、令 和 ６ 年 度 の 住 民 税 か ら 、基 本 控 除 額 に 、住 民 税 所 得 割 額 の ２ 割 を 限 度 と し て 、

次 の 方 式 で 計 算 し た 額 が さ ら に 控 除 さ れ ま す 。  

   こ れ に よ り 、寄 附 金 額 の ２ 千 円 を 超 え る 部 分 に つ い て は 、所 得 税 分（ 所 得 控 除 ）と

あ わ せ て 、 全 額 控 除 さ れ る 仕 組 み に な っ て い ま す 。  

   （ 対 象 寄 附 金 額 の 合 計 額  －  ２ 千 円 ） ×（ ９ ０ ％  －  ０ ～ 45％ ※ ３ ）  

                      → 寄 附 者 に 適 用 さ れ る 所 得 税 の 限 界 税 率  

※ 3 平 成 26 年 度 か ら 令 和 20 年 度 ま で の 間 は 、 所 得 税 の 限 界 税 率 に 1.021 を 乗 じ  

た 率 と な り ま す 。  

３  申 告 特 例 控 除 額  
   給 与 所 得 者 等 で 、 確 定 申 告 の 必 要 の な い 者 が 、「 ふ る さ と 納 税 ワ ン ス ト ッ プ 特 例 制

度（ ※ ）」の 適 用 を 受 け た 場 合 は 、所 得 税 控 除 分 相 当 額 の ５ 分 の ２ が 道 府 県 民 税 か ら 、

５ 分 の ３ が 市 町 村 民 税 か ら そ れ ぞ れ 控 除 さ れ ま す 。  
 
※  ふ る さ と 納 税 ワ ン ス ト ッ プ 特 例 制 度  

確 定 申 告 を 行 わ な い 給 与 所 得 者 等 は 、 寄 附 を 行 う 際 、 個 人 住 民 税 課 税 市 区 町 村

に 対 す る 寄 附 の 控 除 申 請 を 寄 付 先 の 都 道 府 県 ま た は 市 区 町 村 が 寄 附 者 に 代 わ っ

て 行 う こ と を 要 請 で き る 制 度 で す 。  
    要 請 を 受 け た 寄 附 先 の 都 道 府 県 ま た は 市 区 町 村 は 、 控 除 に 必 要 な 事 項 を 寄 附 者

の 個 人 住 民 税 課 税 市 区 町 村 に 通 知 し ま す 。  
    な お 、 寄 附 者 が 確 定 申 告 を 行 っ た 場 合 ま た は ５ 団 体 を 超 え る 都 道 府 県 ま た は 市

区 町 村 に 寄 附 を 行 っ た 場 合 は 、 こ の 特 例 は 適 用 さ れ ま せ ん 。  
     

確 定 申 告 を 行 う 場 合  ワ ン ス ト ッ プ 特 例 が 適 用 さ れ る 場 合  

  

① ふ る さ と 納 税  

② 領 収 書  

③

確

定

申

告 

の

 

④ ふ る さ と 納 税  
を し た 年 分 の  
所 得 税 か ら 還 付  

⑤ ふ る さ と 納 税 を し た  
翌 年 度 分 の 住 民 税 が 減 額  

③ 申 告 情 報 の 共 有  

① ふ る さ と 納 税 ＋ 控 除 申 請 の 要 請  

③ ふ る さ と 納 税  
を し た 翌 年 度 分

の  
 

② 納 税 者 情 報 や  
ふ る さ と 納 税 情 報
の 通 知（ 控 除 申 請 の
伝 達 ）  

ふ る さ と 納 税 先 団 体  ふ る さ と 納 税 先 団 体  

住 所 地 市 町 村  

住 所 地 市 町 村  

税 務 署  確 定 申 告 が 不 要 な 給 与 所 得 者 等 が 対 象  
５ 団 体 以 内 の ふ る さ と 納 税 の 場 合  

ふ る さ と 納 税 者  ふ る さ と 納 税 者  
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【 控 除 額 の 計 算 イ メ ー ジ （ 都 道 府 県 、 市 区 町 村 に 寄 附 を 行 っ た 場 合 ）】  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※   平 成 26 年 度 か ら 令 和 20 年 度 ま で の 間 、復 興 特 別 所 得 税 と し て 所 得 税 の 限 界 税 率 に 2.1%

を 乗 じ た 率 と な り ま す 。  

 

 

(5)  外 国 税 額 控 除  

  外 国 で 得 た 所 得 に つ い て 、 そ の 国 の 所 得 税 な ど を 納 め て い る と き は 、 一 定 の 方 法 に

よ り 、 そ の 外 国 税 額 が 税 額 か ら 差 し 引 か れ ま す 。  

 

○   配 当 割 額 ま た は 株 式 等 譲 渡 所 得 割 額 の 控 除  

  納 税 義 務 者 が 配 当 割 額 ま た は 株 式 等 譲 渡 所 得 割 額 を 課 さ れ た と き は 、 申 告 書 を 提 出

す る こ と に よ り そ の 額 が 所 得 割 額 か ら 控 除 さ れ ま す 。  

な お 、 控 除 す る こ と が で き な か っ た 金 額 に つ い て は 、 納 税 者 に 還 付 ま た は 充 当 さ れ

ま す 。  

 

 

３  納 め る 方 法 は  

○   申 告  

個 人 の 住 民 税 は 、 市 町 が 税 額 を 計 算 し 、 こ れ を 納 税 者 に 通 知 し て 納 税 し て い た だ く

仕 組 み に な っ て い ま す が 、 市 町 が 適 正 な 課 税 を 行 う た め に 、 納 税 者 か ら 個 人 住 民 税 の

申 告 書 を 市 町 長 に 提 出 し て い た だ く こ と に な っ て い ま す 。  

 ●   申 告 を し な け れ ば な ら な い 人  

市 町 内 に 住 所 の あ る 人 は 、 原 則 と し て 毎 年 ３ 月 15 日 ま で に 前 年 １ 年 間 の 所 得

に つ い て 申 告 書 を 提 出 し な け れ ば な り ま せ ん 。  

た だ し 、所 得 税 の 確 定 申 告 書 を 提 出 し た 人 や 次 の ① 、② に 該 当 す る 人 は 、申 告 の

①  都 道 府 県 、 市 区 町 村 に 対 す る 寄 附 金 か ら

2,000 円 を 引 き ま す 。  

 ※ 対 象 寄 附 金 額 は 総 所 得 金 額 等 の 30 ％ が

限 度  

 

②  ① で 求 め た 額 に 10％ を 乗 じ ま す 。  

 ･ ･･[住 民 税 の 基 本 控 除 額 ]  

 

③  所 得 税 の 税 額 軽 減 額 (理 論 値 )を 求 め ま す 。 

（ 夫 婦 子 ど も 2 人 の ｻﾗﾘｰ ﾏ ﾝの 場 合 の 所 得 税 の

控 除 率 ）  

 年 収  概 ね 600 万 円 ま で  ······· 5.105%※  

    概 ね 780 万 円 ま で  ······· 10.21%※  

    概 ね 1,200 万 円 ま で  ····· 20.42%※  

    概 ね 1,430 万 円 ま で  ···· 23.483%※  

    概 ね 2,380 万 円 ま で  ···· 33.693%※  

    概 ね 2,380 万 円 超  ······· 40.84%※  

 

④  9 0％ か ら ③ の 計 算 の 際 に 用 い た 所 得 税 の

控 除 率 を 引 き ま す 。  

 

⑤  ① で 求 め た 額 に ④ で 求 め た 率 を 乗 じ ま す 。 

 ･ ･･[住 民 税 の 特 例 控 除 額 ]  

 ※ ⑤ の 額 は 住 民 税 所 得 割 額 の ２ 割 が 限 度  

   住 民 税 の 控 除 額  ＝  ② ＋ ⑤    

 給 与 収 入 ７ ０ ０ 万 円 で 夫 婦 子 ど も

２ 人 の ケ ー ス  
［ 所 得 税 の 限 界 税 率 1 0％  ・ 住 民 税 所 得 割 額  2 9 3 , 5 00 円 ］  

 
寄 附 金  30 ,000 円  

寄 附 控 除 対 象  28 ,000 円  

住 民 税 の 税 額 控 除 2 5 , 142 円  

① 適 用 下 限 額  
（ 寄 附 金 控 除 の

対 象 外 ）  
＝ 2 , 0 0 0 円  

③ 所 得 税 の 所 得 控 除
に よ る 税 額 軽 減  
2 8 , 0 00 円 ×1 0 . 2 1％  
＝ 2 , 8 5 8 円  

［ 住 民 税 の 基 本 控
除 額 ］  
② 2 8 , 0 0 0 円 ×1 0％  

＝ 2 , 8 0 0 円  

［ 住 民 税 の 特 例 控 除 額 ］  
④ 9 0％ ― 1 0 . 2 1％ ＝ 7 9 . 7 9 %  
⑤ 2 8 , 0 0 0 円 ×7 9 . 7 9%＝ 2 2 , 3 42 円  

住 民 税 所 得 割 の ２ 割 は 5 8 , 7 0 0 円
な の で 、 限 度 額 の 範 囲 内  
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必 要 は あ り ま せ ん 。  

  ①  前 年 中 の 所 得 が 給 与 ま た は 公 的 年 金 の み で あ る 人  

  ②  前 年 中 の 所 得 が 市 町 の 条 例 で 定 め る 金 額 以 下 の 人  

※  前 年 中 の 所 得 が 給 与 ま た は 公 的 年 金 の み の 人 は 、給 与 ま た は 公 的 年 金 の 支 払

者 か ら 給 与 支 払 報 告 書 ま た は 公 的 年 金 支 払 報 告 書 が 提 出 さ れ ま す の で 、住 民 税

の 申 告 を す る 必 要 は な い こ と に な っ て い ま す 。 た だ し 、 雑 損 控 除 、 医 療 費 控 除

等 （ 11～ 14 ペ ー ジ を ご 覧 く だ さ い 。 ） を 受 け よ う と す る 人 は 、 そ の た め の 申

告 書 を 提 出 す る 必 要 が あ り ま す 。  

 ●   申 告 書 の 提 出 先  

納 税 者 の １ 月 １ 日 現 在 に お け る 住 所 地 の 市 町 で す 。  

 

○   納 税 方 法  

個 人 の 住 民 税 の 納 税 方 法 に は 、 特 別 徴 収 と 普 通 徴 収 の 二 つ が あ り ま す 。  

 ●   給 与 所 得 者 の 場 合  

年 税 額 を 毎 年 ６ 月 か ら 翌 年 ５ 月 ま で の 12 か 月 に 分 け て 、 勤 務 さ れ て い る 会 社

な ど の 給 与 支 払 者 が 毎 月 の 給 与 の 支 払 い の 際 に そ の 人 の 給 与 か ら 引 き 去 り 、 こ れ

を 翌 月 の 10 日 ま で に 市 町 に 納 入 し て い た だ く こ と に な っ て い ま す 。  

こ れ を 特 別 徴 収 と い い 、給 与 支 払 者 を 特 別 徴 収 義 務 者 と 呼 ん で い ま す 。給 与 明 細

な ど で 一 度 確 認 し て み て 下 さ い 。  

 ●   事 業 所 得 者 等 の 場 合  

市 町 か ら 各 個 人 あ て に 直 接 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、一 般 に ６ 月・８ 月・10

月 ・ 翌 年 １ 月 （ ※ ） の 年 ４ 回 に 分 け て 納 税 し て い た だ く こ と に な っ て い ま す 。  

こ れ を 普 通 徴 収 と い い 、 口 座 振 替 に よ り 納 め る こ と も 可 能 で す 。  

（ ※  納 期 は 市 町 の 条 例 に よ り 定 め ら れ て い る た め 、 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 ）  

 ●   公 的 年 金 等 所 得 者 の 場 合  

     ６ ５ 歳 以 上 の 公 的 年 金 等 所 得 者 に つ い て は 、 一 般 に 公 的 年 金 の 支 給 を す る 年 金

保 険 者（ 日 本 年 金 機 構 等 ）が ４ 月 か ら 翌 年 ２ 月 ま で の 偶 数 月 に 支 払 わ れ る 公 的 年 金

か ら 引 き 去 り（ 特 別 徴 収 ）し 、こ れ を 翌 月 １ ０ 日 ま で に 市 町 に 納 入 し て い た だ く こ

と に な り ま す 。  

     た だ し 、公 的 年 金 か ら の 引 き 去 り が 始 ま る 最 初 の 年 度 は 、年 税 額 の 半 分 を 一 般 に

６ 月 、８ 月 の ２ 回 に 分 け て 市 町 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、残 り の 半 分 を １

０ 月 、１ ２ 月 、翌 年 ２ 月 に 支 払 わ れ る 公 的 年 金 か ら の 引 き 去 り に よ り 、そ れ ぞ れ 納

め て い た だ く こ と に な り ま す 。  

 ●   年 の 中 途 で 退 職 し た 場 合 の 徴 収  

毎 月 の 給 与 か ら 住 民 税 を 特 別 徴 収 さ れ て い た 納 税 者 が 退 職 に よ り 給 与 の 支 払 い

を 受 け な く な っ た 場 合 に は 、 そ の 翌 月 以 降 に 特 別 徴 収 を す る こ と が で き な く な っ

た 残 り の 住 民 税 の 額 は 、次 の よ う な 場 合 の 他 は 、普 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 し ま

す 。  

  ①  そ の 納 税 者 が 新 し い 会 社 に 再 就 職 し 、 引 き 続 き 特 別 徴 収 さ れ る こ と を 申 し 出

た 場 合  

  ②  ６ 月 １ 日 か ら 12 月 31 日 ま で の 間 に 退 職 し た 人 で 、 残 税 額 を 支 給 さ れ る 退

職 手 当 な ど か ら ま と め て 特 別 徴 収 さ れ る こ と を 申 し 出 た 場 合  

  ③  翌 年 １ 月 １ 日 か ら ４ 月 30 日 ま で の 間 に 退 職 し た 人 で 、 ① に 該 当 し な い 人 の

場 合  

（ こ の 場 合 は 、本 人 の 申 出 が な く て も 給 与 ま た は 退 職 金 か ら 、残 税 額 が 徴 収 さ れ

ま す 。 ）  
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４  退 職 所 得 の 特 例  

 住 民 税 の 所 得 割 は 、 前 年 中 の 所 得 に つ い て 市 町 が 税 額 を 計 算 し ま す が 、 退 職 所 得 に つ

い て は 、 退 職 手 当 な ど の 支 払 者 が 、 退 職 者 に 退 職 手 当 な ど を 支 払 う 際 に 、 他 の 所 得 と 分

離 し て 退 職 所 得 に 対 す る 税 額 を 計 算 し 、 支 払 額 か ら そ の 税 金 を 引 き 去 り し て 、 こ れ を 市

町 に 納 入 す る こ と に な っ て い ま す 。  
 

○  税 額 の 算 出 方 法  

（ 収 入 金 額 － 退 職 所 得 控 除 額 ） × １ ／ ２（ ※ 1） × 住 民 税 の 税 率  ＝ 税 額  
 

※ 1 役 員 等 （ 役 員 等 と し て の 勤 続 年 数 が 5 年 以 下 の 人 に 限 る ） の 場 合 は 、 退 職 所 得

控 除 額 を 控 除 し た 残 額 の ２ 分 の １ と す る 措 置 は 適 用 さ れ ま せ ん 。  

    役 員 等 と は 、 法 人 税 法 第 2 条 第 15 号 に 規 定 す る 役 員 、 国 会 議 員 お よ び 地 方 議

会 議 員 、 国 家 公 務 員 お よ び 地 方 公 務 員 の こ と を い い ま す 。  
 

○  退 職 所 得 控 除 額  

勤 続 年 数  控    除    額  

20 年 以 下 の 場 合  40 万 円 ×勤 続 年 数 （ 80 万 円 に 満 た な い と き は 80 万

円 ）  

20 年 を 超 え る 場 合  70 万 円 ×（ 勤 続 年 数 － 20 年 ） ＋ 800 万 円  

（ 注 ） １  障 害 者 に な っ た こ と に 直 接 基 因 し て 退 職 し た 場 合 に は 、 上 記 の 表 で 算 出 し た

控 除 額 に 100 万 円 を 加 算 し た 金 額 が 控 除 さ れ ま す 。  

２  退 職 所 得 の 金 額（ 収 入 金 額 か ら 退 職 所 得 控 除 額 を 差 し 引 い た 後 の 金 額 に ２ 分

の １ を 乗 じ て 得 た 額 ） に 、 1,000 円 未 満 の 端 数 が あ る 場 合 は 、 1,000 円 未 満

の 金 額 を 切 り 捨 て ま す 。   

   ３  税 額（ 県 民 税 額 、市 町 民 税 額 ）に 100 円 未 満 の 端 数 が あ る 場 合 は 、そ れ ぞ れ

100 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て ま す 。   

 

○  税 率  

県 民 税  （ 一 律 ）  ４ ％  市 町 民 税  （ 一 律 ）  ６ ％  

 

［ 計 算 例 ］  
勤 続 年 数 30 年 で 退 職 し 、20,306,632 円 の 退 職 手 当 等 を 受 け た 場 合 の 分 離 課 税 に

係 る 所 得 割 額 の 算 出 に つ い て  

１  退 職 所 得 控 除 額 の 計 算  

  8 ,000,000 円  ＋  700,000 円  × （ 30 年 － 20 年 ）  ＝  15,000,000 円  

 

２  退 職 所 得 の 金 額  

(1) ２ 分 の １ を 乗 じ る 前 の 金 額  

 20,306,632 円  －  15,000,000 円  ＝  5,306,632 円  

(2)  ２ 分 の １ を 乗 じ た 後 の 金 額  

   5 ,306,632 円  × １ ／ ２  ＝  2,653,316 円  

              →  2 ,653,000 円 （ 1,000 円 未 満 の 端 数 は 切 捨 て ）  

３  退 職 所 得 に 係 る 所 得 割 額  

              （ 課 税 退 職 所 得 金 額 ）   （ 税 率 ）  

【 県 民 税 】    2 ,653,000 円   ×  ４ ％  ＝  106,120 円  

→  106,100 円 （ 100 円 未 満 の 端 数 は 切 捨 て ） 

【 市 町 民 税 】   2 ,653,000 円   ×  ６ ％  ＝  159,180 円  

→  159,100 円 （ 100 円 未 満 の 端 数 は 切 捨 て ） 
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知 識 － チ ェ ッ ク ・ ポ イ ン ト ！   

わ が 家 の 住 民 税 は い く ら ？  

 

 

 

答 え：住 民 税 の 課 さ れ る 基 準 日 は 、1 月 1 日 現 在 お 住 ま い に な っ て い た 市 町 と な り ま す 。

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 で は あ な た の 住 所 は Ａ 町 に あ っ た の で す か ら 、 そ の 後 Ｂ 市

に 引 っ 越 し た と し て も 、 令 和 ６ 年 度 分 の 住 民 税 は Ａ 町 に 納 め る こ と に な り ま す 。                                     

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 え  

均 等 割  県 民 税  1,000 円 ＋ 琵 琶 湖 森 林 づ く り 県 民 税 800 円 ＝ 1,800 円 …  ①  

市 町 民 税  3,000 円                      …  ②  

       （ ９ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

所 得 割  （ 収 入 金 額 － 給 与 所 得 控 除 額 － 所 得 控 除 額 ） ×税 率 － 調 整 控 除  

（ ９ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

収 入 金 額        660 万 円    基 礎 控 除   43 万 円  

－ 給 与 所 得 控 除 額   △ 176 万 円     配 偶 者 控 除   33 万 円  

（ 10 ペ ー ジ 参 照 ）           扶 養 控 除   33 万 円  

－ 所 得 控 除 額     △ 155 万 円     社 会 保 険 料 控 除   38 万 円  

   （ 11 ～ 14 ペ ー ジ 参 照 ）       生 命 保 険 料 控 除   ７ 万 円  

                   地 震 保 険 料 控 除   １ 万 円  

 

 

 

問 題 ：  わ た し は 令 和 ６ 年 ５ 月 20 日 に Ａ 町 か ら Ｂ 市 へ 引 っ 越 し ま し た 。 令 和 ６ 年 度 分 の 住

民 税 は Ａ 町 か Ｂ 市 の ど ち ら に 納 め る こ と に な る で し ょ う ？  

                                                                                         

問 題： わ た し の 家 族 構 成 、令 和 ５ 年 中 の 収 入 等 は 下 記 の と お り で し た 。令 和 ６ 年 度 分 の 住 民 税 は

い く ら に な る で し ょ う ？（ ※ 但 し 、母 親 に 係 る 住 民 税 は 市 町 村 条 例 に よ り 非 課 税 と し ま す 。） 

  

家 族 構 成   父 親（ 40 歳 、会 社 員 ）、母 親（ 39 歳 、パ ー ト ）、わ た し（ 17 歳 、無 収 入 ）、弟（ 11

歳 、 無 収 入 ）  

 

収 入 金 額 （ 父 親 ）     ６ ６ ０ 万 円  

収 入 金 額 （ 母 親 ）      ９ ０ 万 円  

令 和 ５ 年 中 の 収 支   社 会 保 険 料         ３ ８ 万 円  

地 震 保 険 料          ２ 万 円  

生 命 保 険 料         ２ １ 万 円 ※  

               （ う ち 個 人 年 金 保 険 料  10 万 円 ※ ）  

               ※ 令 和 ５ 年 中 に 支 払 っ た 保 険 料 が 、 平 成 23年 12月 31日 以 前 に

締 結 し た 保 険 契 約 に 係 る 保 険 料 の み の 場 合  

 

税
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課 税 所 得 金 額        329 万 円  

県 民 税 所 得 割   329 万 円  × 税 率 ４ ％  ＝  131,600 円 … ③   

市 町 民 税 所 得 割  329 万 円  × 税 率 ６ ％  ＝  197,400 円 … ④  

（ 9 ペ ー ジ 参 照 ）  

 

調 整 控 除 額  

  人 的 控 除 の 差 の 合 計 額  150,000 円  

（ 一 般 配 偶 者 5 万 円 、 一 般 扶 養 5 万 円 、 基 礎 5 万 円 ）  

 

 ・ 県 民 税 に 係 る 額  

   ｛ 人 的 控 除 差 の 合 計 額 － （ 課 税 所 得 金 額 － ２ ０ ０ 万 円 ） ｝ ×２ ％  

 た だ し 、 ｛ 人 的 控 除 差 の 合 計 額 － （ 課 税 所 得 金 額 － ２ ０ ０ 万 円 ） ｝ の 値 が  

  5 万 円 よ り 小 さ い と き は 、 1,000 円 … ⑤  

 ・ 市 町 民 税 に 係 る 額  

｛ 人 的 控 除 差 の 合 計 額 － （ 課 税 所 得 金 額 － ２ ０ ０ 万 円 ） ｝ ×３ ％  

 た だ し 、 ｛ 人 的 控 除 差 の 合 計 額 － （ 課 税 所 得 金 額 － ２ ０ ０ 万 円 ） ｝ の 値 が  

  5 万 円 よ り 小 さ い と き は 、 1,500 円 … ⑥  

 

｛ 人 的 控 除 差 の 合 計 額 － （ 課 税 所 得 金 額 － ２ ０ ０ 万 円 ） ｝  

   ＝  150 ,000 円  － （ 3,290,000 円  －  2,000 ,000 円 ）  

＝  △ 1,140,000 円  ＜  50 ,000 円  

 

住 民 税 所 得 割  県 民 税 （ ③ － ⑤ ）    130,600 円 … ⑦  

市 町 民 税 （ ④ － ⑥ ）   195,900 円 … ⑧  

 

 定 額 減 税 額  ※ 令 和 ６ 年 度 分 の 個 人 住 民 税 に お い て 定 額 減 税 が 実 施 さ れ ま す  

 ・ 県 民 税 の 定 額 減 税 額  

  （ 10,000 円 ×人 数 ） × 県 民 税 所 得 割  ÷ （ 県 民 税 所 得 割 ＋ 市 町 民 税 所 得 割 ）  

  ＝  40,000 円  × 130,600 円  ÷ 326,500 円  

  ＝  16 ,000 円 … ⑨  

 

 ・ 市 町 民 税 の 定 額 減 税 額  

（ 10,000 円 ×人 数 ）  －  県 民 税 所 得 割  

＝  40,000 円  －  16 ,000 円  

＝  24,000 円 … ⑩  

 

住 民 税 合 計 額  

 

県 民 税（ 均 等 割 ① ＋ 所 得 割 ⑦ － 定 額 減 税 額 ⑨ ）＋ 市 町 民 税（ 均 等 割 ② ＋ 所 得 割 ⑧ － 定 額 減 税 額

⑩ ）  

 

＝｛（ 2,300 円 ＋ 130,600 円 － 16,000 円 ）＋（ 3,500 円 ＋ 195,900 円 － 24,000 円 ）｝  

＝  292,300 円  
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所得税                            国税  

所 得 税 は 、 個 人 の １ 年 間 の 所 得 に 対 し て か か る 税 金 で す 。 そ の 人 の １ 年 間 の す べ て の

所 得 か ら 所 得 控 除 を 差 し 引 い た 残 り の 金 額 （ 課 税 さ れ る 所 得 金 額 ） に 税 率 を 適 用 し て 、

税 額 を 計 算 し ま す 。  

 

１  納 め る 人 は  

所 得 税 を 納 め る 人 は 原 則 と し て 個 人 で す が 、 源 泉 徴 収 制 度 に お い て は 、 所 得 税 を 源 泉

徴 収 し て 国 に 納 付 す る 義 務 の あ る 人 （ 源 泉 徴 収 義 務 者 ） も 該 当 し ま す 。  

 

２  納 め る 額 は  

 

（ 所 得 金 額 － 所 得 控 除 額 ） ×税 率 （ 表 ４ ） － 税 額 控 除 ＝ 所 得 税 額  

  課 税 さ れ る 所 得 金 額              基 準 所 得 税 額  

 

※  平 成 25 年 か ら 令 和 19 年 ま で の 各 年 分 に つ い て は 、 所 得 税 を 納 め る 義 務 の あ る 方

は 、 復 興 特 別 所 得 税 も 併 せ て 納 め る 必 要 が あ り ま す 。  

復 興 特 別 所 得 税 額 は 、 次 の 算 式 で 求 め る こ と に な り ま す 。  

 

復 興 特 別 所 得 税 額  ＝  基 準 所 得 税 額  × 2.1％  

 

（ 表 ４ ） 所 得 税 の 税 率 （ 速 算 表 ）  

所 得 税 の 税 率 は 、 分 離 課 税 に 対 す る も の な ど を 除 く と 、 ５ ％ か ら 45％ の 7 段 階 に

区 分 さ れ て い ま す 。  

 課 税 さ れ る 所 得 金 額 に 対 す る 所 得 税 の 金 額 は 、 次 の 速 算 表 を 使 用 す る と 簡 単 に 求 め

ら れ ま す 。  

課 税 さ れ る 所 得 金 額  (千 円 未 満 切 捨 て ) 税 率  控 除 額  

195 万 円 未 満  5％  0 円  

195 万 円 以 上 ～ 330 万 円 未 満  10％  97,500 円  

330 万 円 以 上 ～ 695 万 円 未 満  20％  427,500 円  

695 万 円 以 上 ～ 900 万 円 未 満  23％  636,000 円  

900 万 円 以 上 ～ 1,800 万 円 未 満  33％  1,536,000 円  

1,800 万 円 以 上 ～ 4,000 万 円 未 満  40％  2,796,000 円  

4,000 万 円 以 上   45％  4,796,000 円  

  (注 )１  平 成 27 年 分 以 後 の 所 得 税 に つ い て 適 用 さ れ る 税 率 で す 。  

      ２  例 え ば「 課 税 さ れ る 所 得 金 額 」が 650 万 円 の 場 合 に は 、求 め る 税 額 は 次 の

よ う に な り ま す 。  

 6 ,500,000 円 ×0.2－ 427,500 円  ＝  872,500 円  
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３  納 め る 方 法 は  

所 得 税 は 、 １ 月 １ 日 か ら 12 月 31 日 ま で の 1 年 間 に 生 じ た 所 得 金 額 と そ れ に 対 す る

税 額 を 計 算 し 、翌 年 2 月 16 日 か ら 3 月 15 日 ま で の 間 に 確 定 申 告 書 を 提 出 し 、納 税 す

る こ と に な っ て い ま す 。 こ の 手 続 を 「 確 定 申 告 」 と い い ま す 。  

 

○  確 定 申 告 を し な け れ ば な ら な い 人  

そ の 年 分 の 所 得 金 額 の 合 計 額 が 所 得 控 除 の 合 計 額 を 超 え る 場 合 で 、 そ の 超 え る 額 に

対 す る 税 額 が 、 配 当 控 除 の 額 を 超 え る 人 は 、 原 則 と し て 確 定 申 告 を し な け れ ば な り ま

せ ん 。  

し か し 、 給 与 所 得 に つ き 年 末 調 整 を 受 け た 人 で 給 与 所 得 お よ び 退 職 所 得 以 外 の 所 得

金 額 が 20 万 円 以 下 で あ る 人 等 、 一 定 の 場 合 に は 確 定 申 告 を し な く て も よ い こ と に な

っ て い ま す 。  

 

○  給 与 所 得 者 で 確 定 申 告 が 必 要 な 人  

給 与 所 得 者 の 大 部 分 の 人 は 、 給 与 の 支 払 者 が 行 う 年 末 調 整 に よ っ て 所 得 税 が 精 算 さ

れ て い ま す か ら 、 確 定 申 告 の 必 要 は あ り ま せ ん 。  

 し か し 、 給 与 所 得 者 で あ っ て も 次 の い ず れ か に 当 て は ま る 人 は 、 原 則 と し て 確 定 申

告 を し な け れ ば な り ま せ ん 。  

 

(1)  給 与 の 年 間 収 入 金 額 が 2,000 万 円 を 超 え る 人  

(2) 給 与 を １ か 所 か ら 受 け て い て 、 そ の 給 与 の 全 部 が 源 泉 徴 収 の 対 象 と な る 場 合 に お  

い て 、 各 種 の 所 得 金 額 （ 給 与 所 得 、 退 職 所 得 を 除 く ） の 合 計 額 が 20 万 円 を 超 え る  

人  

(3)  給 与 を ２ か 所 以 上 か ら 受 け て い て 、 そ の 給 与 の 全 部 が 源 泉 徴 収 の 対 象 と な る 場 合  

に お い て 、 年 末 調 整 さ れ な か っ た 給 与 の 収 入 金 額 と 各 種 の 所 得 金 額 （ 給 与 所 得 、 退  

職 所 得 を 除 く 。） と の 合 計 額 が 20 万 円 を 超 え る 人  

(注 ) 給 与 所 得 の 収 入 金 額 の 合 計 額 か ら 、所 得 控 除 の 合 計 額（ 雑 損 控 除 、医 療 費 控  

除 、 寄 付 金 控 除 、 基 礎 控 除 を 除 く 。） を 差 し 引 い た 残 り の 金 額 が 150 万 円 以

下 で 、 さ ら に 各 種 の 所 得 金 額 （ 給 与 所 得 、 退 職 所 得 を 除 く 。） の 合 計 額 が 20

万 円 以 下 の 人 は 、 申 告 の 必 要 は あ り ま せ ん 。  

(4) 同 族 会 社 の 役 員 な ど で 、 そ の 同 族 会 社 か ら の 給 与 の ほ か に 貸 付 金 の 利 子 や 資 産 の  

賃 貸 料 な ど を 受 け 取 っ て い る 人  

(5) 給 与 に つ い て 、 災 害 減 免 法 に よ り 所 得 税 等 の 源 泉 徴 収 税 額 の 徴 収 猶 予 や 還 付 な ど

を 受 け て い る 人  

(6) 源 泉 徴 収 義 務 者 に あ た ら な い 人 か ら 給 与 等 の 支 払 を 受 け て い る 人  

(7) 退 職 所 得 に つ い て 正 規 の 方 法 で 税 額 を 計 算 し た 場 合 に 、 そ の 税 額 が 源 泉 徴 収 さ れ

た 金 額 よ り も 多 く な る 人  

(注 )  所 得 の 金 額 の 合 計 額 に は 、 例 え ば 次 の も の は 含 ま れ ま せ ん 。  

ア  非 課 税 と さ れ る 所 得  

イ  確 定 申 告 を し な い こ と を 選 択 し た 配 当 等  

ウ  利 子 所 得 の う ち 、 源 泉 分 離 課 税 と さ れ る 利 子 等  

エ  源 泉 徴 収 を 選 択 し た 特 定 口 座 を 通 じ て 行 っ た 上 場 株 式 等 に 係 る 譲 渡 所  

得 等 の う ち 、 確 定 申 告 を し な い こ と を 選 択 し た も の  
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◎  年 金 所 得 者 に 係 る 確 定 申 告 不 要 制 度  

  以 下 の い ず れ に も 該 当 す る 場 合 に は 、 計 算 の 結 果 、 納 税 額 が あ る 場 合 で も 所 得 税 等  

の 確 定 申 告 の 必 要 は あ り ま せ ん 。  

 (1)  公 的 年 金 等（ そ の 全 部 が 源 泉 徴 収 の 対 象 と な る 場 合 に 限 り ま す 。）の 収 入 金 額 が  

   400 万 円 以 下  

 (2)  公 的 年 金 等 に 係 る 雑 所 得 以 外 の 所 得 金 額 が 20 万 円 以 下  

 

※ １  こ の 場 合 で あ っ て も 、次 の「 確 定 申 告 を す る と 所 得 税 が 還 付 さ れ る 場 合 」に 該 当 す  

る と き は 、 還 付 を 受 け る た め の 申 告 書 を 提 出 す る こ と が で き ま す 。  

 ２  源 泉 徴 収 の 対 象 と な ら な い 公 的 年 金 等（ 外 国 年 金 等 ）の 支 給 を 受 け て い る 方 は 、こ

の 制 度 を 適 用 で き ま せ ん 。  

 

○  確 定 申 告 を す る と 所 得 税 が 還 付 さ れ る 場 合  

確 定 申 告 を し な く て も よ い 場 合 で も 、 源 泉 徴 収 さ れ た 税 金 や 予 定 納 税 を し た 税 金 が

納 め 過 ぎ に な っ て い る と き に は 、 還 付 を 受 け る た め の 申 告 書 を 提 出 す る こ と が で き ま

す 。 次 の よ う な 場 合 は 、 税 金 が 納 め 過 ぎ に な っ て い る 場 合 が あ り ま す 。  

 

 (1)  年 間 の 所 得 が 一 定 額 以 下 で あ る と き  

(2) 年 の 途 中 で 退 職 し そ の 後 就 職 し な か っ た た め 、 年 末 調 整 を 受 け な か っ た と き  

(3) 給 与 所 得 者 で 、 雑 損 控 除 、 医 療 費 控 除 、 寄 附 金 控 除 、 住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 な ど  

を 受 け る こ と が で き る と き  

(4) 所 得 が 公 的 年 金 等 の 雑 所 得 の み で 、生 命 保 険 料 控 除 や 地 震 保 険 料 控 除 、雑 損 控 除 、 

医 療 費 控 除 、 寄 附 金 控 除 な ど を 受 け る こ と が で き る と き  

(5) 予 定 納 税 を し た が 、 確 定 申 告 の 必 要 が な く な っ た と き  

(6) 退 職 所 得 が あ る 場 合 で 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き  

  ・ 退 職 所 得 を 除 く 各 種 の 所 得 の 合 計 額 か ら 所 得 控 除 を 差 し 引 く と 赤 字 に な る と き  

  ・「 退 職 所 得 の 受 給 に 関 す る 申 告 書 」を 提 出 し な か っ た た め 、20.42％ の 税 率 で 源  

 泉 徴 収 さ れ 、 そ の 所 得 税 等 の 源 泉 徴 収 税 額 が 退 職 所 得 に つ い て 再 計 算 し た 税 額 を   

超 え て い る と き  

 

  な お 、 給 与 所 得 者 や 年 金 所 得 者 が 還 付 申 告 を す る 際 は 、 そ の 他 の 各 種 の 所 得 も 申  

 告 が 必 要 で す 。  

ボ ク 、 滋 賀 県 の イ メ ー
ジ キ ャ ラ ク タ ー 、  
キ ャ ッ フ ィ ー で す 。  
よ ろ し く ！  
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個人事業税                      県税  

個 人 事 業 税 は 、 個 人 の 行 う 第 １ 種 事 業 、 第 ２ 種 事 業 、 第 ３ 種 事 業 に 対 し 、 所 得 を 課

税 標 準 と し て 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

県 内 に 事 務 所 ・ 事 業 所 を 有 し て 事 業 を 行 っ て い る 個 人  

（ 事 務 所 ・ 事 業 所 を 設 け な い 場 合 は 、 事 業 を 行 っ て い る 個 人 の 住 所 ま た は 居 所 を 事

務 所 ・ 事 業 所 と み な し ま す 。 ）  

 

２  納 め る 額 は  

 

              －               ＝  

 

 

 

 

 

 

①  事 業 専 従 者 控 除  青 色 事 業 専 従 者 … 支 払 給 与 額  

 白 色 事 業 専 従 者 … 次 の い ず れ か 低 い 額  

 ・ １ 人 あ た り 50 万 円（ 配 偶 者 の 場 合 は 86 万 円 ） 

 ・ 事 業 所 得 ÷（ 事 業 専 従 者 の 数 ＋ １ ）  

②  青 色 申 告 特 別 控 除 額 … 所 得 税 で 青 色 申 告 特 別 控 除 を 受 け て い る 場 合 の み 加 算 し

ま す 。 （ 最 高 65 万 円 ま た は 10 万 円 ）  

③  事 業 主 控 除 額 … 290 万 円 （ た だ し 、 事 業 を 行 っ た 期 間 が １ 年 に 満 た な い 場 合  

は 月 割 額 に な り ま す 。 ）  

④  税 率  

事 業 の 区 分  事 業 の 概 要 税 率 

第 １ 種 事 業  
物 品 販 売 業 、 不 動 産 貸 付 業 、 駐 車 場 業 、 製 造 業 、 請

負 業 、 飲 食 店 業 、 代 理 業 、 そ の 他 一 般 の 営 業  
５ ％  

第 ２ 種 事 業  畜 産 業 、 水 産 業 、 薪 炭 製 造 業  ４ ％  

第 ３ 種 事 業  

医 業 、 弁 護 士 業 、 税 理 士 業 、 コ ン サ ル タ ン ト 業 、 理

容 業 、 美 容 業 、 設 計 監 督 者 業 、 そ の 他 の 自 由 業  
５ ％  

マ ッ サ ー ジ ・ は り ・ き ゅ う 等 の 事 業 、 装 蹄 師 業  ３ ％  

 

３  納 め る 方 法 は  

 県 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 （ 納 付 書 ） に よ っ て ８ 月 、 11 月 の ２ 回 に 分 け て 納 付 し

ま す 。た だ し 、税 額 が 10,000 円 以 下 の 場 合 は 、８ 月 に 全 額 納 付 す る こ と に な り ま す 。  

 
個 人 事 業 税 の 納 付 は 、 口 座 振 替 や 電 子 決 済 サ ー ビ ス の 利 用 が 便 利 で す 。 

口 座 振 替 や 電 子 決 済 サ ー ビ ス の 詳 し い 利 用 方 法 は 、 Ｐ ． 72～ 73 

事業の総収入金額 

（事業収入・不動産収入） 

事業の必要経費 

（事業専従者控除①を含む） 

所得金額 

（事業所得・不動産所得） 

税額 所得金額  
損失の繰越 

控除額等 

事業主 

控除額 ③  

青色申告 

特別控除額② 
税率④ ＋  －  －  × ＝  
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法人住民税           県 税  市 町 税  

法 人 住 民 税 は 、 県 内 に 事 務 所 ま た は 事 業 所 を 有 す る 法 人 に か か る 税 金 で 、 一 般 に

「 法 人 住 民 税 」と い わ れ ま す 。こ れ に は 、県 民 税 と 市 町 民 税 が あ り 、そ れ ぞ れ に「 均

等 割 」 と 「 法 人 税 割 」 が あ り ま す 。  

 

１  納 め る 人 は  

 

法 人 等 の 区 分  均 等 割  法 人 税 割  

県 内 に 事 務 所 ま た は 事 業 所 を 有 す る 法 人  ○  ○  

県 内 に 寮 、 宿 泊 所 な ど の 施 設 を 有 す る 法 人 で  

県 内 に 事 務 所 ま た は 事 業 所 を 有 し な い も の   
○  ×  

 

２  納 め る 額 は  

＜ 均 等 割 ＞  

・  資 本 金 等 の 額 に 応 じ て 定 額 の 負 担 を い た だ く も の  

 

法 人 等 の 区 分  法 人 市 町 民 税  

（ 市 町 に よ り 異 な る

場 合 が あ り ま す 。 ） 

法 人 県 民 税  

資 本 金 等 の 額 の 区 分  市 町 内 の 従 業 者 数  

○  公 共 法 人 ( ※ １ ) お よ び 公 益 法 人 等 ( ※ ２ ) の う

ち 、 均 等 割 を 課 す る こ と が で き な い も の 以 外

の も の  

○  人 格 の な い 社 団 等 （ 収 益 事 業 を 行 わ な い も の

は 非 課 税 ）  

○  一 般 社 団 法 人 お よ び 一 般 財 団 法 人 （ 非 営 利 型

法 人 で 収 益 事 業 を 行 わ な い も の は 非 課 税 ）  

○  保 険 業 法 に 規 定 す る 相 互 会 社 以 外 の 法 人 で 資

本 金 の 額 ま た は 出 資 金 の 額 を 有 し な い も の  

○  資 本 金 等 の 額 が １ 千 万 円 以 下 で あ る も の の う

ち 市 町 内 に 有 す る 事 務 所 等 の 従 業 者 の 数 の 合

計 数 が 5 0 人 以 下 の も の  

５ 万 円  
2 0 , 0 0 0 円  

（ 2 2 , 2 0 0 円 ）  

１ 千 万 円 以 下  5 0 人 超  1 2 万 円  

１ 千 万 円 超  １ 億 円 以 下  

5 0 人 以 下  1 3 万 円  5 0 , 0 0 0 円                  

（ 5 5 , 5 0 0 円 ）  5 0 人 超  1 5 万 円  

１ 億 円 超  1 0 億 円 以 下  

5 0 人 以 下  1 6 万 円  1 3 0 , 0 0 0 円  

（ 1 4 4 , 3 0 0 円 ） 5 0 人 超  4 0 万 円  

1 0 億 円 超  5 0 億 円 以 下  
5 0 人 以 下  4 1 万 円  5 4 0 , 0 0 0 円  

（ 5 9 9 , 4 0 0 円 ）  5 0 人 超  1 7 5 万 円  

5 0 億 円 超  

5 0 人 以 下  4 1 万 円  8 0 0 , 0 0 0 円  

（ 8 8 8 , 0 0 0 円 ） 5 0 人 超  3 0 0 万 円  

( ※ １ )  法 人 税 法 別 表 第 １ に 規 定 す る も の を い い ま す 。  

26



 

  ( ※ ２ )  地 方 税 法 第 2 4 条 第 5 項 ・ 第 2 9 4 条 第 ７ 項 に 規 定 す る も の を い い ま す 。  

     

    （ 注 ）  法 人 県 民 税 の （  ） 内 の 税 率 は 均 等 割 の 税 率 の 1 1 ％ に 相 当 す る 「 琵 琶 湖 森  

林 づ く り 県 民 税 」 を 含 ん だ 額 と な っ て い ま す 。 平 成 1 8 年 ４ 月 １ 日 以 後 に 開

始 す る 事 業 年 度 か ら 適 用 さ れ て い ま す 。  

 

＜ 法 人 税 割 ＞  

・  法 人 税 （ 国 税 ） の 額 に 応 じ た 負 担 を い た だ く も の  

法 人 税 額 × 税 率  

 税 率 A ： 平 成 2 6 年 1 0 月 １ 日 か ら 令 和 元 年 ９ 月 3 0 日 ま で に 開 始 す る 事 業 年 度 分  

 税 率 B ： 令 和 元 年 1 0 月 １ 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 分  

法 人 等 の 区 分  

法 人 市 町 民 税 （ ※ ） 法 人 県 民 税  

税 率 A  

( 注 １ )  

税 率 B  

( 注 ２ )  

税 率 A  

( 注 １ )  

税 率 B  

( 注 ２ )  

資 本 金 の 額 ま た は 出 資 金 の 額 が １ 億 円 以 下

の 法 人 で 、 か つ 課 税 標 準 と な る べ き 法 人 税 額

（ 分 割 前 の 額 ） が 一 定 額 （ 注 ３ ） 以 下 の 法 人  

標 準 税 率

9 . 7 ％  
 

制 限 税 率  

1 2 . 1 ％  

標 準 税 率

6 . 0 ％  
 

制 限 税 率  

8 . 4 ％  

3 . 2 %  1 . 0 %  

上 記 以 外 の 法 人  4 . 0 %  1 . 8 %  

（ ※ ） 法 人 市 町 民 税 の 実 際 の 税 率 は 、 標 準 税 率 か ら 制 限 税 率 の 範 囲 内 で 、 各 市 町 が  

条 例 で 定 め る 税 率 に な り ま す 。  

 

  （ 注 １ ） 平 成 2 6 年 度 税 制 改 正 に よ り 、 地 方 法 人 税 （ 国 税 ） が 創 設 さ れ た こ と に 伴  

     い 、 法 人 税 割 の 税 率 が 引 き 下 げ ら れ ま し た 。 （ 平 成 2 6 年 1 0 月 1 日 以 後 に  

     開 始 す る 事 業 年 度 か ら 適 用 ）  

（ 注 ２ ）平 成 2 8 年 度 税 制 改 正 に よ り 法 人 税 割 税 率 の 更 な る 引 下 げ（ 標 準 税 率 3 . 2 ％  

     → 1 . 0 ％ 、 制 限 税 率 4 . 2 ％ → 2 . 0 ％ 、 本 県 超 過 税 率 4 . 0 ％ → 1 . 8 ％ ） が 決 ま り ま  

     し た が 、 こ の 「 地 方 法 人 課 税 の 偏 在 是 正 」 に 係 る 改 正 の 実 施 は 、 消 費 税 率 の  

     引 上 げ と 併 せ て 延 期 と な り 、 令 和 元 年 1 0 月 1 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度  

     に 適 用 さ れ る こ と と な り ま し た 。  

  （ 注 ３ ） 令 和 ５ 年 ２ 月 １ 日 前 に 終 了 す る 事 業 年 度  ： 年 5 , 0 0 0 万 円  

      令 和 ５ 年 ２ 月 １ 日 以 後 に 終 了 す る 事 業 年 度 ： 年 ２ , 0 0 0 万 円  

 

３  納 め る 方 法 は  

 法 人 の 事 業 年 度 終 了 の 日 か ら ２ か 月 以 内 （ 申 告 期 限 の 延 長 を 認 め ら れ た 場 合 は

そ の 期 限 内 ） に 、 法 人 県 民 税 は 法 人 事 業 税 と 一 緒 に 、 法 人 の 事 務 所 ・ 事 業 所 な ど

を 管 轄 す る 県 税 事 務 所（ 滋 賀 県 の 場 合 は 西 部 県 税 事 務 所 ）に 申 告 し 、納 付 し ま す 。  

均 等 割 の み を 課 さ れ る 公 益 法 人 等 は 、 毎 年 4 月 3 0 日 ま で に 申 告 と 納 税 を 行 う

こ と と な っ て い ま す 。  

ま た 、 法 人 市 町 民 税 は 法 人 の 事 務 所 ・ 事 業 所 な ど が 所 在 す る 市 町 に 申 告 し 、 納

付 し ま す 。  

27



 

法人事業税              県税  
法 人 事 業 税 は 、法 人 が 事 業 活 動 を 行 う 上 で 受 け る 各 種 行 政 サ ー ビ ス に 必 要 な 経 費 の 一 部 を

負 担 し て い た だ く 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

県 内 に 事 務 所 ・ 事 業 所 を 設 け て 、 事 業 を 行 っ て い る 法 人  

 

２  納 め る 額 は  

税 率 Ａ ：  平 成 28 年 ４月 １日 から令 和 元 年 ９月 30 日 ま でに開 始 する事 業 年 度 分  

税 率 Ｂ ：  令 和 元 年 10 月 １日 から令 和 ２年 ３月 31 日 ま でに開 始 する事 業 年 度 分  

税 率 Ｃ ：  令 和 ２年 ４月 １日 から令 和 ４年 ３月 31 日 ま でに開 始 する事 業 年 度 分  

税 率 Ｄ ：  令 和 ４年 ４月 １日 以 後 に開 始 する事 業 年 度 分  

税率A 税率B 税率C 税率Ｄ

年４００万円以下の金額 0.3%

年４００万円を超え
８００万円以下の金額

0.5%

年８００万円を超える金額 0.7%

0.7%

年４００万円以下の金額 3.4%

年４００万円を超え
８００万円以下の金額

5.1%

年８００万円を超える金額 6.7%

6.7%

年４００万円以下の金額 3.4%

年４００万円を超える金額 4.6%

5.5%

4.6%

収入金課税法人
・電気供給業
（発電事業等、小売電気事業等および

　特定卸供給事業（注４）以外）

・ガス供給業
・生命・損害保険業

0.9%

0.9% 1.0%

0.9% 1.0%

0.9% 0.48%

0.77%

0.32%

ガス供給業のうち
・特定ガス供給業
を行う法人

1.0%　収入金額

　付加価値割

　資本割

1.85%

3.5%

4.9%

5.7%

4.9%

1.0%

資本金の額または出資金の額が１億円超の普通法人

　収入金額

　所得

0.75%

0.37%

0.15%

資本金の額または出資金の額が１億円以下の普通法人等

0.75%

税　　率（注１から３）

1.2%

0.5%

1.0%

3.5%

0.7%

1.0%

0.4%

特別法人
・協同組合
・信用金庫
・医療法人等

所　得
のうち

特定の協同組合等の所得のうち
年所得１０億円超の金額

資本金の額または出資金の額が１千
万円以上で３以上の都道府県に事務
所、事業所を有する法人

7.0%

収入金額

電気供給業のうち
・発電事業等
・小売電気事業等
・特定卸供給事業（注４）
を行う法人

　収入金額

　付加価値割

　資本割

1.0%

・資本金の額または出資
　金の額が１億円以下の
　法人
・公益法人等
・投資法人等

所　得
のうち

資本金の額または出資金の額が１千
万円以上で３以上の都道府県に事務
所、事業所を有する法人

5.3%

7.0%

法 人 の 種 類 区　　　　　　分

【外形標準課税対象法人】

資本金の額または出資金
の額が１億円超の法人
（下記以外の法人）

付加価値割

資本割

所　得
のうち

３以上の都道府県に事務所、事業所
を有する法人

 

（ 注 １ ） 令 和 元 年 度 税 制 改 正 に よ り 、 新 た な 地 方 法 人 課 税 の 偏 在 是 正 制 度 で あ る 「 特 別 法 人 事 業

税 」 が 創 設 さ れ る こ と に 伴 い 、 地 方 法 人 特 別 税 廃 止 に よ る 復 元 後 の 法 人 事 業 税 の 税 率 が 引

き 下 げ ら れ ま し た 。  
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（ 注 ２ ） 令 和 ２ 年 度 税 制 改 正 に よ り 、 電 気 供 給 業 の う ち 発 電 ・ 小 売 電 気 事 業 を 行 う 法 人 に 係 る 課

税 方 式 が 見 直 さ れ た こ と に 伴 い 、令 和 ２ 年 4 月 1 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 に 係 る 税 率 の

改 正 が あ り ま し た 。  

（ 注 ３ ） 令 和 ４ 年 度 税 制 改 正 に よ り 、 大 法 人 に 対 す る 所 得 割 の 軽 減 税 率 お よ び ガ ス 供 給 業 に 係 る

収 入 金 額 課 税 が 見 直 さ れ た こ と に 伴 い 、 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 に 係 る

税 率 の 改 正 が あ り ま し た 。  

（ 注 ４ ） 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 以 後 に 終 了 す る 事 業 年 度 か ら 適 用 さ れ ま す 。  

 

☆ 法 人 事 業 税 に 外 形 標 準 課 税 が 導 入 さ れ て い ま す 。  

○  景 気 の 影 響 を 受 け ず 税 収 の 安 定 化 を 図 り 、 ま た 広 く 薄 く 公 平 な 税 制 度 を 実 現 す る た

め に 、平 成 16 年 ４ 月 １ 日 以 後 開 始 す る 事 業 年 度 か ら 、資 本 金 １ 億 円 を 超 え る 普 通 法 人

を 対 象 と し て 外 形 標 準 課 税 が 導 入 さ れ て い ま す 。  

 

○  法 人 事 業 税 に は 、 「 所 得 割 」 ・ 「 付 加 価 値 割 」 ・ 「 資 本 割 」 ・ 「 収 入 割 」 が あ り ま

す が 、 外 形 標 準 課 税 は 、 こ の う ち 「 付 加 価 値 割 」 ・ 「 資 本 割 」 部 分 を 指 し ま す 。  

 

＜付加価 値割額の 算 出方法＞  

◎付加価 値割額＝ 付 加価値額×税率  

付 加 価 値 額 ＝ （ 報 酬 給 与 額 ＋ 純 支 払 利 子 ＋ 純 支 払 賃 借 料 ） ±単 年 度 損 益  

 

 

 

 

 

 

＜資本割 額の算出 方 法＞  

◎資本割 額＝資本 金 等の額×税率  

 

３  納 め る 方 法 は  

法 人 県 民 税 と 一 緒 に 、法 人 の 事 務 所・事 業 所 を 管 轄 す る 県 税 事 務 所（ 滋 賀 県 の 場 合 は 西 部

県 税 事 務 所 ） に 申 告 し 、 納 付 し ま す 。  

 

 

給 与 ･ 賞 与 ･ 手

当 ･ 退 職 金 等 の

合 計 額  

支 払 利 子 － 受 取 利 子  

( マ イ ナ ス の 場 合 に は ０ )  

土 地 ･ 建 物 に か か る 支

払 賃 借 料 － 受 取 賃 貸 料  

（ マ イ ナ ス の 場 合 に は ０ ）  

繰 越 欠 損 金 控 除 前

の 税 法 上 の 所 得  
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特別法人事業税               国税  

特 別 法 人 事 業 税 は 、令 和 元 年 度 税 制 改 正 に て 、地 域 間 の 財 政 力 格 差 の 拡 大 、経 済 社 会 構 造

の 変 化 等 を 踏 ま え 、県 内 総 生 産 の 分 布 状 況 と 比 較 し て 大 都 市 に 税 収 が 集 中 す る 構 造 的 な 問 題

に 対 処 し 、都 市 と 地 方 が 支 え 合 い 、共 に 持 続 可 能 な 形 で 発 展 す る た め 、法 人 事 業 税 の 一 部 を

分 離 し 、 創 設 さ れ た 国 税 で す 。 法 人 事 業 税 と 併 せ て 県 が 課 税 し ま す 。  

 

１  適 用 期 日  

 令 和 元 年 10 月 １ 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 分 か ら 適 用 さ れ ま す 。  

 

２  納 め る 人 は  

 法 人 事 業 税 (所 得 割 ま た は 収 入 割 )の 納 税 義 務 者  

 

３  納 め る 額 は  

 

 

税 率 Ａ： 令 和 元 年 10 月 １日 から令 和 ２年 ３月 ３１日 ま でに開 始 する事 業 年 度 分  

税 率 Ｂ： 令 和 ２年 ４月 １日 から令 和 ４年 ３月 31 日 ま でに開 始 する事 業 年 度 分  

税 率 Ｃ： 令 和 ４年 ４月 １日 以 後 に開 始 する事 業 年 度 分  

（ 注 １ ） 令 和 ２ 年 度 税 制 改 正 に よ り 、 電 気 供 給 業 の う ち 発 電 ・ 小 売 電 気 事 業 を 行 う 法 人 に 係 る 課 税

方 式 が 見 直 さ れ た こ と に 伴 い 、令 和 ２ 年 4 月 1 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 に 係 る 税 率 の 改 正 が

あ り ま し た 。  

（ 注 ２ ） 令 和 ４ 年 度 税 制 改 正 に よ り 、 大 法 人 に 対 す る 所 得 割 の 軽 減 税 率 お よ び ガ ス 供 給 業 に 係 る 収

入 金 額 課 税 が 見 直 さ れ た こ と に 伴 い 、 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 に 係 る 税 率 の

改 正 が あ り ま し た 。  

 

４  納 め る 方 法 は  

 法 人 事 業 税 と 一 緒 に 、法 人 の 事 務 所・事 業 所 を 管 轄 す る 県 税 事 務 所（ 滋 賀 県 の 場 合 は 西 部

県 税 事 務 所 ） に 申 告 し 、 納 付 し ま す 。  

 

５  都 道 府 県 へ の 譲 与  

 特 別 法 人 事 業 税 の 税 収 は 、都 道 府 県 に「 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 」と し て 譲 与 さ れ ま す 。各 都

道 府 県 に 対 す る 譲 与 額 は 、 各 都 道 府 県 の 人 口 で あ ん 分 す る こ と と な っ て い ま す 。  

 

区                分  
税  率 （ 注 １ お よ び ２ ）  

Ａ  Ｂ  Ｃ  

付 加 価 値 割 額 、資 本 割 額 お よ び 所 得 割 額 の 合 算 額 に よ っ

て 法 人 事 業 税 を 課 さ れ る 法 人  
260.0％  260.0％  260.0％  

所 得 割 額 に よ っ て 法 人 事 業 税 を 課 さ れ る 普 通 法 人 等  37.0％  37.0％  37.0％  

所 得 割 額 に よ っ て 法 人 事 業 税 を 課 さ れ る 特 別 法 人  34.5％  34.5％  34.5％  

収 入 割 額 に よ っ て 法 人 事 業 税 を 課 さ れ る 法 人  30.0％  30.0％  30.0％  

収 入 割 額 、付 加 価 値 割 額 お よ び 資 本 割 額 の 合 算 額 ま た は

収 入 割 額 お よ び 所 得 割 額 の 合 算 額 に よ っ て 法 人 事 業 税

を 課 さ れ る 法 人（ 電 気 供 給 業 の う ち 発 電 事 業 等 、小 売 電 気 事 業 等

お よ び 特 定 卸 供 給 事 業 を 行 う 法 人 ）  

 40.0％  40.0％  

収 入 割 額 、付 加 価 値 割 額 お よ び 資 本 割 額 の 合 算 額 に よ っ

て 法 人 事 業 税 を 課 さ れ る 法 人 （ ガ ス 供 給 業 の う ち 特 定 ガ ス 供

給 業 を 行 う 法 人 ）  

  62.5% 

法 人 事 業 税 額 (所 得 割 額 ま た は 収 入 割 額 ) 税 率  × 
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地 方 税 電 子 申 告 シ ス テ ム 「      」 を ご 利 用 く だ さ い ！  

～ こ れ か ら は “ 地 方 税 ” も イ ン タ ー ネ ッ ト で カ ン タ ン 申 告 ～  

 

 エ ル タ ッ ク ス と は  

 

 地 方 公 共 団 体 が 共 同 で 運 営 す る 地 方 税 の 総 合 窓 口 シ ス テ ム で す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     利 用 に よ る メ リ ッ ト は ？  

 

１    の サ ー ビ ス は 無 料 で 利 用 で き る ！  

２  自 宅 や オ フ ィ ス か ら 手 続 き で き る ！  

３  複 数 の 地 方 公 共 団 体 へ の 申 告 納 付 を 一 度 に ま と め て 行 え る ！  

４  無 料 の 専 用 ソ フ ト 「 PCdesk」 で 申 告 書 を 簡 単 に 作 成 で き る ！  

５  セ キ ュ リ テ ィ 対 策 も 万 全 ！  

 

 

     で 行 え る 手 続 き は ？  

 

 １  電 子 申 告 対 象 税 目      ２  電 子 申 請 ・ 届 出       ３  電 子 納 税 （ 地 方 税 共 通 納 税 シ ス テ ム ） 

   □  法 人 都 道 府 県 民 税        □  法 人 設 立 届 出 や 異 動 届 出 等     □  申 告 手 続 き に 関 連 し た 納 付 手 続 き  
  □  法 人 事 業 税           □  申 告 手 続 き に 関 連 し た 申 請      ※  固 定 資 産 税 （ 償 却 資 産 ） を 除 く  
  □  特 別 法 人 事 業 税           ・ 届 出 手 続 き  
  □  法 人 市 町 村 民 税         □  事 業 所 等 新 設 ・ 廃 止 申 告  
  □  固 定 資 産 税 （ 償 却 資 産 ）  
  □  個 人 住 民 税 （ 給 与 支 払 報 告 書  
    や 特 別 徴 収 関 連 手 続 ）  
  □  事 業 所 税  
                 （ 注 ） 地 方 公 共 団 体 ご と の 提 供 サ ー ビ ス に つ い て は 、 e L TA X ホ ー ム ペ ー ジ で ご 確 認 く だ さ い 。 
 

     ご 利 用 の 流 れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ ン タ ー ネ ッ ト で 申 告  地 方 税 ポ ー タ ル サ イ ト で 受 付  各 地 方 公 共 団 体 へ 配 信  

STEP１  STEP２  STEP３  STEP４  

P C d e s k は 、 e L T A X ホ ー ム  

ペ ー ジ か ら 取 得 し ま す 。  

税 務 会 計 ソ フ ト ウ ェ ア は 、

e L T A X 対 応 の も の を 使 用 し て

く だ さ い 。  

電 子 申 告 、 電 子 申 請 ・ 届 出  

電 子 納 税 を 行 い ま す 。  

 

e L T A X の ホ ー ム ペ ー ジ  

か ら 利 用 届 出 （ 新 規 ） を  

提 出 し て く だ さ い 。  

利 用 者 I D 、 暗 証 番 号 が 発 行

さ れ 、 電 子 申 告 等 の サ ー ビ  

ス が ご 利 用 い た だ け る よ う

に な り ま す 。  

利 用 届 出  利 用 者 ID・ 暗 証 番 号 の 発 行  対 応 ソ フ ト ウ ェ ア の 取 得  サ ー ビ ス の 利 用  

便 利 だ な あ 、  

エ ル タ ッ ク ス ！  

詳 し く は eLTAX ホ ー ム ペ ー ジ を ご 覧 く だ さ い 。  

エ ル タ ッ ク ス  検 索  ▶  h t tps : / /www.e l tax . l t a .go . jp/  

A 税 理 士  

B 社  

C さ ん  

・ 申 告  
・ 申 請 ・ 届 出  

・ 申 告  

・ 申 告  
・ 納 税  

インターネット  都 道 府 県 A  市 町 村 B  

都 道 府 県 C  

e L T A X の 利 用 可 能 時 間  8 : 3 0 ～ 2 4 : 0 0 （ 土 日 祝 、 年 末 年 始 1 2 / 2 9 ～ 1 / 3 は 除 く 。）  
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法 人 税                  国税  

  

１ 納める人は  

株式会社、協 同組合な どの法人  

２ 納める額は  

 「所得金額 」  ×  「税率」   ＝  「納める税 額」  

 ※所得金額   ＝  益金の額  －  損金の額  

 ※税率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 納める方法は  

 原則として 、事業年 度終了の日の 翌日から ２か月以内に 税務署に 申告し、納め ます。  

 

地方法人税                  国税 

地方法人税は 、法 人税 を納める法人 が、基準 法人税額に１ ０．３％ の税率を乗じ て計算し た

金額を法人税 と同時に 税務署に申告 ・納付し ます。  

地方法人税の 税収は、 地方交付税の 原資とさ れます。  

 

鉱区税                    県税 

鉱区税は、鉱 物を採掘 する権利を与 えられて いる人に課さ れる税金 です。 

 

１  納める人は  

県内に石灰石 、長石、 金、マンガン などの鉱 区の鉱業権を 所有して いる人  

２  納める額は  

 ●砂鉱を目 的としな い鉱区  

   試掘鉱 区・・・ ・・・・・・ ・面積 100 アールごとに年 200 円 

採掘鉱区・・ ・・・・ ・・・・面 積 100 アー ルごとに年 400 円 

   （石油 ・天然ガ スを目的とす るものは 、上記の税率 の３分の ２） 

●砂鉱を目的 とする鉱 区・・・・・ 面積 100 アールごとに 年 200 円 

年８００万円以下 年８００万円超

その他の法人 15% 23.2%

15% 19%

15% 19%

15% 23.2%

15% 19%

15% 23.2%

○特定医療法人

所得金額

令和６年４月１日から令和７年３月31日までに開始する事業年度

普
通
法
人

○株式会社、合資会社、合名会社、合同会社、特例有限
会社
○一般社団法人、一般財団法人【非営利型法人以外】
○医療法人（社会医療法人、特定医療法人を除く）
○相互会社
○その他の普通法人

期末時の資本金の額
等が１億円超の法人

及び相互会社
23.2%

（年10億円超　22%）

法人組織区分

　人格のない社団等

公
益
法
人
等

　協同組合等

　特定の協同組合等

○公益社団法人、公益財団法人
○一般社団法人、一般財団法人【非営利型法人】
○認可地縁団体、管理組合法人、団地管理組合法人、法人である政党等、防災
街区
　整備事業組合、特定非営利活動法人、マンション建替組合等

○社会医療法人、社会福祉法人、学校法人、宗教法人、その他の公益法人等
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自動車と税 

自動車に関係のある税金は、国税、地方税などこのような税金が課税されます。 

 

取得した時 所有している時 運行している時 

・自動車重量税[国税] 

・自動車税環境性能割[県税] 

・軽自動車税環境性能割[市町村税] 

・自動車税種別割[県税] 

・消費税[国税] 

・地方消費税[県税] 

・自動車税種別割[県税] 

・軽自動車税種別割[市町村税]  

・自動車重量税（車検時）[国税] 

・揮発油税[国税] 

・地方揮発油税[国税] 

・石油ガス税[国税] 

・軽油引取税[県税] 

 

自動車税環境性能割                        県税 
自動車税環境性能割は、自動車を取得する際の環境性能に応じてかかる税金です。 

 

１ 納める人は 

 自動車（※）を取得した人 

 ※軽自動車を除く。軽自動車には、市町村税である軽自動車税環境性能割がかかります。  

 

２ 納める額は 

 自動車の取得価額 × 税率（環境性能に応じて税率が適用されます。） 

 

【乗用車】 

車種 
税率区分 

( )は営業用 

現 行 令和７年４月～ 

自家用 営業用 自家用 営業用 

電気自動車等 

※１ 
非課税 達成条件なし 達成条件なし 

ガソリン車 

ハイブリッド車 

ＬＰＧ車 

ディーゼル車 

 

非課税 

令和12年度 

燃費基準 

85%達成 

令和12年度

燃費基準  

80％達成 

令和12年度

燃費基準

95%達成 

令和12年度

燃費基準  

90％達成 

１％ 

(0.5％) 

令和12年度

燃費基準  

80％達成 

令和12年度

燃費基準

70％達成 

令和12年度

燃費基準  

85％達成 

令和12年度

燃費基準

80％達成 

２％ 

(１％） 

令和12年度

燃費基準  

70％達成 

令和12年度

燃費基準

60％達成 

令和12年度

燃費基準  

75％達成 

令和12年度

燃費基準

70％達成 

３％ 

(２％) 

上記以外または令和２年度

燃費基準未達成車 

上記以外または令和２年度

燃費基準未達成車 

※１ 電気自動車、燃料電池車、天然ガス自動車、プラグインハイブリッド車 

 

【バス・トラック】  

バスまたはトラックについても、排ガス規制および燃費基準達成度合いに応じて、非課税～

３％の税率が適用されます。  
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３ 免税点・非課税 

 取得価額が50万円以下のときや相続によって取得した場合などは課税されません。 

 

４ 身体などに障害のある人に対する減免 

一定級以上の障害者が使用する自動車については、申請により自動車税環境性能割が減免され

ます。 

 

５ 納める方法は 

 自動車を取得したことを運輸支局に登録するか届出するときに自動車税事務所へ申告して、納

付します。 

 

６ 市町への交付 

自動車税環境性能割の４０．８５％は県内の市町に交付されます。 

 

 

自動車税種別割                             県税  

自動車税種別割は、自動車の所有に対してかかる税金です。 

 

１ 納める人は 

県内に定置場（いつも置いてある場所）のある自動車の所有者。 

 ただし、割賦販売など売主が自動車の所有権を留保している場合は、買主である使用者。 

 

２ 納める額は 

自動車の種類（乗用車、トラック、バスなどの別）や用途（営業用、自家用などの別）、排気

量、積載量などにより税額は異なりますが、主なものは次ページの表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滋賀県で自動車税種別割が 

課税された自動車の台数は 

約 5１万台あるよ！ 

（令和６年度当初課税分） 
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乗用車 

税 額(円) 

自家用 

営業用 初度登録

令和元.9.30 以前 

初 度 登 録 

令和元.10.1 以後 

総排気量 1 ㍑以下・ 

電気自動車 
29,500 25,000 7,500 

 〃 

1 ㍑超～1.5 ㍑以下 
34,500 30,500 8,500 

〃    

1.5 ㍑超～2㍑以下 
39,500 36,000 9,500 

〃     

2 ㍑超～2.5 ㍑以下 
45,000 43,500 13,800 

〃    

2.5 ㍑超～3㍑以下 
51,000 50,000 15,700 

〃  

3 ㍑超～3.5 ㍑以下 
58,000 57,000 17,900 

〃  

3.5 ㍑超～4㍑以下 
66,500 65,500 20,500 

〃  

4 ㍑超～4.5 ㍑以下 
76,500 75,500 23,600 

〃  

4.5 ㍑超～6㍑以下 
88,000 87,000 27,200 

〃  6 ㍑超 111,000 110,000 40,700 

トラック 
税 額（円） 

自家用 営業用 

貨客兼用車 

(積載量 

1 ﾄﾝ 

 以下） 

総排気量 

1 ㍑以下・ 

電気自動車 

13,200 10,200 

総排気量 

1 ㍑超 1.5 ㍑以下 
14,300 11,200 

総排気量 

     1.5 ㍑超 
16,000 12,800 

最大積載量 1 ﾄﾝ以下 8,000 6,500 

  〃  1 ﾄﾝ超 2 ﾄﾝ以下 11,500 9,000 

  〃  2 ﾄﾝ超 3 ﾄﾝ以下 16,000 12,000 

  〃  3 ﾄﾝ超 4 ﾄﾝ以下 20,500 15,000 

 

 

バ ス 
税 額（円） 

自家用 営業用 

乗車定員 30 人以下 

（一般乗合車） 
－ 12,000 

〃 

（その他） 
33,000 26,500 

 

 

３ 納める方法は 

県から送付される納税通知書により、毎年４月１日現在の所有者(使用者)が５月31日までに納

付します。 

４月１日以後に新たに自動車を所有するなど年度途中に納税義務が発生した場合は、運輸支局

に新規登録の申請をするときに自動車税事務所へ申告して、月割による額で納付します（この場

合、申請書に自動車税証紙代金収納印の押印を受けて納めます。）。 

 

４ 身体などに障害のある人に対する減免 

身体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人の

うち、一定級以上の人が使用する自動車や、身体障害者などの人が利用するために構造を変更し

た自動車については、申請により自動車税が減免されます。 

令和元年９月３０日以前に初回新規登録した車両については年税額４５，０００円(重課対象

車は５１，７００円)、令和元年１０月１日以降に初回新規登録した車両については年税額４４，

０００円を限度として減免されます。 

 

５ 自動車税種別割のグリーン化特例 

自動車に起因する大気汚染や地球温暖化の対策として、燃費性能や排出ガス性能が優れている

自動車については自動車税種別割の負担を軽減しています。（軽課） 

一方、新車新規登録から一定年数を経過した自動車については、その排出ガスが環境に与える
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自動車税種別割の手続きＱ＆Ａ 

◎自動車を譲ったら…… 

 自 動 車 を 譲っ た り 、 下取り に 出 し た りし て も 登 録がそ の ま ま だ と翌 年 度 以 降も課 税 さ れ ま す。 必 ず 運 輸

（支）局で名義変更の手続きを行いましょう。手続きを相手方や代理人に依頼した時も、登録が確実に行わ

れたかどうか確かめましょう。 

◎壊れて動かない車がある…… 

 壊れたりして使っていない車にも課税されます。抹消登録の手続きをすれば翌月からの自動車税種別割は

減額されます。運輸（支）局で手続きを行いましょう。 

◎引っ越したら…… 

 運輸支局で住所変更の手続きを行ってください。もし、住所変更などの手続きが遅れる場合などは自動車

税事務所に変更の届出をしてください。 

（ 滋 賀 県 の ホ ー ム ペ ー ジ か ら 「 し が ネ ッ ト 受 付 サ ー ビ ス 」 に よ り 住 所 変 更 ・ 訂 正 の 届 出 も で き ま す 。 ） 

滋賀運輸支局 ℡050-5540-2064(音声案内)  手続きは早めにすませましょう！  

負荷が現在の排出ガス基準値に比べ大きくなっていることから自動車税の負担を重くしていま

す。（重課） 

 

◆ 負担が軽減される自動車（環境負荷の小さい自動車） 

〇 令和５～６年度（令和５年４月１日～令和７年３月３１日）に新車新規登録された下表の自

動車については、新車新規登録の翌年度に限り税率を軽減します。 

対象自動車 措置内容 

電気自動車（燃料電池自動車を含む）、プラグインハイブリッド自動車、 

天然ガス自動車（平成 21 年排ガス規制 NOx10％以上低減または平成 30 年排ガス規制適合） 

概ね 

７５％軽減 

営業用乗用車 

（ガソリン・LPG） 

『平成17年排ガス規制75％低減または平成30年排ガス規制50％低減』か

つ『令和12年度燃費基準90％達成』かつ『令和２年度燃費基準達成』 

営業用乗用車 

（ディーゼル）  

『平成 30 年排出ガス基準適合または平成 21 年排出ガス基準適合』かつ『令

和 12 年度燃費基準 90％達成』かつ『令和２年度燃費基準達成』  

営業用乗用車 

（ガソリン・LPG） 

『平成17年排ガス規制75％低減または平成30年排ガス規制50％低減』か

つ『令和12年度燃費基準70％達成』かつ『令和２年度燃費基準達成』 概ね 

５０％軽減 営業用乗用車 

（ディーゼル）  

『平成 30 年排出ガス基準適合または平成 21 年排出ガス基準適合』かつ『令

和 12 年度燃費基準 70％達成』かつ『令和２年度燃費基準達成』  

 

◆ 負担が重くなる自動車（環境負荷の大きい自動車） 

新車新規登録から一定年数を経過した自動車については、次のとおり税率が高くなります。 

  対象自動車 措置内容 

ガソリン車・LPG車 

（新車新規登録から13年を超えるもの）  

経 過 し た 翌 年 度 か ら 通 常 の 税 率 よ り

概ね１５％高くなります。 

ただし、バス・トラック（ライトバン

含む）は、概ね１０％高くなります。 

ディーゼル車 

（新車新規登録から11年を超えるもの） 

※ 電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド自動車のうちガソリンを燃料とするもの、メタ 

ノール車、一般乗合用バスおよび被けん引車は重課の対象から除かれます。 
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自動車重量税                 国税  
自 動 車 重 量 税 は 、 車 検 時 な ど に 、 自 動 車 の 重 量 等 に 応 じ て 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

新 規 ま た は 継 続 等 の た め に 、 自 動 車 検 査 証 の 交 付 や 車 両 番 号 の 指 定 を 受 け る 人  

 

２  納 め る 額 は  

主 な も の は 次 の と お り で す 。  

    

車 種  車検期間 区 分  本 則 税 率  自 家 用  営 業 用  

検 査 自 動 車  

        

乗 用 自 動 車  

３ 年  車 両 重 量 0． 5tご

と  

7 ,500円  12 ,300円  一  

２ 年  〃  5 ,000円  8 ,200円  一  

１ 年  〃  2 ,500円  4 ,100円  2 ,600円  

バ ス  １ 年  車 両 総 重 量 1tご と  2 ,500円  4 ,100円  2 ,600円  

ク 

車 両 総 重 量 2 . 5 t 超 ２ 年  〃  5 ,000円  8 ,200円  5 ,200円  

１ 年  〃  2 ,500円  4 ,100円  2 ,600円  

車 両 総 重 量 2 . 5 t以 下 ２ 年  〃  5 ,000円  6 ,600円  5 ,200円  

１ 年  〃  2 ,500円  3 ,300円  2 ,600円  

特 種 車  

２ 年  〃  5 ,000円  8 ,200円  5 ,200円  

１ 年  〃  2 ,500円  4 ,100円  2 ,600円  

 

小 型 二 輪 車  

３ 年  １ 車 両 に つ き  4 ,500円  5 ,700円  4 ,500円  

２ 年  〃  3 ,000円  3 ,800円  3 ,000円  

１ 年  〃  1 ,500円  1 ,900円  1 ,500円  

検 査 対 象 軽 自 動 車  
３ 年  〃  7 ,500円  9 ,900円  一  

２ 年  〃  5 ,000円  6 ,600円  5 ,200円  

1年  〃  2 ,500円  3 ,300円  2 ,600円  

届 出 軽 自 動 車 
検 査 対 象 外 

軽 自 動 車 

二 輪 車  一  １ 届 出 に つ き  4 ,000円  4 ,900円  4 ,100円  

そ の 他  一  〃  7 ,500円  9 ,900円  7 ,800円  

                                          

※  電 気 自 動 車 等 の い わ ゆ る 次 世 代 自 動 車 や 、一 定 の 排 ガ ス 性 能・燃 費 性 能 等 を 備 え た 自 動 車 に つ

い て は 、 本 則 税 率 を 適 用 し ま す 。  

※  初 度 登 録（ 初 度 検 査 ）か ら 13年 、18年 を 経 過 し た 自 動 車 に つ い て は 、上 記 と 税 率 が 異 な り ま

す 。  
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軽自動車税環境性能割                    市町税  

消 費 税 率 １ ０ ％ へ の 引 上 げ に 合 わ せ 、自 動 車 取 得 税 が 令 和 元 年 ９ 月 ３ ０ 日 を も っ て 廃

止 さ れ 、 令 和 元 年 １ ０ 月 １ 日 よ り 新 た に 軽 自 動 車 税 環 境 性 能 割 が 創 設 さ れ ま し た 。  

軽 自 動 車 税 環 境 性 能 割 は 、軽 自 動 車 を 取 得 す る 際 の 環 境 性 能 に 応 じ て か か る 税 金 で す 。 
 

１  納 め る 人 は  
三 輪 以 上 の 軽 自 動 車 を 取 得 し た 人  

 
２  納 め る 額 は  

取 得 価 額 の ０ ～ ２ ％ （ ※ ）  
※  環 境 性 能 等 に 応 じ て 決 定  

 

３  免 税 点 ・ 非 課 税  
 取 得 価 額 が 50 万 円 以 下 の と き や 相 続 に よ っ て 取 得 し た 場 合 な ど は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

 

４  身 体 な ど に 障 害 の あ る 人 に 対 す る 減 免  
一 定 級 以 上 の 障 害 者 が 使 用 す る 軽 自 動 車 に つ い て は 、 申 請 に よ り 軽 自 動 車 税 環 境 性

能 割 が 減 免 さ れ ま す 。  

 

５  低 公 害 車 ・ 低 燃 費 車 の 軽 減 措 置  
 一 定 の 燃 費 基 準 を 満 た す 軽 自 動 車 の 取 得 に つ い て は 軽 自 動 車 税 環 境 性 能 割 が 軽 減 さ

れ ま す 。  

 

６  納 め る 方 法 は  
 軽 自 動 車 の 登 録 ま た は 届 出 の 際 に 申 告 し て 、 納 付 し ま す 。  
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軽自動車税種別割                    市町税  

旧 軽 自 動 車 税 は 、 消 費 税 率 １ ０ ％ へ の 引 上 げ に 合 わ せ 、 令 和 元 年 １ ０ 月 １ 日 よ り 軽 自

動 車 税 種 別 割 と 名 称 が 変 更 さ れ ま し た 。 軽 自 動 車 税 種 別 割 は 、 軽 自 動 車 な ど の 所 有 に 対

し て か か る 税 金 で す 。  
 

１  納 め る 人 は  
原 動 機 付 自 転 車 、 軽 自 動 車 、 小 型 特 殊 自 動 車 お よ び 二 輪 の 小 型 自 動 車 の 所 有 者  

 
２  納 め る 額 は  

軽自動車の種類により税額は違いますが、その標準となるものは次のようになっています。  
 

車   種  税 額  

原 動 機 付

自 転 車  

総 排 気 量 50cc以 下  2,000円  

総 排 気 量 50cc 超 ～

90cc以 下  
2,000円  

総 排 気 量 90cc 超 ～

125cc以 下  
2,400円  

ミ ニ カ ー  3,700円  

軽 自 動 車  二 輪（ 総 排 気 量 125cc

超 ～ 250cc以 下 ）  
3,600円  

二 輪 の 小 型 自 動 車  

（ 総 排 気 量 250cc超 ～ ）  
6,000円  

 

車   種  

税 額  

平 成 27年 ３ 月

31日 以 前 に 取

得 さ れ た 車  

平 成 27 年 ４ 月

１ 日 以 降 に 取 得

さ れ た 車  

最 初 の 新 規 検 査

か ら 13年 を 経

過 し た 車  

軽 自 動 車  三 輪  3,100円  3,900円  4,600円  

四 輪  
貨物用 

営 業 用  3,000円  3,800円  4,500円  

自 家 用  4,000円  5,000円  6,000円  

乗 用  
営 業 用  5,500円  6,900円  8,200円  

自 家 用  7,200円  10,800円  12,900円  

 
 

３  納 め る 方 法 は  
市 町 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ っ て 納 め ま す 。 (普 通 徴 収 )   
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軽油引取税                         県税  

軽 油 引 取 税 は 、バ ス や ト ラ ッ ク な ど の 燃 料 で あ る 軽 油 の 現 実 の 納 入 を 伴 う 引 取 り 等 に

対 し て 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

・ 元 売 業 者 や 特 約 業 者 か ら 軽 油 の 現 実 の 納 入 を 伴 う 引 取 り を 行 う 者  

元 売 業 者 ： 軽 油 を 製 造 ・ 輸 入 ・ 販 売 す る 業 者 で 、 総 務 大 臣 が 指 定 し た 者  

特 約 業 者 ： 元 売 業 者 と 契 約 し て 継 続 的 に 軽 油 の 供 給 を 受 け 、 販 売 す る 業 者 で 、  

都 道 府 県 知 事 が 指 定 し た 者  

・ 燃 料 炭 化 水 素 油 を 自 動 車 用 燃 料 と し て 販 売 ま た は 消 費 し た 者   な ど  

 

２  納 め る 額 は  

軽 油 １ キ ロ リ ッ ト ル に つ き 32,100 円  

 

３  納 め る 方 法 は  

元 売 業 者 や 特 約 業 者 等 が 、 各 月 分 を ま と め て 翌 月 末 日 ま で に 県 （ 滋 賀 県 の 場 合 は 南 部

県 税 事 務 所 ） へ 申 告 等 す る こ と に よ り 、 納 め ま す 。  

 

４  免 税  

石 油 化 学 製 品 製 造 を 営 む 者 や 、 船 舶 ・ 鉄 道 ・ 軌 道 車 両 ・ 農 業 ・ 林 業 等 の 機 械 の 動 力 源

な ど 、 法 律 に 定 め の あ る 、 一 定 の 用 途 に 使 用 す る 場 合 は 、 軽 油 の 購 入 前 に 手 続 き を す れ

ば 免 税 と な り ま す 。 （ 石 油 化 学 製 品 製 造 を 営 む 者 等 一 部 を 除 き 令 和 ９ 年 ３ 月 31 日 ま で

の 特 例 ）  

 

５  軽 油 の 製 造 等 の 承 認  

次 の よ う な 場 合 に は 、 事 前 に 知 事 の 承 認 が 必 要 に な り 、 承 認 の な い 行 為 に 対 し て は 罰

則 が 課 さ れ ま す 。  

（ １ ） 軽 油 に 灯 油 や 重 油 な ど を 混 和 す る と き  

（ ２ ） 灯 油 と 重 油 を 混 和 す る な ど し て 軽 油 を 製 造 す る と き  

（ ３ ） 灯 油 や 重 油 な ど を 自 動 車 の 燃 料 と し て 譲 渡 や 消 費 す る と き  

 

● 混 和 軽 油 な ど に も 課 税 さ れ ま す  

軽 油 に 灯 油 な ど を 混 ぜ た 混 和 軽 油 を 販 売 （ 消 費 ） し た 場 合 や 、 灯 油 や 重 油 な ど を 自 動

車 の 燃 料 と し て 販 売 （ 消 費 ） し た 場 合 は 、 販 売 （ 消 費 ） し た 人 に 軽 油 引 取 税 が 課 税 さ れ

ま す 。（ こ の 場 合 の 申 告 ・ 納 税 は 販 売 （ 消 費 ） し た 人 が 行 い ま す 。）  

上 記 ５ の 承 認 を 得 て い る 場 合 で 、課 税 済 軽 油 が 含 ま れ る と き は そ の 分 は 控 除 さ れ ま す 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  軽 油 は 県 内 の ス タ ン ド で 給 油 し ま し ょ う 。   

滋 賀県 不 正 軽油 ホ ット ラ イ ン  

不 正 軽 油 に 関 す る 情 報 を お 寄 せ く だ さ い  

電  話  ０ １ ２ ０ － ２ ４ １ ８ ６ ９
ふ せ い は ﾛ ｯ ｸ

 

Ｆ Ａ Ｘ  ０ ７ ７ － ５ ２ ８ － ４ ８ １ ９  

メ ー ル  ke i yu110@pref . sh iga . lg . jp  
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揮発油税・地方揮発油税                 国税  

  

１  納 め る 人 は  

揮 発 油 の 製 造 者 お よ び 揮 発 油 を 保 税 地 域 か ら 引 き 取 る 者  

 

２  納 め る 額 は  

 揮 発 油 税   ： １ キ ロ リ ッ ト ル に つ き  48,600 円  

 地 方 揮 発 油 税 ： １ キ ロ リ ッ ト ル に つ き   5 ,200 円  

※  揮 発 油 税 は 、主 と し て 自 動 車 に 使 用 す る ガ ソ リ ン に か か る 税 金 で す が 、地 方 揮 発 油 税

も こ れ と 同 じ で 、 申 告 ・ 納 付 な ど は す べ て 揮 発 油 税 と し て 併 せ て 行 い ま す 。  

 

 

石油ガス税                               国税  

 

１  納 め る 人 は  

 自 動 車 用 の 石 油 ガ ス 容 器 へ の 石 油 ガ ス 充 填 者 お よ び 課 税 石 油 ガ ス を 保 税 地 域 か ら 引

き 取 る 者  

 

２  納 め る 額 は  

  自 動 車 用 石 油 ガ ス １ キ ロ グ ラ ム あ た り 17 円 50 銭  
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不動産と税 
不 動 産 に 関 係 の あ る 税 金 は 、 国 税 、 地 方 税 な ど こ の よ う な 税 金 が 課 税 さ れ ま す 。  

 国   税    県   税    市  町  税   

 相 続 税  

贈 与 税  

登 録 免 許 税  

所 得 税  

法 人 税  

  不 動 産 取 得 税  
（ 固 定 資 産 税 ）  
県 民 税  

 

  固 定 資 産 税  

都 市 計 画 税  

特 別 土 地 保 有 税  

市 町 民 税  

 

         

 取 得 し た 時  所 有 し て い る 時  譲 渡 し た 時   

 不 動 産 取 得 税 

特 別 土 地 保 有 税 

相 続 税 

贈 与 税 

登 録 免 許 税 

固 定 資 産 税 

都 市 計 画 税 

特 別 土 地 保 有 税 

県 民 税 

市 町 民 税 

所 得 税 

法 人 税 

 

※ 不 動 産 に 関 す る 税 金 に は 、 こ の ほ か に 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 や 印 紙 税 が あ り ま す 。  

 

不動産取得税                   県 税  

不 動 産 取 得 税 は 、 登 記 の 有 無 や 有 償 ・ 無 償 ま た は そ の 原 因 （ 売 買 、 贈 与 、 交 換 な ど ）

に 関 わ ら ず 、 不 動 産 （ 土 地 ・ 家 屋 ） を 取 得 し た と き に 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

・ 土 地 を 売 買 、 交 換 、 贈 与 な ど に よ り 取 得 し た 人  

 ・ 家 屋 を 新 築 、 増 ・ 改 築 、 売 買 、 贈 与 な ど に よ り 取 得 し た 人  

 

２  納 め る 額 は  

 

不 動 産 の 価 格 （ 注 1 ）  

（ 課 税 標 準 ）  

 

  × 税  率 （ 注 2 ） ＝  

 
税  額  

 
  （ 注 １ ） 不 動 産 取 得 税 の 課 税 標 準 と な る 不 動 産 の 価 格 は 、 次 の 価 格 に よ り ま す 。  

        ①  実 際 の 購 入 価 格 や 建 築 工 事 の 請 負 価 格 等 で は な く 、原 則 と し て 、不 動 産 を 取 得 し た

と き の 市 町 の 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 価 格 に よ り ま す 。  
        ②  家 屋 の 新 築・増 築・改 築 の 場 合 な ど 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 価 格 が 登 録 さ れ て い な い 場

合 、総 務 大 臣 の 定 め る「 固 定 資 産 評 価 基 準 」に よ り 評 価 し て 知 事 が 決 定 し た 価 格 に よ

り ま す 。  
※  た だ し 、宅 地 評 価 土 地（ 宅 地 お よ び 宅 地 比 準 土 地 ）を 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で に 取 得 し た

場 合 は 、 不 動 産 の 価 格 の ２ 分 の １ を 課 税 標 準 と す る 特 例 措 置 が 講 じ ら れ て い ま す 。  

な お 、宅 地 比 準 土 地 と は 、 宅 地 以 外 の 土 地 （ 山 林 、雑 種 地 等 ） で 課 税 標 準 と な る 不 動 産 の

価 格 が 、 そ の 状 況 の 類 似 す る 宅 地 の 価 格 に 比 準 し て 決 定 さ れ た 土 地 を い い ま す 。  
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（ 注 ２ ） 税 率 は 、 下 表 の と お り で す 。  

取 得 の 時 期  土 地 に 対 す る 税 率  
家 屋 に 対 す る 税 率  

住 宅  住宅以外 

H20.4 .1～ Ｒ ９ .3 .31 ３ ％  ３ ％  ４ ％  

○  免 税 点  

  ①  価 格 が 10 万 円 未 満 の 土 地 を 取 得 し た と き 。  

  ②  価 格 が 23 万 円 未 満 の 家 屋 を 建 築 （ 新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 ） し た と き 、 ま た は 価 格 が 12 万

円 未 満 の 家 屋 を 取 得 （ 建 築 を 除 く ） し た と き 。  

 

３  納 め る 方 法 は  

○  申 告  

不 動 産 の 取 得 の 日 か ら 60 日 以 内 に 、 不 動 産 の 所 在 地 の 市 町 長 を 経 由 し て 知 事 に 取

得 の 申 告 書 を 提 出 し ま す 。 （ た だ し 、 当 該 期 間 内 に 表 示 に 関 す る 登 記 ま た は 所 有 権 の

登 記 の 申 請 を し た 場 合 は 、 こ の 限 り で は あ り ま せ ん 。 ）  

○  納 税  

県 税 事 務 所 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、 通 知 書 に 記 載 さ れ た 納 期 限 ま で に 納

め ま す 。  

 

４  住 宅 や 住 宅 用 土 地 に 対 す る 軽 減 に つ い て  

１  住 宅 に 対 す る 軽 減  

（ １ ） 新 築 住 宅 ・ 新 築 未 使 用 住 宅  

 住 宅 の 床 面 積 が 50 ㎡ 以 上 240 ㎡ 以 下 （ 貸 家 共 同 住 宅 の 場 合 の 下 限 は 、 １ 戸

当 た り 40 ㎡ 以 上 ） で あ る 要 件 等 を 満 た す 住 宅 を 建 築 し た と き 、 ま た は 未 使 用 の

新 築 住 宅 を 購 入 し た と き に は 、１ 戸 に つ き 1,200 万 円（ ※ ）が 価 格（ 評 価 額 ）か

ら 控 除 さ れ ま す 。 （ な お 、 こ の 床 面 積 は 、 今 回 取 得 し た 住 宅 と 同 一 敷 地 内 に 一 構

と な る べ き 住 宅 全 体 で 判 定 し ま す 。 ）  

（ ※ ）  長 期 優 良 住 宅 の 普 及 の 促 進 に 関 す る 法 律 に 規 定 す る 認 定 長 期 優 良 住 宅 の 新 築 の

場 合 に つ い て は 、平 成 21 年 ６ 月 ４ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で の 間 に 取 得 し た

場 合 に 限 り 1,300 万 円 と な り ま す 。  

（ ２ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 適 合 既 存 住 宅 ）  

取 得 し た 人 が 居 住 す る 住 宅 の 床 面 積 が 50 ㎡ 以 上 240 ㎡ 以 下 で あ り 、 次 の い

ず れ か の 要 件 を 満 た す 中 古 住 宅 を 取 得 し た と き に は 、当 該 中 古 住 宅 が 新 築 さ れ た

日 に 応 じ て 、 １ 戸 に つ き 当 該 住 宅 が 新 築 さ れ た 時 点 に お け る 控 除 額 が 価 格 （ 固 定

資 産 課 税 台 帳 登 録 価 格 ） か ら 控 除 さ れ ま す 。  

①  昭 和 57 年 １ 月 １ 日 以 降 に 新 築 さ れ た も の 。  

②  昭 和 56 年 12 月 31 日 以 前 に 新 築 さ れ た も の で 、 新 耐 震 基 準 を 満 た す こ と

が 証 明 さ れ た も の （ 当 該 住 宅 の 取 得 の 日 前 ２ 年 以 内 に 調 査 が 終 了 し た も の に 限

る ） 。  

新 築 さ れ た 日  控 除 さ れ る 額  

昭 和 51年 １ 月 1日 ～ 昭 和 56年 6月 30日  350 万 円  

昭 和 56年 ７ 月 1日 ～ 昭 和 60年 6月 30日  420 万 円  

昭 和 60年 7月 1日 ～ 平 成 元 年 3月 31日  450 万 円  

平 成 元 年 4月 1日 ～ 平 成 9年 3月 31日  1,000 万 円  

平 成 9年 4月 1日 以 降  1,200 万 円  
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（ ３ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ）  

住 宅 の 床 面 積 が 50 ㎡ 以 上 240 ㎡ 以 下 で あ り 、次 の 要 件 を す べ て 満 た す 中 古 住

宅 を 取 得 し た と き に は 、 当 該 中 古 住 宅 が 新 築 さ れ た 日 に 応 じ て 、 １ 戸 に つ き 当 該

住 宅 が 新 築 さ れ た 時 点 に お け る 控 除 額 に 税 率 （ ３ ％ ） を 乗 じ て 得 た 額 が 減 額 さ れ

ま す 。  

①  昭 和 56 年 12 月 31 日 以 前 に 新 築 さ れ た も の 。  

②  取 得 日 か ら ６ か 月 以 内 に 耐 震 改 修 を 行 い 、新 耐 震 基 準 に 適 合 す る 証 明 を 受 け 、

改 修 後 に 取 得 者 （ 個 人 ） が 居 住 す る こ と 。  

 

２  住 宅 用 の 土 地 に 対 す る 軽 減  

（ １ ） 新 築 住 宅 用 土 地  

次 の ① 、 ② い ず れ か の 要 件 を 満 た す 新 築 住 宅 用 土 地 を 取 得 し た 場 合 に は 、 土 地

の 取 得 に 対 す る 税 額 か ら 、 次 の （ ア ） 、 （ イ ） の い ず れ か 高 い 方 の 額 が 減 額 さ れ

ま す 。  

（ ア ） ４ ５ ， ０ ０ ０ 円  

（ イ ）  

   

 

（ ※ ） 宅 地 評 価 土 地 に つ い て は 、 特 例 措 置 適 用 後 の 価 格 に よ り 算 出 し た 価 格  

 

①  土 地 を 取 得 し た 日 か ら ２ 年 （ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で の 取 得 の 場 合 は ３ 年 ）

以 内 に 当 該 土 地 の 上 に 、１（ １ ）の 新 築 住 宅 を 取 得 し た 場 合 で 、一 定 の 要 件 を 満

た す と き  

②  土 地 を 取 得 し た 人 が 、取 得 の 日 前 １ 年 以 内 に 、そ の 土 地 の 上 に １（ １ ）の 新 築

住 宅 の 要 件 を 満 た す 住 宅 を 新 築 し て い た 場 合  

 

（ ２ ） 新 築 未 使 用 住 宅 用 土 地  

新 築 未 使 用 の １ （ １ ） の 新 築 住 宅 の 要 件 を 満 た す 住 宅 と そ の 土 地 を 、 住 宅 の 新

築 後 １ 年 以 内 に 取 得 し た 場 合 に は 、 ２ （ １ ） の 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 の 計 算 と 同

じ 計 算 に よ り 算 定 し た 額 が 減 額 さ れ ま す 。  

 

（ ３ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 適 合 既 存 住 宅 ） 用 土 地  

土 地 を 取 得 し た 人 が 、 取 得 の 日 か ら １ 年 以 内 ま た は 取 得 の 日 前 １ 年 以 内 に 、 そ

の 土 地 の 上 に あ る １ （ ２ ） の 中 古 住 宅 の 要 件 を 満 た す 住 宅 、 ま た は 、 新 築 未 使 用

の １ （ １ ） の 新 築 住 宅 の 要 件 を 満 た す 自 己 居 住 用 の 住 宅 で 新 築 さ れ た 日 か ら １ 年

以 上 経 過 し た も の を 取 得 し た 場 合 に は 、 ２ （ １ ） の 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 の 計 算

と 同 じ 計 算 に よ り 算 定 し た 額 が 減 額 さ れ ま す 。  

 

（ ４ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） 用 土 地  

土 地 を 取 得 し た 人 が 、 取 得 の 日 か ら １ 年 以 内 ま た は 取 得 の 日 前 １ 年 以 内 に 、 そ

の 土 地 の 上 に あ る 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） を 取 得 し た 場 合 に は 、 ２

（ １ ）の 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 の 計 算 と 同 じ 計 算 に よ り 算 定 し た 額 が 減 額 さ れ ま

す 。  

※  中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） の 取 得 が １ （ ３ ） の 要 件 に 該 当 す る 場

合 に 限 る 。  

土 地 １ ㎡ 当 た り の 価 格

（ ※ ）  
×  住 宅 の 床 面 積 ×２  

（ 最 高 200 ㎡ ）  

× ３ ％  
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５  非 課 税 に つ い て （ 主 な も の ）  

 次 の 場 合 に は 、 不 動 産 取 得 税 は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

 １  相 続 等 の 形 式 的 な 所 有 権 の 移 転 等 に 対 す る 非 課 税  

 ２  用 途 に よ る 非 課 税  

  ①  学 校 法 人 や 宗 教 法 人 な ど が 、 そ の 本 来 の 事 業 の 用 に 供 す る 不 動 産 を 取 得 し た 場 合 

  ②  社 会 福 祉 法 人 な ど が 一 定 の 社 会 福 祉 の 事 業 の 用 に 供 す る 不 動 産 を 取 得 し た 場 合 

  ③  公 共 の 用 に 供 す る 道 路 な ど の 不 動 産 を 取 得 し た 場 合 等  

 

６  そ の 他 の 軽 減 に つ い て （ 主 な も の ） 

 次 の 場 合 に 該 当 す る と き 、 一 定 の 要 件 を 満 た す と 軽 減 さ れ ま す 。  

１  公 共 事 業 （ 収 用 す る こ と が で き る 事 業 ） の た め に 、 そ の 事 業 を 行 う 者 に 不 動 産 を

譲 渡 し た り 、 移 転 補 償 金 を 受 け た 者 が 、 一 定 期 間 内 に 代 替 不 動 産 を 取 得 し た 場 合  

２  譲 渡 担 保 と し て 不 動 産 を 取 得 し た 後 、 ２ 年 以 内 に 債 権 の 消 滅 に よ り 所 有 権 を 戻 し

た 場 合  

３  取 得 し た 不 動 産 が 、 取 得 の 日 か ら ３ か 月 以 内 に 発 生 し た 災 害 に よ り 本 来 の 用 に 供

す る こ と が で き な く な っ た 場 合  

４  災 害 に よ り 滅 失 等 し た 不 動 産 の 所 有 者 が ２ 年 以 内 に 代 替 不 動 産 を 取 得 し た 場 合  

５  取 り こ わ す こ と を 条 件 と し て 家 屋 を 取 得 し 、 使 用 す る こ と な く 直 ち に 取 り こ わ し

た 場 合  

６  宅 地 建 物 取 引 業 者 が 、 新 築 さ れ た 日 か ら １ ０ 年 以 上 経 過 し た 中 古 住 宅 を 取 得 し て

２ 年 以 内 に 、 一 定 の 改 修 工 事 を 行 っ た 後 に 個 人 へ 譲 渡 し 、 そ の 個 人 が 自 己 の 居 住 の

用 に 供 し た 場 合 の 宅 地 建 物 取 引 業 者 に 課 さ れ る 不 動 産 取 得 税（ 令 和 7 年 ３ 月 ３ １ 日

ま で の 取 得 に 限 る 。 ）  

７  宅 地 建 物 取 引 業 者 が 、 新 築 さ れ た 日 か ら 10 年 以 上 経 過 し た 中 古 住 宅 の 敷 地 の 用

に 供 す る 土 地（ そ の 中 古 住 宅 と と も に 取 得 し た も の に 限 る 。）を 取 得 し て 2 年 以 内

に そ の 土 地 の 上 に あ る 中 古 住 宅 に 対 し 一 定 の 改 修 工 事 を 行 っ た 後 、 そ の 中 古 住 宅 の

う ち 一 定 の も の の 敷 地 の 用 に 供 す る 土 地 を 個 人 に 譲 渡 し 、 そ の 個 人 が そ の 中 古 住 宅

の う ち 一 定 の も の を そ の 者 の 居 住 の 用 に 供 し た 場 合 の 宅 地 建 物 取 引 業 者 に 課 さ れ

る 土 地 の 取 得 に つ い て の 不 動 産 取 得 税 （ 令 和 7 年 3 月 31 日 ま で の 取 得 に 限 る 。 ） 

 

７  納 税 の 猶 予 に つ い て  

新 築 住 宅 用 土 地 お よ び 中 古 住 宅 用 土 地 に 対 し て 、 一 定 期 間 内 に 不 動 産 取 得 税 の 軽 減 を

受 け る 要 件 を 満 た す 予 定 で あ る こ と に つ い て 申 請 を し た 場 合 は 、 一 定 期 間 に 限 っ て 、 軽

減 さ れ る 見 込 額 の 納 税 が 猶 予 さ れ ま す 。  
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納 税 が 猶 予 さ れ る 場 合  猶 予 期 間  

新

築

住

宅

用

土

地 

 土 地 の 取 得 後 2 年 （ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で の 取 得 の 場 合

は ３ 年 ） 以 内 に そ の 土 地 の 上 に 、 土 地 を 取 得 し た 人 が 、 ４ １

（ １ ） 新 築 住 宅 を 新 築 す る こ と が 確 実 で あ る と き 等 一 定 の 要

件 を 満 た す 場 合 に は 、 ４ ２ （ １ ） 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相

当 す る 額 に つ い て 、 申 請 に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き

ま す 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら ３ 年 （ 100 戸

以 上 あ る 共 同 住 宅

等 で 一 定 の 要 件 を

満 た す 場 合 は ４

年 ）  

中

古

住

宅

基

準

適

合

既

存

住

用

土

地 

土 地 を 取 得 し た 人 が 取 得 後 １ 年 以 内 に そ の 土 地 の 上 に あ る

４ １ （ ２ ） 中 古 住 宅 を 取 得 す る こ と が 確 実 で あ る と き は 、 ４

２ （ ３ ） 中 古 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相 当 す る 額 に つ い て 、 申 請

に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き ま す 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら １ 年  

用

土

地 

土 地 を 取 得 し た 人 が 取 得 後 １ 年 以 内 に そ の 土 地 の 上 に あ る

中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） を 取 得 す る こ と が 確 実

で あ る と き は 、 ４ ２ （ ４ ） 中 古 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相 当 す る

額 に つ い て 、 申 請 に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き ま す 。  

※  中 古 住 宅（ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ）の 取 得 が 、４ １（ ３ ） 

の 要 件 に 該 当 す る こ と が 確 実 で あ る 場 合 に 限 る 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら １ 年 ６ か 月  

土 地 を 取 得 し た 人 が 取 得 前 １ 年 の 期 間 内 に そ の 土 地 の 上 に

あ る 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） を 取 得 し て い た と

き は 、 ４ ２ （ ４ ） 中 古 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相 当 す る 額 に つ い

て 、 申 請 に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き ま す 。  

※  中 古 住 宅（ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ）の 取 得 が 、４ １（ ３ ） 

の 要 件 に 該 当 す る こ と が 確 実 で あ る 場 合 に 限 る 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら ６ か 月  
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税知識チ ェック ・ポイン ト！  

わが家の不動産取得税はいくら？ 

 

問 題： 宅 地 を 令 和 ５ 年 10 月 １ 日 に 購 入 し 、そ の 土 地 の 上 に 令 和 ６ 年 ６ 月 １ 日 に 専 用 住

宅 を 新 築 し ま し た 。 不 動 産 取 得 税 は い く ら に な る で し ょ う ？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 え ：  

【 土 地 の 税 額 】  

 （ 当 初 の 税 額 ）  

  1 ,200 万 円 ×1/2×３ ％ ＝ 18 万 円  

 （ 住 宅 が １ （ １ ） 新 築 住 宅 の 要 件 を 満 た す こ と に よ る 減 額 ）  

  1 ,200 万 円 ×1/2÷300 ㎡ ×200 ㎡ ×３ ％ ＝ 12 万 円  

  4 万 5 千 円 ＜ １ ２ 万 円 ⇒ １ ２ 万 円 減 額  

   ※ Ｐ ． 4４  ４ ２ (１ )参 照  

（ 納 付 す べ き 税 額 ）  

  18 万 円 － 12 万 円 ＝ ６ 万 円  

  

 

【 家 屋 の 税 額 】  

  1 ,300 万 円 － 1,200 万 円 ＝ 100 万 円  

  100 万 円 ×３ ％ ＝ ３ 万 円   

た だ し 、 認 定 長 期 優 良 住 宅 の 場 合 は ０ 円 （ 1,300 万 円 － 1,300 万 円 ＝ ０ 円 ）  

 ※ Ｐ ． 4３  ４ １ (1)参 照  

 

 

 

 

● 土 地  面 積  300 ㎡  

    固 定 資 産 課 税 台 帳 の 価 格  

 1 ,200 万 円  

● 家 屋  延 床 面 積  120 ㎡  

    取 得 時 の 評 価 額  1 ,300 万 円  

土 地 の 価 格 に ２

分 の １ を か け て

い る の は な ぜ だ

ろ う ？  

ヒ ン ト：42ペ ー ジ の（ 注 １ ）

を 見 て み よ う 。  

税 率 ３ ％ を か け

る だ け で は だ め

な の か な ？  

120 ㎡ ×２ ＝ 240 ㎡ で す が 200 ㎡ が 限 度 で す 。  
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固定資産税                  市町税  

 固 定 資 産 税 は 、 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 で 土 地 、 家 屋 、 償 却 資 産 を 所 有 し て い る 人 に 、 そ の

固 定 資 産 の 価 格 を も と に 算 定 さ れ た 額 が 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 固 定 資 産 （ 土 地 、 家 屋 お よ び 償 却 資 産 ） の 所 有 者 と し て 、 固 定 資

産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 人  

 

２  納 め る 額 は  

 

固 定 資 産 の 価 格  

（ 課 税 標 準 ）  

 

  × 
税  率  

(1 .4％ ) 

 

＝  

 
税  額  

 
 
３  納 め る 方 法 は  

 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 所 有 者 が 、 市 町 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、 市 町 の 条 例 に

定 め ら れ た 納 期 （ 通 常 ４ 月 、 ７ 月 、 １ ２ 月 、 ２ 月 の 年 ４ 回 で す が 、 市 町 に よ り 異 な り ま

す 。 ） に 納 め ま す 。  

 な お 、 償 却 資 産 の 所 有 者 は 、 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 償 却 資 産 の 内 容 等 を １ 月 ３ １ 日 ま で

に 申 告 し ま す 。  

 

○  固 定 資 産 と は  

固 定 資 産 と は 、 土 地 、 家 屋 、 償 却 資 産 を 総 称 し た も の で 、 次 の も の を い い ま す 。  

  【 土 地 】 田 、 畑 、 宅 地 、 塩 田 、 鉱 泉 地 、 池 沼 、 山 林 、 牧 場 、 原 野 、 そ の 他 の 土 地  

  【 家 屋 】 住 宅 、 店 舗 、 工 場 、 倉 庫 、 そ の 他 の 建 物  

  【 償 却 資 産 】 構 築 物 、 機 械 、 装 置 、 工 具 、 器 具 、 備 品 、 船 舶 、 車 両 、 運 搬 具 、 航 空

機 な ど の 事 業 用 資 産 で 、 法 人 税 ま た は 所 得 税 で 減 価 償 却 の 対 象 と な る

資 産 。 た だ し 、 自 動 車 税 、 軽 自 動 車 税 が 課 さ れ る 自 動 車 は 除 き ま す 。  

 

○  資 産 譲 渡 後 の 納 税 義 務 者  

固 定 資 産 税 は 、 １ 月 ２ 日 以 降 に 所 有 権 の 移 転 が 行 わ れ て も 、 そ の 年 の 納 税 義 務 者 は

変 更 さ れ ま せ ん 。 な お 、 売 買 契 約 な ど で 、 固 定 資 産 税 の 負 担 割 合 を 所 有 期 間 で あ ん 分

す る こ と が あ り ま す が 、 あ く ま で も 当 事 者 間 の 約 束 に と ど ま る も の で す 。  

 

○  価 格 （ 評 価 額 ） と は  

固 定 資 産 の 価 格 と は 、 市 町 の 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 価 格 で す 。 そ の 価

格 は 、 総 務 大 臣 が 定 め る 固 定 資 産 評 価 基 準 に し た が っ て 、 市 町 の 固 定 資 産 評 価 員 が 行

っ た 評 価 に 基 づ い て 、 市 町 長 が 決 定 し ま す 。  

 

○  土 地 ・ 家 屋 の 価 格  

土 地 ・ 家 屋 の 価 格 は 、 ３ 年 に 一 度 評 価 替 え を 行 い 、 価 格 を 決 定 し ま す 。 こ の 評 価 替

え の 年 度 を 基 準 年 度 と い い 、直 近 で は 令 和 ６ 年 度 が こ の 基 準 年 度 に 当 た り ま す 。な お 、

第 ２ 年 度 （ 令 和 ７ 年 度 ） 、 第 ３ 年 度 （ 令 和 ８ 年 度 ） は 、 原 則 と し て 基 準 年 度 （ 令 和 ６

年 度 ） の 価 格 を 据 え 置 き ま す 。  
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た だ し 、 新 築 、 増 改 築 等 の あ っ た 家 屋 お よ び 地 目 の 変 換 の あ っ た 土 地 な ど 基 準 年 度

の 価 格 に よ る こ と が 適 当 で な い 場 合 は 、新 た に 評 価 を 行 い 、新 し い 価 格 を 決 定 し ま す 。 

 

○  免 税 点  

次 の 場 合 に は 、 固 定 資 産 税 は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

区  分  免   税   点  

土  地  固 定 資 産 の 価 格 （ 課 税 標 準 額 ） が  ３ ０ 万 円 未 満  

家  屋  固 定 資 産 の 価 格 （ 課 税 標 準 額 ） が  ２ ０ 万 円 未 満  

償 却 資 産  固 定 資 産 の 価 格 （ 課 税 標 準 額 ） が １ ５ ０ 万 円 未 満  

 

○  住 宅 用 地 の 申 告  

住 宅 用 地 の 認 定 の た め 、 次 の よ う な 場 合 に は 、 「 固 定 資 産 税 の 住 宅 用 地 等 申 告 書 」

の 提 出 が 必 要 で す 。  

 ①  住 宅 を 新 築 ・ 増 築 し た 場 合  

 ②  住 宅 を 全 部 ま た は 一 部 取 り 壊 し た 場 合  

 ③  家 屋 の 用 途 を 変 更 し た 場 合 （ 住 宅 か ら 店 舗 に 、 店 舗 か ら 住 宅 に 変 更 す る な ど ）  

 

○  住 宅 用 地 の 特 例 措 置  

住 宅 用 地 と は 、 住 宅 の 敷 地 と な っ て い る 土 地 を い い 、 住 宅 の 延 床 面 積 の １ ０ 倍 を 限

度 と し ま す 。 毎 年 １ 月 １ 日 （ 賦 課 期 日 ） 現 在 に 住 宅 用 地 で あ る も の に つ い て は 、 次 の

よ う な 課 税 標 準 の 特 例 措 置 が あ り ま す 。  

 ①  小 規 模 住 宅 用 地 （ ２ ０ ０ ㎡ ま で の 住 宅 用 地 ）    課 税 標 準 額 ＝ 価 格 ×１ ／ ６  

 ②  一 般 住 宅 用 地 （ ２ ０ ０ ㎡ を 超 え る 部 分 の 住 宅 用 地 ） 課 税 標 準 額 ＝ 価 格 ×１ ／ ３  

 

○  土 地 に 対 す る 負 担 調 整 措 置  

原 則 と し て 、 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ た 価 格 が 課 税 標 準 額 と な り ま す が 、 土 地

に つ い て は 過 去 か ら の 経 緯 で 、 地 域 や 土 地 に よ り 価 格 に ば ら つ き が 生 じ て い ま す 。 こ

の た め 、 課 税 の 公 平 の 観 点 か ら 、 ば ら つ き の あ る 価 格 に 対 す る 課 税 標 準 額 の 割 合 を 均

衡 化 さ せ る た め 、 税 負 担 の 調 整 措 置 が 講 じ ら れ て い ま す 。  

 

○  新 築 住 宅 に 対 す る 減 額 措 置  

一 定 の 要 件 を 満 た す 新 築 住 宅 に つ い て は 、 一 般 住 宅 の 場 合 、 新 築 後 ３ 年 度 分 （ ３ 階

建 以 上 の 中 高 層 耐 火 住 宅 は 、 新 築 後 ５ 年 度 分 ） 、 長 期 優 良 住 宅 の 場 合 、 新 築 後 5 年 度

分 （ ３ 階 建 以 上 の 中 高 層 耐 火 住 宅 は 、 新 築 後 ７ 年 度 分 ） に 限 り 、 固 定 資 産 税 額 の １ ／

２ が 減 額 さ れ ま す 。 減 額 の 対 象 と な る の は 、 住 居 と し て 用 い ら れ て い る 部 分 の み で 、

床 面 積 の １ ２ ０ ㎡ 分 に 相 当 す る 部 分 ま で が 減 額 さ れ ま す 。  

 

 

県固定資産税                            県税  

 固 定 資 産 税 は 、 本 来 は 市 町 税 で す が 、 県 固 定 資 産 税 は 、 市 町 の 財 政 上 の 均 衡 を 図 る 見

地 か ら 、 法 律 で 定 め る 一 定 限 度 以 上 の 償 却 資 産 に 対 し て 県 が 課 税 す る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

一 定 限 度 以 上 の 償 却 資 産 の 所 有 者  
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２  納 め る 額 は  

 

市 町 が 課 す る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準  

と な る べ き 金 額 を 超 え る 部 分 の 金 額  
× 

税  率  

（ 1.4％ ） 
＝  税  額  

 
３  納 め る 方 法 は  

○  申 告  

  毎 年 １ 月 31 日 ま で に 申 告 し ま す 。  

○  納 税  

  県 税 事 務 所 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、原 則 と し て 、５ 月 、７ 月 、12 月 お よ

び ２ 月 に 納 め ま す 。  

 

都市計画税                             市町税  

都 市 計 画 税 は 、 原 則 と し て 都 市 計 画 法 で 定 め る 市 街 化 区 域 内 に 所 在 す る 土 地 、 家 屋 に

対 し て 課 さ れ る 税 金 で 、 そ の 収 入 は 、 都 市 整 備 の 事 業 な ど の 費 用 に 充 て ら れ る 目 的 税 で

す 。  

 

１  納 め る 人 は  

原 則 と し て 都 市 計 画 法 で 定 め る 市 街 化 区 域 内 に 所 在 す る 土 地 、 家 屋 の 所 有 者 と し て 、

毎 年 １ 月 １ 日 現 在 、 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 人  

 

２  納 め る 額 は  

 

固 定 資 産 の 価 格  

（ 課 税 標 準 ）  

 

  × 税  率  

 

＝  

 
税  額  

 
（ １ ） 課 税 標 準 に つ い て は 、 ほ ぼ 固 定 資 産 税 の 場 合 と 同 様 に な っ て お り 、 土 地 に つ い て

は 負 担 調 整 措 置 が と ら れ て い ま す 。  
（ ２ ） 税 率 に つ い て は 、 市 町 の 条 例 に よ り 次 の よ う に 決 め ら れ て い ま す 。  

税 率  市   町  
０ ． ３ ％  大 津 市 、 彦 根 市 、 長 浜 市 、 近 江 八 幡 市 、 草 津 市  
０ ． ２ ％  守 山 市 、 栗 東 市 、 東 近 江 市 、 米 原 市 、 野 洲 市  

   ※  本 県 で は 、 上 記 以 外 の 市 町 に お い て は 都 市 計 画 税 は 課 税 さ れ て い ま せ ん 。  
   
 
３  納 め る 方 法 は  

毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 所 有 者 が 、 市 町 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、 固 定 資 産 税 と

あ わ せ て 市 町 の 条 例 に 定 め ら れ た 納 期（ 通 常 ４ 月 、７ 月 、１ ２ 月 、２ 月 の 年 ４ 回 で す が 、

市 町 に よ り 異 な り ま す 。 ） に 納 め ま す 。  
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贈与税                           国税  
 贈 与 税 は 、 個 人 か ら 財 産 を も ら っ た と き に 課 さ れ る 税 金 で す 。 そ の 課 税 方 法 に は 「 暦

年 課 税 」 と 「 相 続 時 精 算 課 税 」 が あ り ま す 。  
 な お 、 会 社 な ど 法 人 か ら 財 産 を も ら っ た と き は 、 一 時 所 得 と し て 所 得 税 の 課 税 対 象 と

な り ま す 。  
 

１  暦 年 課 税 制 度  

1 月 1 日 か ら 12 月 31 日 ま で の 1 年 間 に も ら っ た 財 産 の 合 計 額 （ 贈 与 財 産 額 ） が

110 万 円 を 超 え る 場 合 に 申 告 と 納 税 が 必 要 と な り ま す 。贈 与 を 受 け た 年 の １ 月 １ 日 に お

い て １ ８ 歳 以 上 の 人 が 、 父 母 や 祖 父 母 な ど の 直 系 尊 属 か ら 贈 与 を 受 け た 財 産 に 係 る 贈 与

税 の 税 率 は 、 「 一 般 税 率 」 で は な く 、 「 特 例 税 率 」 を 適 用 し ま す 。  

ま た 、 こ の 特 例 税 率 の 適 用 が あ る 財 産 の こ と を 「 特 例 贈 与 財 産 」 と い い 、 そ れ 以 外 の

一 般 税 率 を 適 用 す る 財 産 の こ と を 「 一 般 贈 与 財 産 」 と い い ま す 。  

 
○  税 額 の 計 算  

１  一 般 贈 与 財 産 又 は 特 例 贈 与 財 産 の い ず れ か の み の 財 産 を も ら っ た 場 合  

（ も ら っ た 財 産 の 合 計 額 － 110 万 円 ） × 税 率 (※ )－ 控 除 額  ＝  税 額  

 

※ 【 一 般 贈 与 財 産 用 】（ 一 般 税 率 ）  

 

 

※ 【 特 例 贈 与 財 産 用 】（ 特 例 税 率 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２  一 般 贈 与 財 産 と 特 例 贈 与 財 産 の 両 方 の 財 産 を も ら っ た 場 合  

   次 の ① お よ び ② の 合 計 額 （  ①  ＋  ②  ＝  税 額  ）  

   一 般 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  ａ  × （  Ａ ／ Ｃ  ）  …  ①  

   特 例 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  ｂ  × （  Ｂ ／ Ｃ  ）  …  ②   

（  ） 内 の 価 格  税  率  控 除 額  

200 万 円 以 下  10％  －  

300 万 円 以 下  15％  10 万 円   

400 万 円 以 下  20％  25 万 円   

600 万 円 以 下  30％  65 万 円   

1 ,000 万 円 以 下  40％  125 万 円   

1 ,500 万 円 以 下  45％  175 万 円  

3,000 万 円 以 下  50％  250 万 円  

3,000 万 円 超  55％  400 万 円   

（  ） 内 の 価 格  税  率  控 除 額  

200 万 円 以 下  10％  －  

400 万 円 以 下  15％  10 万 円   

600 万 円 以 下  20％  30 万 円   

1 ,000 万 円 以 下  30％  90 万 円   

1 ,500 万 円 以 下  40％  190 万 円   

3 ,000 万 円 以 下  45％  265 万 円  

4,500 万 円 以 下  50％  415 万 円  

4,500 万 円 超  55％  640 万 円   
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   Ａ ： 一 般 贈 与 財 産 の 価 額  

   Ｂ ： 特 例 贈 与 財 産 の 価 額  

   Ｃ ： 合 計 贈 与 価 額 （ Ａ ＋ B）  

   ａ ： 合 計 贈 与 価 額 Ｃ に つ い て 一 般 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額  

   ｂ ： 合 計 贈 与 価 額 Ｃ に つ い て 特 例 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額  

 

（ 暦 年 課 税 の 場 合 の 計 算 例 ）  
１  一 般 贈 与 財 産 500 万 円 の 現 金 の み を も ら っ た 場 合  

 

   （ 500 万 円 － 110 万 円 ） ×20%－ 25 万 円  ＝  53 万 円  

 

 ２  一 般 贈 与 財 産 100 万 円 (Ａ )の 現 金 と 特 例 贈 与 財 産 400 万 円 (Ｂ )の 現 金 の 合 計

500 万 円 (Ｃ )を も ら っ た 場 合  

 

   500 万 円  －  110 万 円  ＝  390 万 円  

 

   ａ 一 般 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額 ： 390 万 円 ×20％ － 25 万 円  ＝  53 万 円  

一 般 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  53 万 円  ×（ 100 万 円 ／ 500 万 円 ）  

                 ＝ 10.6 万 円  …  ①  

 

   ｂ 特 例 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額 ： 390 万 円 ×15%－ 10 万 円  ＝  48.5 万 円  

特 例 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  48.5 万 円  ×（ 400 万 円 ／ 500 万 円 ）  

                 ＝ 38.8 万 円  …  ②  

   ①  ＋  ②  ＝  49.4 万 円  

 

○  配 偶 者 控 除 の 特 例  
婚 姻 期 間 20 年 以 上 の 夫 婦 の 間 で 居 住 用 不 動 産 等 の 贈 与 が あ っ た 場 合 に は 、 一 定 の

要 件 に 当 て は ま れ ば 、 贈 与 税 の 申 告 を す る こ と に よ り 基 礎 控 除 額 110 万 円 の ほ か に

最 高 2,000 万 円 ま で の 配 偶 者 控 除 を 受 け ら れ ま す 。  

 
２  相 続 時 精 算 課 税 制 度  

特 定 の 贈 与 者 か ら １ 年 間 に 贈 与 を 受 け た 財 産 の 合 計 額 か ら 、 基 礎 控 除 額 を 控 除 し 、 特

別 控 除 （ 最 高 2,500 万 円 ） の 適 用 が あ る 場 合 は そ の 金 額 を 控 除 し た 残 額 に 、 20%の 税

率 を 乗 じ て 、 税 額 を 算 出 し 納 税 し ま す 。  

そ の 後 、 財 産 を 贈 与 し た 人 の 死 亡 時 に 、 そ の 贈 与 財 産 の 価 額 か ら 基 礎 控 除 額 を 控 除 し

た 残 額 を 相 続 財 産 に 加 算 し て 相 続 税 を 計 算 し た 上 で 、 贈 与 税 額 を 控 除 し 精 算 す る 贈 与 税

と 相 続 税 を 一 体 の も の と し て 課 税 す る 制 度 で す 。  

な お 、 こ の 制 度 の 適 用 を 受 け る に は 、 財 産 を 贈 与 し た 人 は 贈 与 を し た 年 の １ 月 １ 日 で

6０ 歳 以 上 で あ る こ と 、か つ 、財 産 の 贈 与 を 受 け た 人 は 贈 与 を 受 け た 年 の １ 月 １ 日 で 18

歳 以 上 で あ り 贈 与 者 の 子 や 孫 な ど で あ る こ と が 必 要 で す 。  

 

３  申 告 と 納 税 は  

贈 与 税 の 申 告 と 納 税 は 、原 則 、財 産 を も ら っ た 人 が 、も ら っ た 年 の 翌 年 の 2 月 1 日 か

ら 3 月 15 日 ま で に す る こ と に な っ て い ま す 。  
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相続税                           国税  

 相 続 税 は 、 亡 く な っ た 人 か ら 各 相 続 人 等 が 相 続 や 遺 贈 な ど に よ り 取 得 し た 財 産 の 価 額

の 合 計 額 か ら 債 務 な ど を 差 し 引 い た 額 （ 正 味 の 遺 産 額 ） が 基 礎 控 除 額 を 超 え る 場 合 に そ

の 超 え る 部 分 に 対 し て 、 課 さ れ る 税 金 で す 。  
 
１  正 味 の 遺 産 額  

正 味 の 遺 産 額 と は 、 不 動 産 、 有 価 証 券 、 預 金 、 現 金 な ど の 財 産 の 価 額 の 合 計 額 か ら 債

務 や 葬 式 費 用 な ど を 差 し 引 い た 額 を い い ま す 。  

な お 、 相 続 時 精 算 課 税 の 適 用 を 受 け た 財 産 や 相 続 開 始 前 ３ 年 以 内 の 贈 与 財 産 が あ る 場

合 は 正 味 の 遺 産 額 に 加 算 さ れ ま す 。  

 

２  基 礎 控 除 額  

基 礎 控 除 額 ＝ 3,000 万 円 ＋ 600 万 円 ×法 定 相 続 人 数  

法 定 相 続 人 数 は 、 原 則 と し て 、 民 法 に 規 定 さ れ て い る 相 続 人 （ 相 続 の 放 棄 が あ っ て も

な か っ た も の と し た 場 合 に お け る 相 続 人 ） の 数 に な り ま す 。 ま た 、 被 相 続 人 に 養 子 が い

る 場 合 、法 定 相 続 人 の 数 に 含 め る 養 子 の 数 は 、実 子 が い る と き は １ 人 (実 子 が い な い と き

は 2 人 )ま で と な り ま す 。  
 

３  納 め る 額 は  

（第一 段 階 ）  

正 味 の 遺 産 額 か ら 基 礎 控 除 額 を 差 し 引 い た 額 を 法 定 相 続 人 ご と の 法 定 相 続 分 ど

お り に あ ん 分 し 、 そ れ ぞ れ に 税 率 を 適 用 し ま す 。  
  税 額 ＝ ① ×② － ③  
 

法 定 相 続 分 に 応 ず る 取 得 金 額 ①  税 率 ②  控 除 額 ③  

1,000 万 円 以 下  10％  －  

3,000 万 円 以 下  15％  50 万 円  

5,000 万 円 以 下  20％  200 万 円  

1 億 円 以 下  30％  700 万 円  

2 億 円 以 下  40％  1,700 万 円  

3 億 円 以 下  45％  2,700 万 円  

6 億 円 以 下  50％  4,200 万 円  

6 億 円 超  55％  7,200 万 円  

 

（第二段階）  

第 一 段 階 で 求 め た 各 法 定 相 続 人 別 の 税 額 を 合 計 し た 額 （ 相 続 税 の 総 額 ） を 実 際 に

取 得 し た 正 味 の 遺 産 額 の 割 合 に 応 じ て 相 続 税 の 総 額 を 実 際 の 相 続 割 合 で あ ん 分 し

て 各 人 の 納 税 額 を 求 め ま す 。  
な お 、 配 偶 者 が 実 際 に 取 得 し た 正 味 の 遺 産 額 が 1 億 6,000 万 円 ま た は 法 定 相 続

分 に 応 ず る 金 額 の い ず れ か 多 い 金 額 ま で で あ れ ば 、配 偶 者 に 相 続 税 は か か り ま せ ん 。 

 
４  申 告 と 納 税 は  

相 続 税 の 申 告 と 納 税 は 、 被 相 続 人 が 死 亡 し た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら １ ０ か 月 以 内

に 行 う こ と に な っ て い ま す 。  
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（ 計 算 例 ）  

  法 定 相 続 人 が 妻 と 子 ２ 人 で 相 続 割 合 は 妻 2／ 5・ 子 2／ 5・ 子 1／ 5、 正 味 の 遺 産 額

が ２ 億 円 の 場 合  

  

正 味 の 遺 産 額 ２ 億 円 － 基 礎 控 除 額 4,800 万 円 （ 3,000 万 円 ＋ 600 万 円 ×3）  

＝ 1 億 5,200 万 円  

 

 こ れ を 各 人 の 法 定 相 続 分 で あ ん 分 す る と  

 

  

 

 

 

そ れ ぞ れ に 税 率 を 適 用 し て 相 続 税 の 総 額 を 求 め ま す 。  

 

 

 

 

 

 

  相 続 税 の 総 額 を 実 際 の 相 続 割 合 に あ ん 分 し て 各 人 の 納 税 額 を 求 め ま す 。  

 

  

 

 

 

※  妻 に つ い て は 正 味 の 遺 産 額 が 1 億 6,000 万 円 以 下 の た め 全 額 軽 減 さ れ ま す 。  

     な お 、 配 偶 者 の 税 額 軽 減 を 受 け る た め に は 相 続 税 の 申 告 書 に 、 遺 言 書 の 写 し 、

遺 産 分 割 協 議 書 の 写 し （ 相 続 人 全 員 の 印 鑑 証 明 書 を 添 付 し た も の ） な ど を 添 付 す

る 必 要 が あ り ま す 。  

 

 

 

登録免許税                   国税  

登 録 免 許 税 は 、 不 動 産 の 登 記 な ど を す る と き に か か る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

登 記 な ど を す る 人  

 

２  納 め る 額 は  

登 記 な ど の 種 類 に 応 じ て 、 税 率 が 定 め ら れ て い ま す 。  

 

３  納 め る 方 法 は  

現 金 で 納 付 し 、 そ の 領 収 書 を 登 記 な ど の 申 請 書 に 貼 り 付 け て 登 記 所 に 提 出 し ま す 。 税

額 が ３ 万 円 以 下 の 場 合 に は 、 印 紙 に よ り 納 付 す る こ と も で き ま す 。  

妻 (1/2) 

7 ,600 万円  

子 (1/2×1/2) 

3 ,800 万円  

子 (1/2×1/2) 

3 ,800 万円  

妻 7,600 万円×30%－  700 万円＝ 1,580 万円  

子 3,800 万円×20%－  200 万円＝   560 万円     総額 2,700 万円   

子 3,800 万円×20%－  200 万円＝   560 万円  

妻 2,700 万円×2/5 

＝  1 ,080 万円  

子 2,700 万円×2/5 

＝  1 ,080 万円  

子 2,700 万円×1/5 

＝  540 万円  
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貯貯蓄蓄・・株株式式投投資資等等とと税税  
 

県民税利子割                          県税 

県民税利子割は、金融機関などから支払を受ける預貯金の利子、財形貯蓄の利子などに対して、課

される税金です。 

 

１ 納める人は 

県内の金融機関などから利子などの支払いを受ける個人が、その金融機関などを通じて納めます。 

※ 平成２８年１月１日以降に支払われる特定公社債等（国債、地方債、公募公社債等）の利子等

については、県民税配当割の対象となります。 

※ 平成２８年１月以降に支払を受ける利子から、法人に係る利子割が廃止されました。 

 

○ 課されない場合（非課税） 

次の場合には、県民税利子割は課税されません。 

① 遺族基礎年金を受ける妻、寡婦年金を受ける妻、身体障害者等一定の人 

・少額預金非課税制度（マル優）    元本それぞれ 350 万円以下、 

・少額公債非課税制度（特別マル優）  合計 700 万円以下（非課税の郵便貯金が継続している間は 1,050 万円以下） 

・郵便貯金非課税制度※ 

   ※ 平成 19 年 9 月以前に預けられていた非課税の郵便貯金は、平成 19 年 10 月以後預入期間等が経過

するまでの間は非課税となります。         

② 勤労者が行う財産形成貯蓄 

 ・財形住宅貯蓄 

           元本合計 550 万円以下 

 ・財形年金貯蓄 

③ 非居住者が支払を受ける利子等 

 ④ その他所得税において非課税とされる利子等 

 

２ 納める額は 

支払を受けるべき利子等の額×５％ 

（この他に、所得税・復興特別所得税が１５．３１５％の税率でかかります。） 

 

３ 納める方法は 

金融機関などが利子等の支払の際に利子割を特別徴収し、翌月 10 日までに申告し、納めます。 

 

○ 市町への交付 

県に納入された県民税利子割のうち、59.4％相当額は、県内の市町に交付されます。 
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県民税配当割                          県税 

県民税配当割は、一定の上場株式等の配当等に対して、課される税金です。 

 

１ 納める人は 

一定の配当等の支払いを受ける個人が、配当を支払う人を通じて納めます。 

なお、一定の上場株式等の配当のほかに、投資信託でその設定に係る受益権の募集が公募により行

われたものの収益の分配や、特定投資法人の投資口の配当なども、課税の対象になります。 

 

２ 納める額は 

支払を受けるべき配当等の額×５％ 

（この他に、所得税・復興特別所得税が１５．３１５％の税率でかかります。） 

 

３ 納める方法は 

配当等の支払をする上場企業などが、配当等の支払の際に配当割を特別徴収し、翌月 10 日までに

申告し、納めます。 

※ 上記の配当等の支払いを受けた個人は、当該配当等の所得については申告をしなくてもよいこ

とになっていますが、申告をした場合は所得割で課税され、所得割額から配当割額が控除されま

す。 

○ 市町への交付 

県に納入された県民税配当割のうち、59.4％相当額は、県内の市町に交付されます。 

 

県民税株式等譲渡所得割                         県税 

県民税株式等譲渡所得割は、上場株式等の譲渡による所得に対して、課される税金です。 

 

１ 納める人は 

特定株式等譲渡所得金額の支払を受ける個人が、特定株式等譲渡所得金額の支払を行う証券会社等

の本社を通じて納めます。 
 

２ 納める額は 

支払を受けるべき特定株式等譲渡等の額×５％ 

（この他に、所得税・復興特別所得税が１５．３１５％の税率でかかります。） 

 

○ 支払を受けるべき特定株式等譲渡所得金額 

① 源泉徴収を選択した特定口座（源泉徴収口座）における上場株式等の譲渡の対価 

② 源泉徴収口座において処理された上場株式等の信用取引等に係る差金決済の差益 

 

３ 納める方法は 

特定株式等譲渡所得金額の支払いをする証券会社等が、特定株式等譲渡所得金額の支払いの際に、

その額から特定株式等譲渡所得金額に係る県民税（県民税株式等譲渡所得割）を特別徴収し、１年分

をまとめてその翌年の１月 10 日までに申告し、納めます。 

 ※ 上記の特定株式等譲渡所得金額の支払があった個人は、当該譲渡に係る所得については申告を

しなくてもよいことになっていますが、申告をした場合は所得割で課税され、所得割額から株式

等譲渡所得割額が控除されます。 

○ 市町への交付 

県に納入された県民税株式等譲渡所得割のうち、59.4％相当額は、県内の市町に交付されます。 
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暮らしと税 
 

消費税・地方消費税          国税  県税  
消 費 税 は 、 商 品 ・ 製 品 の 販 売 や サ ー ビ ス の 提 供 な ど の 取 引 に 対 し て 広 く 公 平 に 課 さ れ

る 間 接 税 で す 。 消 費 税 が 課 さ れ る 取 引 に は 、 併 せ て 地 方 消 費 税 も 課 税 さ れ ま す 。  

原 則 と し て 、 事 業 者 が 申 告 の う え 納 め る 税 金 で す が 、 最 終 的 な 税 の 負 担 者 は 、 商 品 な

ど を 消 費 し 、 ま た は サ ー ビ ス の 提 供 を 受 け る 消 費 者 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

○ 国 内 に お い て 課 税 資 産 の 譲 渡 等 を 行 う 事 業 者  

※  基 準 期 間 （  個 人 事 業 者 の 場 合 は 前 々 年 、 法 人 の 場 合 は 前 々 事 業 年 度 ）  の 課 税

売 上 高 が 1,000 万 円 以 下 の 事 業 者 は 、 原 則 と し て 納 税 義 務 が 免 除 さ れ ま す 。  

※  免 税 事 業 者 で あ っ て も 、 課 税 期 間 開 始 の 日 の 前 日 ま で に 所 轄 の 税 務 署 に 「 消 費

税 課 税 事 業 者 選 択 届 出 書 」を 提 出 す る こ と に よ り 、課 税 事 業 者 と な る こ と が で き

ま す 。  

 ○  外 国 貨 物 を 保 税 地 域 か ら 引 き 取 る 人 （ 事 業 者 と は 限 り ま せ ん ）  

※  保 税 地 域 と は 、港 や 空 港 近 隣 で 輸 入 が 許 可 さ れ る 前 の 貨 物 を 一 時 保 管 で き る 場

所 と し て 指 定 ・ 許 可 さ れ た 地 域 で す 。  

 

２  納 め る 額 は  

○  税 率  

区   分  標 準 税 率  軽 減 税 率  

消 費 税 （ 国 税 ） 7.8％  6.24% 

地 方 消 費 税 （ 地 方 税 ）  
2.2％  

（ 消 費 税 額 の 22/78）  

1 .76% 

（ 消 費 税 額 の 22/78）  

合      計  10.0％  8.00％  

※  軽 減 税 率 の 適 用 対 象  
軽 減 税 率 の 適 用 対 象 と な る の は 、 次 の と お り で す 。  
①  酒 類 ・ 外 食 を 除 く 飲 食 料 品 の 譲 渡  
②  定 期 購 読 契 約 が 締 結 さ れ た 週 ２ 回 以 上 発 行 さ れ る 新 聞 の 譲 渡  

 

○  計 算 方 法  

・ 国 税 の 消 費 税 の 計 算  

 

 
 

※ 基 準 期 間（ 個 人 事 業 者 の 場 合 は 前 々 年 、法 人 の 場 合 は 前 々 事 業 年 度 ）の 課 税 売
上 高 が 5,000 万 円 以 下 の 中 小 事 業 者 は 、 原 則 的 な 計 算 方 法 に 代 え て 簡 易 課 税
制 度 （  課 税 標 準 額 に 対 す る 消 費 税 額 に 、 該 当 す る 事 業 区 分 に 応 じ た 「 み な し
仕 入 率 」 を 乗 じ た 金 額 を 課 税 仕 入 等 に 係 る 消 費 税 額 と す る 計 算 方 法 ）  を 選 択
す る こ と が で き ま す 。  

 

・ 地 方 消 費 税 の 計 算  

 

 

 

 

課 税 売 上 げ に 係 る  

消 費 税 額  
―  ＝  

課 税 仕 入 れ 等 に 係 る

消 費 税 額 （※）  

 

消 費 税 額  

 

消 費 税 額  × ＝  
地 方 消 費 税 率  

（ 22/78）  

 

地 方 消 費 税 額  

お 買 い 物 や  

お 食 事 は 、  

地 元 や 県 内 で ！  
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・ 納 付 税 額 の 計 算  

 

 

 

３  納 め る 方 法 は  

 ①  国 内 取 引  

  ・ 個 人 事 業 者  

   課 税 期 間 （ 原 則 と し て 、 1 月 1 日 ～ 12 月 31 日 ） の 翌 年 の 3 月 31 日 ま で に 、

税 務 署 に 申 告 し 、 納 め ま す 。  

  ・ 法 人  

   課 税 期 間 （ 原 則 と し て 、 事 業 年 度 ） 終 了 の 日 の 翌 日 か ら ２ か 月 以 内 に 、 税 務 署 に

申 告 し 、 納 め ま す 。  

 

 ②  輸 入 取 引  
   外 国 貨 物 を 保 税 地 域 か ら 引 き 取 る 時 ま で に 、 税 関 に 申 告 し 、 納 め ま す 。  
  ※  ① 、 ② と も に 、 消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税 を 併 せ て 申 告 、 納 付 し ま す 。  
 

○  都 道 府 県 へ の 払 い 込 み  
   国 は 、 地 方 消 費 税 の 納 付 が あ っ た 月 の 翌 々 月 の 末 日 ま で に 、 都 道 府 県 に 地 方 消 費

税 相 当 額 を 払 い 込 み ま す 。 そ れ に 伴 い 都 道 府 県 は 、 徴 収 取 扱 費 を 国 に 支 払 い ま す 。  
○  地 方 消 費 税 の 清 算 と は  
  各 都 道 府 県 に 納 付 さ れ た 地 方 消 費 税 は 消 費 に 関 連 し た 基 準 （ 商 業 統 計 の 小 売 年 間

販 売 額 、 経 済 セ ン サ ス 活 動 調 査 の サ ー ビ ス 業 対 個 人 事 業 収 入 額 お よ び 人 口 ） に よ っ
て 、 都 道 府 県 間 で 清 算 を 行 い ま す 。  

○  地 方 消 費 税 の 市 町 へ の 交 付  
  上 記 の 清 算 を 行 っ た 後 の 金 額 の ２ 分 の １ は 、 県 内 の 市 町 に 交 付 さ れ ま す 。 そ の う

ち 、 一 般 財 源 分 に つ い て は 、 人 口 と 従 業 者 数 に よ り あ ん 分 し て 交 付 さ れ 、 社 会 保 障
財 源 分 に つ い て は 、 全 額 人 口 に よ り あ ん 分 し て 交 付 さ れ ま す 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４  そ の 他  

 複 数 税 率 に 対 応 す る も の と し て 、 売 手 が 買 手 に 対 し て 正 確 な 適 用 税 率 や 消 費 税 額 等 を
伝 え る た め に 、 令 和 ５ 年 10 月 1 日 か ら 消 費 税 の 適 格 請 求 書 等 保 存 方 式 （ い わ ゆ る イ ン
ボ イ ス 制 度 ） が 導 入 さ れ て お り ま す 。  
 詳 細 に つ い て は 、 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ 特 設 サ イ ト を ご 覧 く だ さ い 。  
 

 

消 費 税 額  ＋  ＝  

 

地 方 消 費 税 額  

 

納 付 税 額  
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たばこ税            国税  県税  市町税  

 た ば こ 税 は 、た ば こ の 消 費 に 対 し て 課 さ れ る 税 金 で 、た ば こ の 代 金 の 中 に 含 ま れ ま す 。  

 

１  納 め る 人 は  

・ 国 た ば こ 税 は 、 製 造 た ば こ の 製 造 者 ま た は 輸 入 た ば こ の 引 取 者  

・ 県 た ば こ 税 ・ 市 町 た ば こ 税 は 、 た ば こ を 国 内 （ 県 内 ） （ 市 町 内 ） の 小 売 販 売 業 者 に

売 り 渡 し た 卸 売 販 売 業 者 等   

 

２  納 め る 額 は  

  

＜ 代 表 的 な 紙 巻 た ば こ １ 箱 当 た り の た ば こ 税 等 の 税 額 ＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  納 め る 方 法 は  

・ 国 た ば こ 税 は 製 造 た ば こ の 製 造 者 が 当 月 製 造 場 の 移 出 分 を 翌 月 末 日 ま で に （ 輸 入 た

ば こ の 引 取 者 は 引 取 分 を 引 取 時 ま で に ） 国 に 申 告 し て 納 付 し ま す 。  

・ 県 た ば こ 税 ・ 市 町 た ば こ 税 は 卸 売 販 売 業 者 等 が 、 当 月 売 り 渡 し 分 を 翌 月 末 日 ま で に

県 ・ 市 町 に 申 告 し て 納 付 し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

消 費 税 ・ 地 方 消 費 税  

（ 地 方 税 ）  
県 た ば こ 税 ：   21.40 円  

市 町 た ば こ 税 ： 131.04 円  

（ 国 税 ）  
国 た ば こ 税 ： 136.04 円  

た ば こ 特 別 税 ： 16.40 円  合 計  

304.88 円  

52.72 円  

１ 箱 580 円 （ 20 本 入 ）  

 あ た り  
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酒税                   国 税  

酒 税 は 、 ビ ー ル 、 清 酒 、 ウ イ ス キ ー な ど の 酒 類 （ ア ル コ ー ル 分 １ 度 以 上 の 飲 料 ） に 対

し て か か る 税 金 で 、 酒 類 の 価 格 に 含 ま れ て お り 、 製 造 者 、 輸 入 者 が 納 税 し ま す 。  

 

種 類  該 当 品 目  

酒 

類 

発 泡 性 酒 類  ビ ー ル 、 発 泡 酒 、 そ の 他 の 発 泡 性 酒 類  

醸 造 酒 類  清 酒 、 果 実 酒 、 そ の 他 の 醸 造 酒  

蒸 留 酒 類  
連 続 式 蒸 留 焼 酎 、 単 式 蒸 留 焼 酎 、 ウ イ ス キ ー 、 ブ ラ ン デ ー 、

原 料 用 ア ル コ ー ル 、 ス ピ リ ッ ツ  

混 成 酒 類  合 成 清 酒 、 み り ん 、 甘 味 果 実 酒 、 リ キ ュ ー ル 、 粉 末 酒 、 雑 酒  

 

 

 

 

 

 

清  酒  
（ 1,800ml）  

ウ イ ス キ ー  
（ 700ml）  

（ ア ル コ ー ル 分 4 3 % ）  

BEER 

酒 税 額    114.6 円     180.0 円      301.0 円  

ビ ー ル  
（ 633ml）  
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ゴルフ場利用税                     県税  

ゴ ル フ 場 利 用 税 は 、ゴ ル フ 場 を 利 用 す る 人 が 負 担 す る 税 金 で す 。県 内 に ゴ ル フ 場 は 44

か 所 あ り ま す 。  

 

１  納 め る 人 は  

ゴ ル フ 場 を 利 用 し た 人  

 

２  納 め る 額 は  

（ 県 内 の ゴ ル フ 場 を 利 用 し た 場 合 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  非 課 税  

①  18 歳 未 満 の 人 、 70 歳 以 上 の 人 、 障 害 者 に 対 し て は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

②  国 民 ス ポ ー ツ 大 会 や 学 校 の 授 業 な ど で ゴ ル フ を す る 時 は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

 

４  納 め る 方 法 は  

ゴ ル フ 場 の 経 営 者 が 利 用 者 か ら 料 金 と あ わ せ て 受 け 取 り 、 毎 月 分 を 翌 月 15 日 ま で に

県 （ 滋 賀 県 の 場 合 は 中 部 県 税 事 務 所 ） に 納 入 し ま す 。  

 

５  市 町 へ の 交 付  

ゴ ル フ 場 利 用 税 の 70％ は 、 ゴ ル フ 場 が 所 在 す る 市 町 に 交 付 さ れ ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

等 級  １ 人 １ 日 に つ き  

特 １ 級  1,200 円   

１ 級  1,050 円   

２ 級  950 円   

３ 級  800 円   

４ 級  650 円   

５ 級  550 円   

６ 級  400 円   

※  等 級 は ゴ ル フ 場 ご と に そ の

規 模 や 利 用 料 金 に よ っ て 定 め

ら れ ま す 。  

ゴ ル フ を す る な ら 県 内 の ゴ ル フ 場 で ！  
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狩猟税                  県税  

狩 猟 税 は 、 狩 猟 者 の 登 録 を 受 け る と き に 課 さ れ る 税 金 で 、 も っ ぱ ら 鳥 獣 の 保 護 に 要 す

る 費 用 に あ て ら れ る 目 的 税 で す 。  

１  納 め る 人 は  

狩 猟 者 の 登 録 を 受 け る 人             

２  納 め る 額 は  

 
登録を   

行う免許  
区         分  狩猟税率  

網
猟
免
許
・
わ
な
猟
免
許 

下  記  以  外  の  者  8 ,200 円  

軽減税率適用者（下記のいずれかに該当する者）  

5 ,500 円  

（１）  県民税の所得割額の納付を要しない者で、同

一生計配偶者・扶養親族に該当しない者  

（２）  県民税の所得割額の納付を要しない者の同一

生計配偶者・扶養親族  

（３）  同一生計配偶者・扶養親族に該当する者で、

農・林・水産業に従事している者  

 
 

※

空

気

銃

に

つ

い

て

も

使

用

可

能 

 

第
一
種
銃
猟
免
許(
装
薬
銃) 

下  記  以  外  の  者  16 ,500 円  

軽減税率適用者（下記のいずれかに該当する者）  

11 ,000 円  

（１）  県民税の所得割額の納付を要しない者で、同

一生計配偶者・扶養親族に該当しない者  

（２）  県民税の所得割額の納付を要しない者の同一

生計配偶者・扶養親族  

（３）  同一生計配偶者・扶養親族に該当する者で、

農・林・水産業に従事している者  

  第二種銃猟免許（空気銃のみ）           5 ,500 円  

◇  空 気 銃 の み を 使 用 す る こ と を 理 由 に 第 二 種 銃 猟 免 許 の 登 録 を 受 け た 方 が 、 そ の 後

第 一 種 銃 猟 免 許 の 登 録 を さ れ た 場 合 は 、 第 二 種 銃 猟 免 許 に 係 る 狩 猟 税 に 加 え て 第 一

種 銃 猟 免 許 に 係 る 狩 猟 税 が 課 税 さ れ ま す 。  

◇  網 猟 免 許 と わ な 猟 免 許 の 両 方 の 登 録 を 受 け る 場 合 は 、 そ れ ぞ れ に つ い て 狩 猟 税 が

課 税 さ れ ま す 。  

◇  対 象 鳥 獣 捕 獲 員 ま た は 認 定 鳥 獣 捕 獲 等 事 業 者 の 従 事 者 の 方 が 狩 猟 者 の 登 録 を 受 け

る 場 合 は 、 令 和 11 年 3 月 31 日 ま で は 狩 猟 税 が か か り ま せ ん 。  

◇  許 可 捕 獲 等 を し た 方 ま た は 許 可 捕 獲 等 に 従 事 し た 方 が 狩 猟 者 の 登 録 を 受 け る 場 合

に は 、令 和 11 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で は 税 率 が ２ 分 の １（ １ ０ ０ 円 未 満 切 り 捨 て ）と な り

ま す 。  
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琵琶湖森林づくり県民税           県税  
滋 賀 の 森 林 は 、 琵 琶 湖 の 豊 か な 水 を 育 み 、 県 土 を 保 全 し て 県 民 の 生 活 や 財 産 を 守 る

な ど 、 極 め て 重 要 な 公 益 的 機 能 を 有 し て お り 、 琵 琶 湖 や 県 民 の 暮 ら し と 切 り 離 す こ と

が で き な い 貴 重 な 財 産 で す 。  

 琵 琶 湖 森 林 づ く り 県 民 税 は 、 琵 琶 湖 森 林 づ く り 条 例 を 踏 ま え 、 琵 琶 湖 と 森 林 の 関 係

を 重 視 し な が ら 、 公 益 的 機 能 の 高 度 発 揮 に 重 点 を 置 い た 環 境 重 視 の 森 林 づ く り と 、 広

く 県 民 が 森 林 に 対 す る 理 解 と 関 心 を 深 め 、 県 民 協 働 に よ る 森 林 づ く り を 推 進 す る と い

う 、新 た な 視 点 に 立 っ た 施 策 を 推 進 す る た め に 必 要 な 費 用 に 充 て る た め 、平 成 18 年 ４

月 か ら 導 入 さ れ た 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

 個 人 ： １ 月 １ 日 現 在 で 県 内 に 住 所 等 の あ る 人  

 法 人 ： 県 内 に 事 務 所 等 の あ る 法 人 等   

 

２  納 め る 額 は  

個 人  年  800 円  

 法 人  年  2,200 円 ～ 88,000 円  （ 法 人 県 民 税 均 等 割 の 額 の 11％ 相 当 ）  

 

３  課 税 方 式  

 県 民 税 均 等 割 の 額 に 一 定 額 を 上 乗 せ す る 県 民 税 均 等 割 超 過 課 税 方 式  

  

４  税 の 使 途 は  

税 の 使 途 を 明 確 に す る 仕 組 み と し て 琵 琶 湖 森 林 づ く り 基 金 を 設 置 し 、 次 の 事 業 等 の

財 源 に 充 当 し ま す 。   

(1)  環 境 を 重 視 し た 森 林 づ く り の た め の 事 業   

・ 陽 光 差 し 込 む 健 康 な 森 林 づ く り 事 業   

・ 次 世 代 の 森 創 生 事 業   

・ 森 林 を 育 む 間 伐 材 利 用 促 進 事 業   

・ 災 害 に 強 い 森 林 づ く り 事 業   

(2)  県 民 協 働 に よ る 森 林 づ く り の た め の 事 業   

・ 協 働 の 森 づ く り の 啓 発 事 業   

・ み ん な の 森 づ く り 活 動 支 援 事 業  

・ 未 来 へ つ な ぐ 木 の 良 さ 体 感 事 業  

・ 森 林 環 境 学 習 事 業   

 

資 本 金 等 の 額 に よ る 区 分  法 人 県 民 税 均 等 割 額  琵 琶 湖 森 林 づ く り 県 民 税  

50 億 円 超  800,000 円  88,000 円  

10 億 円 超 50 億 円 以 下  540,000 円  59,400 円  

１ 億 円 超 10 億 円 以 下  130,000 円  14,300 円  

１ 千 万 円 超 １ 億 円 以 下  50,000 円  5,500 円  

１ 千 万 円 以 下  20,000 円  2,200 円  
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産業廃棄物税 （法定外目的税） 県税 

産業廃棄物税は、資源循環型社会の構築に向けて、産業廃棄物の発生抑制、再生利用その他適正な

処理に係る経費に充てるための法定外目的税です。 

 

１ 納める人は 

産業廃棄物を排出して、滋賀県内に設置されている産業廃棄物の中間処理施設または最終処分場に

搬入する事業者 

 

２ 納める額は 

 

産業廃棄物の重量(注) 

（課税標準） 
× 1,000円／トン ＝ 税 額 

    （注）産業廃棄物税の課税標準となる産業廃棄物の重量は、次のとおりです。 

県内最終処分場への搬入の場合 当該産業廃棄物の重量 

県内中間処理施設への搬入の場合 当該産業廃棄物の重量に処理係数を乗じた重量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 納める方法は 

前年度（４月１日から３月31日までの間）の搬入量について、７月31日までに滋賀県西部県税事

務所に申告し、算定した税額を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 

施設の区分 処理係数 

焼却施設または脱水施設 0.1 

乾燥施設 0.3 

熱分解施設または発酵施設 0.6 

油水分離施設 0.9 

上記以外の中間処理施設 1.0 

処理係数 
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○ 免税点 

前年度（４月１日から３月 31 日までの間）の課税対象となる搬入重量の合計が 500 トン以下で

ある場合には、産業廃棄物税はかかりません。 

 

○ 課税免除 

（１）自社中間処理のための搬入 

排出事業者が、産業廃棄物を県内の自社中間処理施設において処分するための搬入。 

（２）県内中間処理施設における処分後の搬入 

   排出事業者の委託により県内中間処理施設において処分された後の産業廃棄物の搬入。 

（３）他県との二重負担調整 

   産業廃棄物に関する税導入県の課されるべき施設に複数回にわたって産業廃棄物が搬入された

場合のうち一定の場合。 

（４）再生施設への搬入 

県内中間処理施設等のうち、県が認定する再生の用に供される施設（再生施設）への所定の産

業廃棄物の搬入。 

 

４ 税の使途は 

納められた税金は、 

  ① 産業廃棄物の発生抑制 

  ② 産業廃棄物の再生利用の促進 

③ 産業廃棄物の適正処理の推進 

         等を図るための費用に充てることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
★★ＣＣｏｏｌｌｕｕｍｍｎｎ  

法法定定外外目目的的税税ととはは・・・・・・  
                              

 
○ 地方公共団体が特定の使用目的や事業の経費に充てるため、地方税法に定めのな

い税目を条例で定めて設ける税をいいます。 

 

○ 産業廃棄物に関する税の他には、宿泊税（大阪府など）、乗鞍環境保全税（岐阜

県）、遊漁税（富士河口湖町）などがあります。    
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【 納税方法の種類 】 

特別徴収…事業者など（特別徴収義務者）が、県に代わって納税者から税を受け取り、納めるものです。 

普通徴収…県から納税者に納税通知書が送付され、その納税通知書により納めるものです。 

申告納付…納税者が納める税金を申告のうえ、納めるものです。 

申告納入…県に代わって特別徴収義務者が税金を受け取り、申告のうえ、納めるものです。 

証紙徴収…県が発行する証紙などにより、納めるものです。 

税  目 申 告 期 限 納 期 限 方 法 

個 人 県 民 税 

給与所得者については、給与支払

者が給与支払報告書を１月末日

までに市町へ提出 

給与支払者が６月から翌年５月

まで毎月徴収して翌月 10 日ま

でに市町へ納入 

特 別 徴 収  

給 与 支 払 者 が  

徴 収 す る  

公的年金等所得者については、年

金保険者が公的年金等支払報告

書を１月末日までに市町へ提出 

原則、年金保険者が年金支払月

（偶数月）に徴収して翌月 10

日までに市町へ納入 

特 別 徴 収  

年 金 保 険 者 が  

徴 収 す る  

給与・公的年金等以外の所得者は 3 月 15 日 

（所得税の確定申告をした人は不要） 

一般的には 

６月、８月、10 月および１月 
普 通 徴 収 

法 人 県 民 税 
確定申告は、事業年度が終了した日か

ら原則として２か月以内 
申告期限と同じ  申 告 納 付 

県 民 税 利 子 割 毎月分を翌月 10 日 申告期限と同じ 申 告 納 入 

県 民 税 配 当 割 毎月分を翌月 10 日 申告期限と同じ 申 告 納 入 

県民税株式等譲渡所得割 １月 10 日 申告期限と同じ 申 告 納 入 

個 人 事 業 税 

３月 15 日（所得税の確定申告をした

人または個人県民税の申告をした人

は不要） 

８月および 11 月 

（税額が、10,000 円以下の

場合は８月のみ） 

普 通 徴 収 

法 人 事 業 税 
確定申告は、事業年度が終了した日か

ら原則として２か月以内 
申告期限と同じ 申 告 納 付 

地 方 消 費 税 

譲 渡 割 

個人事業者の申告は、原則として３月

末 
申告期限と同じ（消費税とあ

わせて国（税務署）に申告納

付します） 

申 告 納 付 
法人の申告は、原則として事業年度の

終了した日から２か月以内 

地方消費税貨物割 
課税貨物を保税地域から引き取ると

き 

申告期限と同じ（消費税とあ

わせて国（税務署）に申告納

付します） 

申 告 納 付 

不 動 産 取 得 税 取得した日から 60 日以内 納税通知書で定められた日 普 通 徴 収 

県 た ば こ 税 毎月分を翌月末日 申告期限と同じ 申 告 納 付 

ゴ ル フ 場 利 用 税 毎月分を翌月 15 日 申告期限と同じ 申 告 納 入 

軽 油 引 取 税 各月分を翌月末日 申告期限と同じ 
申 告 納 入 
（ 申 告 納 付 ） 

自動車税環境性能割 登録または届出のとき 申告期限と同じ 
申 告 納 付 
（ 証 紙 徴 収 ） 

自動車税種別割 登録のとき 

５月 普 通 徴 収 

登録のとき 
申 告 納 付 
（ 証 紙 徴 収 ） 

鉱 区 税 取得、消滅または変更の日から７日以内 ５月 普 通 徴 収 

固 定 資 産 税 １月末日（償却資産のみ要申告） ５月、７月、12 月および２月 普 通 徴 収 

狩 猟 税 － 登録を受けるとき 証 紙 徴 収 

産 業 廃 棄 物 税 ７月末日 申告期限と同じ 申 告 納 付 

県 税 の 申 告 と 納 期 限 
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税 を 事 実 よ り 少 な く 申 告 し た 場 合 や 、 期 限 後 に 申 告 し た り 、 全 く 申 告 し な か っ た 場 合 に

か か り ま す 。  

１ ． 過 少 申 告 加 算 金  

期 限 内 に 申 告 し た 場 合 で 、 そ の 申 告 額 が 実 際 よ り 少 な か っ た 場 合 に か か り ま す 。  

    過 少 申 告 加 算 金 額 ＝ 増 差 税 額 ×10％  

た だ し 、 増 額 し た 税 額 が 、 期 限 内 に 申 告 し た 税 額 ま た は 50 万 円 の い ず れ か 大 き い 方

の 金 額 を 超 え る 場 合 に は 、 そ の 超 え る 部 分 に つ い て は 15％ と な り ま す 。  

 

２ ． 不 申 告 加 算 金  

期 限 後 に 申 告 し た 場 合 ま た は 申 告 し な か っ た 場 合 に か か り ま す 。  

    不 申 告 加 算 金 額 ＝ 納 め る 税 額 ×15％ （ 税 額 が 50 万 円 を 超 え る 部 分 に つ い て は 20%）  

た だ し 、 県 の 調 査 に よ る 決 定 が あ る べ き こ と を 予 知 し な い で 申 告 書 を 期 限 後 に 提 出 し

た 場 合 は ５ ％ で す 。  

な お 、 申 告 書 の 提 出 が 期 限 後 １ か 月 以 内 に 行 わ れ 、 税 額 が 全 額 納 期 限 内 に 納 付 さ れ て

い る 場 合 は 、 か か り ま せ ん 。  

 

３ ． 重 加 算 金  

作 為 的 に 税 を 免 れ る た め 仮 装 ま た は 隠 ぺ い し た 場 合 は 、 上 記 １ ， ２ の 代 わ り に 重 加 算

金 が か か り ま す 。  

重 加 算 金 額 は 、 期 限 ま で に 申 告 し て い る か 否 か に よ っ て 次 の よ う に な り ま す 。  

期 限 内 に 申 告 を し て い る 場 合  ···· 増 差 税 額 ×35％  

期 限 内 に 申 告 を し て い な い 場 合  ··· 増 差 税 額 ×40％  

平 成 29年 １ 月 か ら 、短 期 間 に 繰 り 返 し て 不 申 告 ま た は 仮 装・隠 蔽 に 基 づ く 修 正 申 告 の

提 出 等 を 行 っ た 場 合 、 加 算 金 の 割 合 に 10％ 加 算 す る 措 置 が 導 入 さ れ て い ま す 。  

 
 

納 期 限 を 過 ぎ て 税 金 を 納 め る と 、 納 期 限 の 翌 日 か ら 納 付 の 日 ま で の 期 間 に 応 じ て 、 次 の

率 で 計 算 し た 延 滞 金 が か か り ま す 。  

 

 本 則 [① ] 特 例 [② ] 備 考  

納 期 限 の 翌 日 か ら

１ か 月 を 経 過 す る

日 ま で  

年  7.3％  

▼ R3.1.1～  

延 滞 金 特 例 基 準 割 合 ＋ 1%（ ※ １ ）
本 則 [① ]・特 例 [② ]

の い ず れ か 低 い 割

合 が 適 用 さ れ ま す  
▽ H26.1.1～ R2.12.31 

特 例 基 準 割 合 ＋ 1%（ ※ ２ ）  

納 期 限 の 翌 日 か ら

１ か 月 を 経 過 し た

日 以 降  

年 14.6％  

▼ R3.1.1～  

延 滞 金 特 例 基 準 割 合 ＋ 7.3％  
本 則 [① ]・特 例 [② ]

の い ず れ か 低 い 割

合 が 適 用 さ れ ま す  
▽ H26.1.1～ R2.12.31 

特 例 基 準 割 合 ＋ 7.3％  

※ １  延 滞 金 特 例 基 準 割 合 ： 平 均 貸 付 割 合 （ 日 本 銀 行 が 公 表 す る 前 々 年 ９ 月 ～ 前 年 ８ 月 に お け る

国 内 銀 行 の 貸 出 約 定 平 均 金 利 の 平 均 ） ＋ １ ％  

※ ２  特 例 基 準 割 合： 貸 出 約 定 平 均 金 利 （ 日 本 銀 行 が 公 表 す る 前 々 年 10 月 ～ 前 年 ９ 月 に

お け る 国 内 銀 行 の 貸 出 約 定 平 均 金 利 の 平 均 ） ＋ １ ％  

加 算 金 

延 滞 金 
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＜ H26.1.1～ の 延 滞 金 ＞  

 
納 期 限 の 翌 日 か ら  

１ か 月 を 経 過 す る 日 ま で  

納 期 限 の 翌 日 か ら  

１ か 月 を 経 過 し た 日 以 降  

H26.1.1～  2.9％  9.2％  

H27.1.1～  2.8％  9.1％  

H29.1.1～  2.7％  9.0％  

H30.1.1～  2.6％  8.9％  

R3.1.1～  2.5％  8.8％  

R4.1.1～  2.4％  8.7％  

 

◎ 延 滞 金 の 計 算 方 法 （ 例 ）  

 納 期 限 が 令 和 ６ 年 ５ 月 31 日 の 自 動 車 税 種 別 割 34,500 円 を 、 令 和 ６ 年 11 月 10 日

に 納 税 し た 場 合 。  

 

       ６ 月       ７ 月            11 月  

5/31 6/1       6/30 7/1            11/10  

（ 納 期 限 ）  

    納 期 限 の 翌 日 か ら      納 期 限 の 翌 日 か ら  

   １ か 月 を 経 過 す る 日 ま で   １ か 月 を 経 過 し た 日 以 降  

       2 .4％           8.7% 

 

[１ ]納 期 限 の 翌 日 か ら １ か 月 を 経 過 す る 日 ま で （ R6.6.1～ R6.6.30）  

 34,000 円 ×2.4％ ×   ＝ 67.06…   →  67 円  

(千 円 未 満 切 捨 )              (小 数 点 以 下 切 捨 )  

 

[２ ]納 期 限 の 翌 日 か ら １ か 月 を 経 過 し た 日 以 降 （ R6.7.1～ R6.11.10）  

34,000 円 ×8.7％ ×   ＝ 1,077.84…  →   1,077 円  

(千 円 未 満 切 捨 )             (小 数 点 以 下 切 捨 )  

 

[１ ][２ ]の 計 算 結 果 を 合 計 す る 。  

  67＋ 1,077＝ 1,144 →  1,100 円  

         (百 円 未 満 切 捨 ) 

 

 

 

★★ ＣＣ ｏｏ ｌｌ ｕｕ ｍｍ ｎｎ   
納納 期期 限限 まま でで にに 税税 金金 をを 納納 めめ なな いい とと どど うう なな るる のの ・・ ・・ ・・ ？？   

○  税 金 を 納 期 限 ま で に 納 め て い た だ か な い と 、督 促 し た 後 、財 産 の 差 押 え を 行 っ

た り 、納 付 の 日 ま で の 期 間 に 応 じ て 、上 記 の よ う に 延 滞 金 が 発 生 し ま す 。必 ず

納 期 限 ま で に 納 め ま し ょ う 。  

 

30 
365 

365 

133 
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 県 税 は 、 定 め ら れ た 期 限 ま で に 納 め な け れ ば な り ま せ ん が 、 次 の よ う な 事 情 が あ る 場 合

は 、 納 税 の 猶 予 、 減 免 な ど を 受 け る こ と が で き ま す 。  

 

○  徴 収 の 猶 予  

次 に 該 当 す る と き に は 、 申 請 に よ り 納 税 が 猶 予 さ れ る 場 合 が あ り ま す 。  

納 税 を 猶 予 さ れ る 期 間 は １ 年 以 内 （ 事 情 に よ り 最 長 ２ 年 ま で ） で 、 原 則 と し て 担 保 の

提 供 が 必 要 で す 。  

１． 本 人 の 財 産 が 災 害 （ 震 災 ・ 風 水 害 ・ 火 災 な ど ） や 盗 難 に あ っ た と き  

２． 本 人 や 生 活 を 共 に す る 親 族 が 病 気 に か か り 、 ま た は 負 傷 し た と き  

３． 事 業 を 廃 止 ま た は 休 止 し た と き  

４． 事 業 に 著 し い 損 失 を 受 け た と き  

５． 上 記 １ ～ ４ と 同 様 な 事 情 が あ っ た と き  

 

○  換 価 の 猶 予  

県 税 を 一 時 に 納 付 す る こ と に よ り 事 業 の 継 続 ま た は 生 活 の 維 持 を 困 難 に す る お そ れ が

あ る 場 合 な ど 一 定 の 要 件 に 該 当 し 、 納 税 に つ い て 誠 実 な 意 思 を 有 す る と 認 め ら れ る と き

は 、 そ の 県 税 の 納 期 限 か ら ６ か 月 以 内 に 申 請 す る こ と で 、 １ 年 以 内 （ 事 情 に よ り 最 長 ２

年 ま で ） の 期 間 に 限 り 、 差 押 財 産 の 換 価 や 差 押 え の 猶 予 が 認 め ら れ る 場 合 が あ り ま す 。

換 価 の 猶 予 の 申 請 に は 、 原 則 と し て 担 保 の 提 供 が 必 要 で す 。  

 

○  県 税 の 減 免 等  

災 害 で 損 害 を 受 け た な ど の 理 由 に よ り 納 付 す る こ と が で き な い と 認 め ら れ る 場 合 に は 、

申 請 に よ り 税 金 が 減 額 ま た は 免 除 さ れ る こ と が あ り ま す 。（ 減 免 等 の 要 件 、申 請 時 期 は 、

県 税 の 種 類 ご と に 異 な っ て い ま す 。 ）  

 

  

 

○  更 正 の 請 求  

申 告 書 を 提 出 し た 後 に 、 税 額 が 過 大 で あ っ た こ と な ど を 発 見 し た 時 は 、 原 則 と し て 法

定 納 期 限 か ら ５ 年 以 内 に 限 り 更 正 の 請 求 を す る こ と が で き ま す 。  

  

○  不 服 の 申 立 て   

県 税 の 課 税 ・ 徴 収 の 処 分 な ど に つ い て 不 服 が あ る 場 合 に は 、 原 則 と し て そ の 処 分 を 知

っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 知 事 に 対 し て 「 審 査 請 求 」 を す る こ と が で き

ま す 。  

ま た 、 原 則 と し て 審 査 請 求 に 係 る 裁 決 の 送 達 を 受 け た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以

内 に 滋 賀 県 を 被 告 と し て 「 処 分 の 取 消 し の 訴 え 」 を 提 起 す る こ と が で き ま す 。  

 

 
 

納税の猶予・県税の減免 

県 税 の 救 済 制 度 
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県税事務所 郵便番号 所在地 電話番号 FAX番号

西部県税事務所 〒520-0807 大津市松本一丁目２－１ 077-522-4331 077-526-0085

西部県税事務所高島納税課 〒520-1592 高島市新旭町北畑５６５ 高島市役所１階 0740-25-8012 0740-25-2860

南部県税事務所 〒525-8525 草津市草津三丁目１４－７５ 077-567-5406 077-566-0439

中部県税事務所 〒527-8511 東近江市八日市緑町７－２３ 0748-22-7707 0748-25-2660

中部県税事務所甲賀納税課 〒528-8511 甲賀市水口町水口６２００ 0748-63-6106 0748-63-0439

東北部県税事務所 〒526-0033 長浜市平方町１１５２－２ 0749-65-6606 0749-65-5776

東北部県税事務所湖東納税課 〒522-0071 彦根市元町４－１ 0749-27-2206 0749-26-3391

自動車税事務所 〒524-0104 守山市木浜町２２９８－２ 077-585-7288 077-585-7299

県 税

県税事務所の所管区域

県税事務所の所在地

県内の税金を取り扱う機関

西部県税事務所
（取り扱う税等）
法人県民税※
法人事業税※
県民税利子割※
県民税配当割※
県民税株式等譲渡所得割※
県たばこ税※
産業廃棄物税※
鉱区税※
狩猟税※
地方消費税※
個人県民税
個人事業税
不動産取得税
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油

西部県税事務所高島納税課
（取り扱う税等）
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油
（農業、林業、船舶に限る）

東北部県税事務所
（取り扱う税等）
個人県民税
個人事業税
不動産取得税
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油

東北部県税事務所湖東納税課
（取り扱う税等）
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油
（農業、林業、船舶に限る）

中部県税事務所
（取り扱う税等）
ゴルフ場利用税※
個人県民税
個人事業税
不動産取得税
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油

中部県税事務所甲賀納税課
（取り扱う税等）
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油
（農業、林業、船舶に限る）南部県税事務所

（取り扱う税等）
軽油引取税※
個人県民税
個人事業税
不動産取得税
納税窓口・納税相談
納税証明
免税軽油

自動車税事務所
（取り扱う税等）
自動車税環境性能割※
自動車税種別割※

県庁
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郡 市 町 名 電 話 番 号 〒 所 在 地 

大 津 市 

彦 根 市 

長 浜 市 

近 江 八 幡 市 

草 津 市 

守 山 市 

栗 東 市 

甲 賀 市 

野 洲 市 

湖 南 市 

高 島 市 

東 近 江 市 

米 原 市 

蒲生郡 日 野 町 

    竜 王 町 

愛知郡 愛 荘 町 

犬上郡 豊 郷 町 

    甲 良 町 

    多 賀 町 

077-528-2707 

0749-30-6108 

0749-65-6508 

0748-36-5505 

077-561-2308 

077-582-1115 

077-551-0105 

0748-69-2128 

077-587-6040 

0748-71-2319 

0740-25-8116 

0748-24-5604 

0749-53-5115 

0748-52-6570 

0748-58-3750 

0749-42-7690 

0749-35-8119 

0749-38-5064 

0749-48-8113 

520-8575 

522-8501 

526-8501 

523-8501 

525-8588 

524-8585 

520-3088 

528-8502 

520-2395 

520-3288 

520-1592 

527-8527 

521-8501 

529-1698 

520-2592 

529-1380 

529-1169 

522-0244 

522-0341 

大津市御陵町３－１ 

彦根市元町４－２ 

長浜市八幡東町６３２ 

近江八幡市桜宮町２３６ 

草津市草津３－１３－３０ 

守山市吉身２－５－２２ 

栗東市安養寺１－１３－３３ 

甲賀市水口町水口６０５３ 

野洲市小篠原２１００－１ 

湖南市中央１－１ 

高島市新旭町北畑５６５ 

東近江市八日市緑町１０－５ 

米原市米原１０１６ 

日野町河原１－１ 

竜王町小口３ 

愛荘町愛知川７２ 

豊郷町石畑３７５ 

甲良町在士３５３－１ 

多賀町多賀３２４ 

令和６年４月１日現在            

 

     

 

 令和６年４月１日現在 

 

 電話番号 〒 所 在 地 管 轄 区 域 

大津税務署 077-524-1111 520-8510 
大津市京町三丁目 1-1 

大津びわ湖合同庁舎（4・5 階） 
大津市 

彦根税務署 0749-22-7640 522-0062 彦根市立花町 5-20 彦根市、愛知郡、犬上郡 

長浜税務署 0749-62-6144 526-0037 長浜市高田町 9-3 長浜市、米原市 

近 江 八 幡 

税 務 署 
0748-33-3141 523-8502 近江八幡市桜宮町 243-2 

近江八幡市、東近江市、 

蒲生郡 

草津税務署 077-562-1315 525-8510 草津市大路二丁目 3-45 
草津市、守山市、 

栗東市、野洲市 

水口税務署 0748-62-0314 528-8555 甲賀市水口町水口 5587-3 甲賀市、湖南市 

今津税務署 0740-22-2561 520-1623 高島市今津町住吉一丁目 5-10 高島市 

市 町 税  

国 税 

税に関する情報が満載！ 

国税庁ホームページ https://www.nta.go.jp 

＊様々な税に関する身近な情報を掲載しています。 
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県税は、各県税事務所や自動車税事務所の窓口のほか、次の金融機関等の窓口やスマートフォン決済

アプリ、クレジットカード等でも納税することができます。 

 また、個人事業税等の納税は、口座振替を利用することも可能です。 

 

□ 県の機関で直接納税する場合 

「納税通知書」等をお持ちのうえ、お近くの県税事務所または自動車税事務所へお越しください。 

 

□ 金融機関またはコンビニエンスストアで納税する場合 

「納税通知書」をお持ちのうえ、下記の窓口等にて納税してください。 

種  類 名  称 備  考 

指定 

金融機関 

滋賀銀行の本・支店・出張所・代理店 「指定金融機関」とは、県の公金

の収納または支払の事務を取り

扱う金融機関のことです。 

「収納代理金融機関」とは、知事

の指定に基づき、指定金融機関

の取り扱う公金収納事務の一部

のみを代理で取り扱う金融機関

のことです。 

収納代理 

金融機関 

【 国内本・支店（ただし、農業協同組合は県内のみ） 】 

みずほ銀行、三菱ＵＦＪ銀行、りそな銀行、 

大垣共立銀行、京都銀行、関西みらい銀行、 

滋賀中央信用金庫、長浜信用金庫、 

湖東信用金庫、京都信用金庫、京都中央信用金庫、 

滋賀県民信用組合、滋賀県信用組合、京滋信用組合、 

近畿産業信用組合、近畿労働金庫、 

滋賀県信用農業協同組合連合会、県内各農業協同組合 

ゆうちょ

銀行 

または 

郵便局 

全国のゆうちょ銀行 

または郵便局 

 

コンビニ 

エンス 

ストア 

【 全国の店舗 】 

くらしハウス、スリーエイト、生活彩家、セイコーマート、 

セブン‐イレブン、タイエー、デイリーヤマザキ、 

ニューヤマザキデイリーストア、ハセガワストア、 

ハマナスクラブ、ファミリーマート、ポプラ、ミニストップ、 

ヤマザキスペシャルパートナーショップ、 

ヤマザキデイリーストアー、ローソン、ローソンストア１００、 

ＭＭＫ設置店                        （50 音順） 

※コンビニ納税用専用バーコー

ドが印字されている納付書の

み使用可能。 

※指定期限を過ぎた納付書で

は、コンビニエンスストアでの

納税はできません。 

※コンビニエンスストアでは、

QRコードは使用できません。 

  ※QR コード付きの納付書であれば、他の金融機関でも納税できる場合があります。 

   利用可能な金融機関の最新情報は、「地方税お支払サイト」の「よくあるご質問」をご確認ください。 

 

□ 口座振替による納税の場合 

個人事業税および自動車税種別割については、あら 

かじめ指定した預金口座から振替納税することができ 

ます。この制度を利用すれば、納税のために金融機関 

等へ出向く必要がなくなり、大変便利です。 

お申込みの際は、各（県）税事務所または県税取扱 

金融機関窓口に備え付けの「県税口座振替依頼書」に、 

住所、氏名、預金口座番号や課税番号等、必要事項を 

記入し、預金通帳にご使用の印鑑を押印のうえ、取扱 

金融機関窓口へ提出してください。 

※ただし、ゆうちょ銀行および郵便局では、ご利用いただけません。 

県税の納税窓口 
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□ スマートフォン決済アプリから納税する場合 

各種アプリのサイトから、納付書の QR コードを読み取り、もしくは納付書番号（eL 番号）を入

力して、決済してください。 

    ※アプリにより、手数料が必要な場合があります。 

    ※利用可能なアプリの最新情報は、滋賀県ホームページから、ご確認ください。 

    ※LINE Pay は利用できません。 

 

□ 地方税お支払サイトから納税する場合 

   「地方税お支払サイト」（https://www.payment.eltax.lta.go.jp/）にアクセスし、以下のいず 

れかを選択して、納付してください。 

   ・クレジットカード（手数料が必要です。） 

   ・情報リンク方式（インターネットバンキング） 

   ・ダイレクト方式（口座振替） 

     ※あらかじめ口座を登録のうえ、納付書ごとに手続きが必要となります。 

   ・ペイジー番号発行 

                    「QR コード」は、(株)デンソーウェーブの登録商標です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 滋賀県ホームページもご覧ください ◆ 

 

県税に関するさらに詳しい説明やＱ＆Ａ、お知らせなどを掲載しています。 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kurashi/zeikin/ 

 

□ ホームページからは、各種届出書がダウンロードできます。 

・ 納税証明書（交付請求書、委任状） 

・ 不動産取得の申告書 

・ 自動車税種別割住所変更・訂正変更届出書 他 

 

□ 自動車税種別割の住所変更の手続きがインターネット上で行えます。 

【 しがネット受付サービス 】 

https://ttzk.graffer.jp/pref-shiga/smart-apply/apply-procedure-alias/21BG36010103 
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